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序 論 

 

第１節 問題の所在と背景 

 

日本は、急速な人口減少をどのように乗り切るのか、自律的な地域社会の構築の必要性

と重要性は、いよいよ差し迫った課題となっている。すでに地域の担い手不足が叫ばれる

一方で、孤立死や虐待など核家族化や人々の繋がりの希薄化が引き起こす深刻な問題は後

を絶たない。加えて、国は統合的な外国人受け入れの方針を未だ示していない。急増する

外国人住民を地域社会はどのように受け入れられるのか、そのビジョンは現場の努力に委

ねられ続けている。そして今、外国人住民がいることを前提とした、人口減少期の地域コ

ミュニティの形成・維持の在り方の検討は、外国人が集住している地域だけでなく、外国

人住民の存在が見えにくい地域においてより重要性を増しつつある。 

 

1. 公共圏の拡大と地域自治 

戦後の高度経済成長と人口増加の時代において、日本で生まれ育った日本国籍保有者が

地域社会の構成員であることは、至極当然のことであり、住民同士の紐帯と互助の形成・

維持の基礎には、自治会・町内会（以下、自治会）を中心とする種々の地縁組織が機能し

ていた。日本全国に広がる自治会を中心とする地域自治の仕組みは、行政施策を地域コミ

ュニティの隅々まで伝える役割を今でも担っている。しかし、その機能と社会的位置づけ

は時代と共に変化してきた。 

1980年代、グローバル経済の進展により国際競争は激化し、新自由主義による民営化の

動きは、社会格差を拡大させていった。そして、1990年代以降、市民社会、政府、経済が

福祉の供給において自律的かつ対等なパートナーとして均衡をとろうとする試み、いわゆ

る第三の道を目指す動きが活発化した。これは同時に、グローバル化という経済的動きを

どう公共として秩序化できるのかという問いを地域に投げかけた。 

日本では、2005 年以降、「新しい公共」という理念の下で地域の自律的なまちづくりが

進められ、2014年のまち・ひと・しごと創生法の執行を経て、現在も「地方創生」の号令

と共に様々な施策が打たれている。J.ハーバーマス[1990=1994]は、自律的・理性的な市民

が対等な立場で討論を行える開かれた場所を「公共圏」とよんだが、このような地域社会

における自律的な社会システムを構築しようとする動きは、「公共圏」の形成・拡大・保障
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への社会的要求の高まりといえるだろう。そして、それらは、市民が単に行政からサービ

スを受けるだけの存在として安寧することを許さず、双方向の関係構築と、それに耐えう

る自律的かつ主体的な市民であることを要請する。 

しかし、日本は 2011年に東日本大震災を経験し、市民社会、政府、経済の自律と均衡の

具体的かつ実践的な取り組みや施策は、メインストリームを形成することなく細分化され、

人々の関心は共同体の再発見へと集まっている。さらに、少子高齢化を伴った人口の減少

は、担い手不足を加速させ、地域自治機能の中心を担う自治会組織を解体に追い込み始め

ている。また、自らが住む地域の問題に関心をもたない住民が増えるなど、それまで居住

に依拠していた集合性と共同性も乖離し始めている。つまり、公共圏の実体である自治会

も自治会活動により形成される地域コミュニティも、機能不全に陥ろうとしている。 

 他方で、このような居住に依拠した地域コミュニティの集合性と共同性の乖離に対し、

2000年代に入ると、共同体の意義を再評価する動きは、社会関係資本（ソーシャル・キャ

ピタル）に関心が集まった。パットナム[2000＝2006]によって、信頼・規範・ネットワー

クを通した協働が社会的効率性を高めるこが示されたことが大きい。そして、斎藤［2012］

は「『支えあい、助け合い』のコミュニティづくりを促進するため、地域の多様な資源であ

る住民組織がそれぞれの特徴を活かして役割を担い、暮らしをサポートする」システムを

「共助システム」と呼んだ。つまり、社会関係資本は、住民組織がそれぞれの特徴を活か

して役割を担い、暮らしを支える「共助システム」の構築にとって重要な要素となること

が示された。 

 ただし、地域内の人々の繋がりと相互作用による地域社会の絆は、人々が集まって住ん

でいるだけでは自然に生まれるものではない。「共同性は必要に応じて作られるもの」であ

る[斎藤 2012]。つまり、地域のネットワークの構築は、同じ土地に住むという根源的な集

合性に、共同性を想像／創造し、地域から公共性を生み出す作業なのである。言い換えれ

ば、地域社会は、各地域の特性を基礎とする共同性を見出し、公共性を生み出す必要があ

る。現在、政策としても取り上げられるようになった「関係人口」や「交流人口」の模索

は、居住に依拠しない形態かつ地域特性を活かした地域コミュニティの形成・維持への模

索と言えよう。 

 公共圏の拡大が進行するなかで、自治会は、「公共性を実現する媒介装置」[斎藤 2012]

として「公私未分化な性格」[田中 2010]をもちながら、日本社会に深く浸透してきた。辻

中[2009]は、自治会の機能的側面として、①社会関係資本の醸成、②他団体との相互関係、
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③社会サービスの供給、④市区町村との協働、⑤政治参加をあげている。さらに、自治会

活動とコミュニティ形成の関係について、広井[2013]は「何らかの意味で、経済生産・消

費・雇用・労働といったものと結びついた形での活動や事業が、コミュニティ形成におの

ずとつながっていく可能性が大きい」と指摘する。 

 集合性と共同性を繋ぎ止め、共同性から公共性を構築する「媒介装置」としてコミュニ

ティを形成・維持する機能は、公共圏の拡大と共に NPO等多様な形態を生み出している。

しかし、自治会機能を代替できるまでには至っておらず、自治会が担った機能をこれから

の人口構成や現代の生活様式に合わせて再検討する必要があるだろう。 

 

2. 多文化共生と公共圏の役割 

戦後長らく、在留外国人といえば在日韓国・朝鮮人が多くを占め、1990年代に入り多国

籍化が進んできた。在留外国人と共に暮らす社会の実現に向けた理念として「多文化共生」

という言葉が使われ始めたのは、1990年初頭の川崎市においてだと言われている。そして、

1995年の阪神淡路大震災で、外国人の死亡率が日本人の死亡率よりも高かったことなどか

ら、その後の外国人支援を通して全国に広まったとされる。 

さらに多文化共生が推し進められるきっかけとなったのは、2006年 3月に総務省が「多

文化共生の推進に関する研究報告書―地域における多文化共生の推進に向けて」および「地

域における多文化共生推進プラン」を出したことにある。その報告書の中で多文化共生は、

「国籍や民族などの異なる人々が、互いの文化的ちがいを認め合い、対等な関係を築こう

としながら、地域社会の構成員として共に生きていくこと」と定義された。国は、この報

告書で、在留外国人もまた「地域社会の構成員」であることを初めて明示した。 

そして、同報告書において、各地方自治体が「『多文化共生推進プログラム』を参考とし

つつ、それぞれの置かれた状況に応じて地域における多文化共生の推進を図る」ことが示

された。これにより、多文化共生という言葉は行政用語としての地位を与えられ、全国各

地の自治体が在留外国人に対する取り組みを進めていった。つまり、移民政策不在の中で

「多文化共生」の具体的な中身は、各自治体に委ねられることになった。 

1990年代以降に急増した外国人住民の多くは、仕事を求めて産業都市に集住した。その

ため、暮らしに関わる諸問題への対応は、かれらが仕事の都合で（偶然）居住した自治体

が担う結果となった。そして、今ではそれらの自治体が多文化共生施策の「先進地」とさ

れるようになっている。裏を返せば、外国人が集住しなかった地域において、多文化共生
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は住民にとってどこか遠い理念であり、具体的施策は形式的な準備にとどまっている。 

こうした現状に対し、馬渕[2011]やハタノ[2011]は、「多文化共生」の実現に向けた実践

的な対応には、マジョリティをなす日本人が在留外国人を「いま、ここ」に生きる人々と

して捉えること、そしてかれらが抱える課題の解決には共感を必要としていることを強調

する。この地域課題をめぐる共感の視点は、多文化共生を目指す場合だけではなく、地域

への関心が希薄になった地域コミュニティの形成・維持においても重要な視点となるだろ

う。そして、日本人住民の問題として捉えられがちな地域コミュニティの問題と、外国人

住民の問題として捉えられがちな多文化共生に向けた取り組みの乖離は、外国人住民もま

た構成員である視点の欠落を示している。その一方で、「媒介装置」としての地域コミュニ

ティの中核をなす自治会は、外国人住民を含めた視点から地域社会を見直していく舞台と

しての可能性を示すものでもある。  

 

3. 教育における外国人の子どもの周縁化 

公共圏の一角を成しその基盤となるのが学校教育である。しかし、学齢期にある外国人

の子どもの教育は、重層的な社会的問題によって、周縁化している。 

2019年に国は初めて「外国人の子どもの就学状況等調査」を実施し、不就学の可能性が

あると考えられる外国人の子どもの数は 22,488 人であることを明らかにした 1。1998 年

から 1999 年にかけ、愛知県豊橋市で不就学の子どもの数が無視できない数に及んでいる

実態が報告されたことをきっかけに、就学の義務をめぐる問題に注目が集まり、愛知県豊

田市（2001年）、群馬県大泉町（2002年、2003年）、岐阜県可児市（2003年）と外国人が

集住する自治体で次々に実態調査が行われた。しかし、約 20年経った現在においても 2万

人を超える子どもの就学実態をつかめていない。 

その背景には、外国人の子どもが義務教育を無償で受けることはできても、外国人の子

どもに就学の義務は課されていないことがある。これは、外国籍の子どもが公立小・中学

校に在籍した場合でも、長期欠席などを理由に学校や自治体の判断で除籍となることを意

味する 2。さらに、その子どもや保護者が非正規滞在である場合は、発覚を恐れることなど

から、就学に関する情報を得ることそのものが難しい 3。 

外国人の子どもは国内外を含めた移動を経験する。藤原[2008]は、都市社会学の視点か

ら越境移動する人々の実践と実践の場をトランスローカル・コミュニティとして考察し、

「越境する子どもたち」を「異質性を生きる人々」の象徴的存在として位置づけた。外国
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人児童・生徒の場合の来日経験は、「自らの意思で日本に来た子どもたちは少なかったとい

う事実が指摘される」という。そして、移動先で偶然暮らし始めた地域では、受けられる

教育の質は大きく異なるうえ、母国でどんなに優秀な成績を収めていても、日本語ができ

ないことで、かれらの学習履歴と能力はいったん無化され、日本語を学ぶことから始めな

ければならない環境にある。これらは、義務教育を終えた後、高校進学や大学進学、就職

を左右していく問題である。 

 こうした教育環境におかれた外国人の子どもにとって、保護者や地域からの支援がもつ

意味はさらに重要な位置を占める。だが、ブラジル人保育所を利用する家庭の生活実態か

らは、小学校に通う子どもが早朝 6 時には保育所に預けられ、2 時間後にそこから小学校

へ登校し、下校後も夜 8時ごろまで保育所で過ごしている[宮島・筑樋 2007]。保護者の労

働環境は、派遣業者を通して仕事に就くことがほとんどで、就ける業種や労働条件の制約

もある。契約上、残業には柔軟に対応せざるを得ないといわれている。他にも、外国人児

童・生徒の妹や弟が病気になると、外国人児童・生徒が学校を休み看病する／せざるを得

ない場合や、家族の誰かが病気をし、通訳として病院へ付き添わなければならない場合も

ある。病院へ同行した子どもがすべて通訳できるとも限らないし、頻繁に学校を休むこと

で同級生との関係に支障をきたすこともある。 

日本の学校を経験したことのない保護者にとっても、入学式に子どもを正装させること

が通例であることや、運動会にはお弁当がつきものであることなど、多くの学校行事へ関

わらなければならないことの負担は大きい。 

 

4. 社会関係資本の２次元的必要性 

 どのような教育環境であろうと、日本の地域社会で育つ外国人の子どもたちは、これか

ら地域社会の担い手となる可能性が高い。制度が不十分な現状において、かれらが重層的

な問題を乗り越えるには、かれらの傍にいる人々との関係、社会関係資本（Social Capital）

が重要となる。なぜならそれは経済資本、文化資本、未来へのパースペクティブに対する

モラールの維持と密接に関係しているためである。 

 P.ブルデュー [1979=1990]は、内面化された永続的なハビトゥスの生産条件、すなわち

基本的な生活条件として経済資本、文化資本、社会関係資本をあげている。ここでの社会

関係資本は「さまざまな集団に属することによって得られる人間関係の総体」を意味する。

経済的資本と文化的資本が十分でない場合、社会関係資本へ投資を行い、将来に関する成
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功は「経済資本・文化資本・社会関係資本の現在量および潜在量と、資産構造におけるこ

れら三者の比重によって、規定される」という。 

 これに対し、N.リン[2001=2008]は、「ブルデューにとっての社会関係資本は、経済資本

が姿を変えたものに過ぎなかった」と指摘する。そして社会関係資本を「人々が何らかの

行為を行うためにアクセスし活用する社会ネットワークの中に埋め込まれた資源」と定義

する。そして、J.コールマンなどを挙げなら、多くの研究者は社会関係資本を集合財でも

あり個人財でもあると捉えていることに対し、N.リンは「社会関係資本を関係財として文

化、規範、信頼などの集合財と区別しなければならない」という。 

 さらに、社会関係資本の集合財としての側面を公共財として位置づけていったのは、R.

パットナムである。R.パットナム[1992=2001]は、「協調的行動を容易にすることにより社

会の効率を改善しうる信頼・規範・ネットワークなどの社会的仕組みの特徴」であると定

義する。そして、「社会関係資本が指し示しているのは個人間の繋がり、すなわち社会的ネ

ットワークおよびそこから生じる互酬性と信頼性の規範である」[R.パットナム

2000=2006]という。 

 P.ブルデューや N.リンは、個人財や集合財としての違いはあるものの、社会関係資本を

個人に帰属するものとして捉えたのに対し、R.パットナムは、社会関係資本を社会やコミ

ュニティに帰属するものとして捉えたことに特徴がある。 

 これらを踏まえ稲葉[2007]は、社会関係資本を「心の外部性を伴った信頼・規範・ネッ

トワーク」と定義する。心の外部性とは、経済学で市場を介さない出来事を「外部性」と

呼ぶことから、市場を介さずに「人が心の中で認識する能力に負うもの」[稲葉 2011]を示

す。つまり市場には内部化されない、または市場を補完するものとして内部化しないほう

がよい個人間・組織間の信頼・規範・ネットワークであるという。 

 近年、これら社会関係資本に注目が集まる背景には、大きく 2つの要因がある。第一に、

社会的孤立に対する関心の高まりである。この文脈で社会関係資本の概念が使われる場合、

固有財や集合財として捉えられることが多い。第二に、地域コミュニティにおける人々の

紐帯が弱まったことに対する関心の高まりである。R.パットナムが社会関係資本に共同体

の凝集性を重視するような公共財としての地位を与え、測定可能なことが示されたことに

より、社会関係資本に対する政策的展開の可能性が開かれた。この文脈で社会関係資本は

もっぱら共助や地域住民の紐帯を強める公共財として捉えられる。 

 個人財、集合財としての社会関係資本の関心において、金澤[2014]は、社会的孤立を「社
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会関係資本を保有していない状態」と位置づけ、配偶者にしか頼れない人や母親（もしく

は父親）にしか頼れない人など「利用可能な社会関係資本が一つしかないゆえに孤立のリ

スクが高い人たち」を「孤立予備軍」と定義する。そして、「孤立予備軍」の主観的世界の

特徴として、他者もそこそこ信頼でき、居住地にも強い不満はない。健康状態も幸せ度合

いも普通である。しかし、地域参加や団体参加の状況は孤立者に近く、その参加はあまり

活発ではないことを明らかにした。さらに、地域活動や団体参加が活発ではないために、

孤立のリスクは高く、新たな社会関係を構築する機会がなく、何らかのイベントで現在の

社会関係が消滅すると、一気に孤立状態に転落するという。 

 この調査結果は日本人を対象にしたものである。しかし、外国人住民に「孤立予備軍」

の傾向を重ね合わせてみると、さらに深刻な状況を示す概念として再び立ち現れてくる。

外国人住民は単身であっても家族滞在であっても、インターネットやスマートフォンの普

及により、ある程度日常的に母国や国内で連絡を取り合える同郷との繋がりをもち暮らし

ている。しかし、日常的に行き来できる距離感の中では、住民同士の繋がりをもつことは

困難を伴う。一般に、かれらは職場における人間関係など、ごく限られた関係性の中で暮

らしており、外国人住民が地域社会に関わる活動や団体に参加をしている者は日本人に比

べ極めて少ない。2015年 9月に発生した関東・東北豪雨では、茨城県常総市でブラジル人

が集住する地域が被災したことによって、日頃の外国人住民と地域との関係の希薄さが浮

き彫りとなった 4。外国人住民は、地域の中で個人財としても集合財としても新たな社会

関係を構築する機会に乏しく、些細なイベントであっても一気に孤立状態に転落するリス

クの中で生活している。 

 

以上を踏まえ、本論の目的は、社会関係資本（ソーシャル・キャピタル）に焦点をあて

「多文化共生」の実態を明らかにすることを通して、社会的効率性を高められる持続可能

な地域社会の在り方を検討することにある。 

 

第２節 研究方法と枠組み 

 

1. 研究の方法と枠組み 

本論では、地域社会の変容を外国人住民の増加と地域コミュニティの衰退の 2つの側面

に分けて検討する（図１）。第 1章では、外国人住民の増加に関して、公共圏の一角を成し
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その基礎を形成する学校教育は社会関係資本醸成の場になりうるのかという問題意識より、

「異質性を生きる人々」の象徴ともされる外国人児童・生徒の教育環境の問題を明らかに

する。これにより外国人の増加を背景とする地域コミュニティの形成・維持に係る実態の

一端を明らかにする。第 2章では、地域コミュニティの衰退に関して、地域コミュニティ

の形成・維持には、地域のソーシャル・キャピタルを高め、生活の中で日常的に住民同士

が助け合える関係と住民自らが地域の問題に気づき解決に向けた合意形成を図ることので

きる関係の醸成が不可欠であるという観点から、自治会・町内会の取り組みと社会関係資

本の関係を明らかにする。 

さらに、外国人住民の増加と地域コミュニティの衰退を繋ぎ合わせ、新たな均衡へと導

く手段として、地域に根差した教育手法と中間支援におけるコーディネーションに着目す

る。そして、新たな価値の創造を可能にする手段として、その効果と可能性について検証

する。第 3 章では、地域に根差した教育手法の効果について、学生と「共同教育者（Co-

educator）」に位置付けられる地域パートナーを対象に明らかにする。そして、第 4 章で

は、可視化されにくい社会関係資本を軸に施策の具体化と展開を図るためには、既存の機

関や専門を基礎としながら支援やコーディネーションを行うことで社会的効率性が高まる

のではないかという仮説を基に、地域に根差した学びに対するコーディネートおよび市民

活動における中間支援の有効性を検証する。 

本論の多くは、既に筆者が発表してきた調査報告や研究成果を基に、本論の目的に沿っ

て再編したものであり、多文化共生に向けた社会システム構築のための基礎研究となる。 

 

 
 

図１ 研究の枠組み 

第１章 第２章 

第３章 

第４章 

日本における地域社会の変容

外国人住民の増加

外国人児童生徒の

教育環境の実態

地域コミュニティの衰退

地域コミュニティ の

形成 ・維持の実態

新たな価値の創造を可能にする手段の検討

地域に根差した教育法 (CBL)
中間支援による コーディネー ト

多文化共生に向けた社会システムの構築
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第 1章から第 4章までの研究方法は、文献調査、聞き取り調査、アンケート調査、アク

ション・リサーチを用いる。調査方法の詳細は、各章で詳しく述べることとし、ここでは、

本論が主な対象とするＴ県の位置づけおよび、主な用語の定義とその位置づけについて整

理する。 

 

2. Ｔ県の位置づけ 

本論の多くで対象とするＴ県は、散住都市/地域に分類される都市である。同県の在住外

国人の概況として、2020 年 12 月末現在、外国人人口は全国約 288 万人に対し 42,828 人

で、全国 16番目に多い。東日本大震災以降、一時 3万人をきったが、現在、再び増加傾向

にある。人口構成比は約 2.19％で全国平均（2.28%）とほぼ変わらない。群馬県太田市や

大泉町のようにブラジルのレストランや南米系の食材店が立ち並ぶ街並みはなく、外国人

集住地域を代表する愛知県豊田市の保見団地のように局所的に際立って外国人が集住する

エリアは筆者の知る限りまだない。 

 在留資格別には、永住者（31.8％）、技能実習生（17.1%）、定住者（9.3％）、の順に多い。

全国と比べ特別永住者の割合が低く、永住者、定住者の割合が高いのが特徴である。就労

制限のない者（特別永住者、永住者、定住者、日本人の配偶者等、永住者の配偶者等）が

全体の約 7割を占める。また、国籍別にみると、ベトナム、中国、フィリピン、ブラジル、

ペルーの順に多い。外国人住民が急増した 1990 年代はボリビアやアルゼンチンなどを含

めると、南米系が最も多く、「定住者」の在留資格を保有する者の割合も高かった地域だが、

現在は技能実習生が「定住者」を上回る。そして、全国的な傾向と同様、ベトナム人やネ

パール人が急増している。 

 これまで、地域コミュニティにおける外国人住民をめぐる問題の多くは、外国人住民の

割合が高い集住地域と言われる特定の地域に限られており、そういった地域では現実に迫

られる形で受け入れ態勢が整えられてきた。しかし、地方における深刻な労働者不足や国

の地方創生の推進施策を背景に、地域における外国人住民の急増という現実は、これまで

外国人住民の割合が低く、散住地域と言われていた地域へと広まってきている。防災など

非常時の観点から考えても、外国人住民と日本人住民の地域住民としての紐帯の醸成は、

喫緊の課題と言えよう。 
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3. 主な用語の整理と位置づけ 

 まず本論を貫く「多文化共生」という概念について、国は、「国籍や民族などの異なる人々

が、互いの文化的ちがいを認め合い、対等な関係を築こうとしながら、地域社会の構成員

として共に生きていくこと」と定義する。本論では、これに倣い、「多文化共生」を「国籍

や民族などの異なる人々が、互いの文化的ちがいを認め合い、対等な関係を築こうとしな

がら、地域社会の構成員として共に生きていくことであり、そのために必要な社会的包摂

と統合を可能とする地域社会の状態である」と定義する。「多文化共生」を個々人の生き方

に対する道徳的理念としてだけなく、地域社会が目指すべき状態を示す理念として用いる

ことにより、多文化共生の実態と社会変容の在り方に迫ろうとするものである。ここで示

された多様性は障碍者や LGBTQなどマイノリティを含むが、本論では主に外国人と外国に

ルーツをもつ人々を対象とする。日本生まれ日本育ちの外国籍の子どもたちや、日本国籍

であっても日本語指導を必要とする外国にルーツのある子どもたちは増加しており、日本

国内における多様性を最も顕著に象徴する存在といえるためである。 

「外国人」とは、国籍保有者を意味し、「外国人児童・生徒」とは外国籍で主に日本の小・

中学校に在籍する児童・生徒（以下、外国人児童・生徒）を指す。これに対し「外国にル

ーツをもつ人」とは、日本生まれの外国籍保有者や日本国籍であっても保護者が外国人で

ある場合などを含めた用語として使用する。日本生まれの外国籍保有者や日本国籍であっ

ても日本語を母語としない者など、容姿や言語、国籍だけでは、もはや日本人か外国人か

を語ることはできない。外国人児童・生徒教育に関わる人々の実態を明らかにすることは、

多様化する地域コミュニティの構成員を包摂し得る社会システムの一端を明らかにするこ

とでもある。そして、「不就学」とは、学齢期の年齢であっても外国人学校等を含めどこの

教育機関にも属していない、あるいはその確認がとれない状態を含めた言葉として用いる。 

また、「コミュニティ」は、G.デランティ[2003＝2006]によれば、政治的、市民的、社会

的関係など有機的な社会を示す概念として多様な性格を持っており、「ただ単に特定の場

所や集団と同一視することはできない。またそれは一つの理念に還元することもできない」

概念である。そして、社会、文化、政治をめぐる時代の変化と共に、その言説が変化して

いる用語である。これらを踏まえ、本論では「地域コミュニティ」を「多様性を包含しな

がら、統合を可能にするローカルな場所や集団」と定義する。 

さらに、手段の検討に関して、本論において地域に根差した教育手法とは、Service-

Learning（以下、ＳＬ)を意味する。フィールドワークを伴う学習手法の総称としてＣＢＬ
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（Community-Bace Learning）とも言われ始めている。CBLの基礎となるのは、断片的な知

識を統合して経験しようとする Project-based Learning や、知識と現実の関連や応用を

より深く理解しようとする Place-based Learning、学習者自らがどのように社会に貢献で

きるのかを体験的に学ぼうとうする Service-Learning（以下、ＳＬ)である。特に日本で

は、国立大学改革プランが第 3 期に入った 2016 年度以降、ＳＬを取り入れたカリキュラ

ムが増加している。ＳＬは、アメリカで 1970年代以降に、大学カリキュラムと社会貢献活

動を推進するなかで確立されてきた。その定義は一様ではないが、本論では、ＳＬを「市

民性の涵養と専門的知識の深い理解や応用の取得をねらいとし、社会貢献活動と学問的な

知識・技能の構造的な統合かつ、地域社会が抱える問題の解決を目指すような公益的・実

践的活動が、カリキュラムとして構造的に提供される教授法である」[坂本 2020]と定義す

る。 

次に、中間支援におけるコーディネートについて、一般に、中間支援は個人と組織や組

織間の仲介役となり双方の取り組みを支援する機能を指し、コーディネートは調整して全

体の統一を図ることを意味する。地域コミュニティに関する中間支援組織の支援対象は

様々だが、市民活動や国際交流、社会福祉など、特定分野の推進や促進を目的に、情報の

発信や相談が受け付けられると同時に、多様なコーディネーションが行われる。地域社会

の過渡期において、地域間、組織間、分野間を繋ぐ中間支援におけるコーディネートの重

要性が増している。本論では、主に外国人を対象とする生活支援や交流などに取り組む中

間支援と、主に日本人を対象とする市民活動や地域福祉活動など地域コミュニティの形成・

維持に関わる中間支援を対象とし、その効果と課題を明らかにする。 

 

 
1 学齢期にあたる 6歳から 15歳の外国人人口 115,091人（在留外国人統計、2015年 6月
末現在）から、国公私立合わせて小・中学校に在籍する外国人児童・生徒 68,005人
（2015年 5月 1日現在）と外国人学校に在籍する児童・生徒 24,724人（学校基本調査、
2015年 5月 1日現在、ただし「高校卒業以上を入学の資格とする課程」の生徒数を除
く）を除くと 22,362人の就学状況が不明である。通信教育等を受けていることや無認可
校に通っていることも考えられるが、ほとんどの無認可校は規模が小さいことなどから 2
万人を超える子どもたちがすべて何らかの形で教育を受けているとは考えにくい。4年経
った国の実態調査とほぼ同数であり、状況は改善の兆しをみせていない。 

2 ただし、在籍したまま帰国し子どもが所在不明になっているケースもある。 
3 旧外国人登録制度では、非正規滞在者であっても外国人登録証が発行されていたため、
非正規滞在者が就学を希望した場合、外国人登録を行うことで就学に関する行政サービス
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を受けやすい状態にできた。しかし、外国人登録制度が廃止された 2012年 7月以降、非
正規滞在者に在留カードは発行されず、住民基本台帳はもちろん公的な記録に非正規滞在
者は載らないことになった。これは非正規滞在者の所在把握を一層難しくしただけでな
く、その情報に基づき作成される学齢簿の作成、ひいては就学案内など受け取ることを難
しくしている。 
4 岩本郁子（公益財団法人茨城県国際交流協会 事務局長）、コラム「災害時の外国人支
援～『平成２７年９月関東東北豪雨』における外国人住民支援、一般社団法人自治体国際
化協会多文化共生ポータルサイト。（2021年 12月 29日取得、 
http://www.clair.or.jp/tabunka/portal/reading/col-iwamoto.html） 
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第１章 外国人児童・生徒教育を通してみえる多文化共生の現状 

 

 拡大する公共圏のなかで、近年、学校教育においても地域と学校が連携・協働し、学校

教育を通してより良い社会を創ろうとする動きが強まっている。「異質性を生きる人々」の

象徴ともいえる外国人や外国にルーツをもつ子どもたちの教育環境の現状は、拡大する公

共圏の質を示すものであり、日本における多文化共生の成熟度を示す一端である。そして、

子ども自身が安心して教育を受けられるだけでなく、その保護者が、安心して教育を受け

させられることの重要性は、日本人だけでなく外国人にとっても同様である。生まれ育っ

た地において、人々との繋がりをつくり、愛着をもつことは、より良い地域社会の形成に

必要であり、これからの地域社会を担う若者を育てることに他ならない。 

 第 1章では、義務教育課程での外国人児童・生徒受け入れの歴史的経緯を踏まえ、現代

における教育保障の実態および現代における高校進学への過程を分析することで、公共圏

の一角としてその基盤を形成する学校教育における多文化共生の現状を明らかにする。 

 

第１節 日本における外国人児童・生徒受け入れの経緯 

 

1. 歴史的背景 

外国人の子どもたちの公立学校就学に関する政府の方針と制度基盤は、第二次世界大戦

後、当時外国人児童・生徒といえばその大半が朝鮮人を指した時代につくられた。1957年

の学校基本調査によると、外国人児童・生徒は小・中学校で 134,818 人、その内 127,243

人が朝鮮人で、全体の 94.4%を占めていた。2019 年時点の外国人児童・生徒（96,370 人）

を上回るほぼすべてが朝鮮人だった。 

1945 年 8 月 15 日、植民地支配から解放された在日朝鮮人は、名前すら日本名を強いら

れていた子どもたちに朝鮮語を取り戻させようと、子どもたちを集めて文字を教える書堂

（ソダン）や国語（クゴ）講習所と呼ばれる教育機関の設置に取り組んだ。いわゆる朝鮮

人学校の始まりである 1。全国各地に設置されたこれらの教育機関は、「被抑圧者たちが奪

われた言葉や文化を取り戻そうとする自然な感情の発露だった」[中村 2004]。その後 3年

足らずで急増し、1948 年度には学校数 606 校、児童・生徒数 56,300 人と最高数を記録し

た 2。しかし、日本政府は、1948 年と 1949 年の 2 度にわたり、朝鮮人学校の閉鎖を命じ

た。急激な朝鮮人学校増加の裏で、民族教育を中核とした朝鮮人民族運動組織が活動して
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いたことから、日本政府はこの民族運動組織を共産主義の温床とみなしたためである。朝

鮮人学校の封鎖により、朝鮮人児童・生徒の多くが長期間不就学の状況に置かれることも

少なくなかったという。 

この直前、1946年 11月 3日公布となった日本国憲法の第 26条や、1947年 3月 31日に

公布・施行された教育基本法と学校教育法に、「教育を受ける権利」、「教育を受けさせる義

務」が盛り込まれ、日本国民の就学義務が定められた。この時点で、「国民」と日本に住む

朝鮮人の国籍問題は結論づけられていなかった。政府が朝鮮人の子どもに日本の学校への

就学を義務付けたのは、1947年 4月 12日付けの「朝鮮人児童の就学義務について」（文部

省学校教育局長回答）を出してからである。その際、「朝鮮人子弟の学校」は各種学校とし

て認可された。義務教育が適用されることになった朝鮮人の子どもは、朝鮮人学校から日

本の公立学校への転入学を図られることとなった。 

 その後、1952 年 4 月 28 日のサンフランシスコ平和条約により、朝鮮人が「日本国籍を

有する者」から「日本国籍から離脱する者」となった。これは、それまで国民であった朝

鮮人を政府がはっきりと「外国人」とみなした瞬間である。翌 1953年 2月、政府は「朝鮮

人の義務教育諸学校への就学について」（初等中等局長通達）を全国に通達した。そして、

日本国籍をもたない者に義務教育を施す必要はないとし、たとえ公立の学校に入学させて

も「義務教育無償の原則は適用されない」とした。すなわち憲法 26 条 2 項の「義務教育

は、これを無償とする」とは、外国人（籍）には適応しないことを意味した。 

それから 12 年後、1965 年の日韓基本条約では、戦争の混乱によって日本に居住するこ

とになった大韓民国国籍を有する者に日本での永住が認められた。しかし、「日本政府は、

在日韓国・朝鮮人の独自の教育を認めず、外国人である彼らを日本の公立学校へ恩恵的に

就学させていると説明した」[福田ほか 2005]。永住を許可された韓国人が日本の公立学校

への入学を希望した場合、「義務教育無償」は外国人の子どもには適用されず、その対応は

地方自治体や学校の慣例に任されていた。さらに、日韓基本条約に伴って配布された文部

省からの 2 つの通達 3では、教育課程の編成、実施についての特別取り扱いをしてはなら

ないことが示されている。つまり、これは、公立学校で朝鮮語や朝鮮文化の教育は行えな

いことを意味している。さらに、政府は、朝鮮人学校を各種学校に認可しないとされた。 

日韓基本条約は、日本に住む韓国・朝鮮人の子どもたちに永住を認めるという形で大き

な転機をもたらした。しかし、公立学校への就学はあくまでも「恩恵的な」ものであると

いう姿勢は崩されず、同時に、民族独自色の払拭と日本への同化に対する日本政府の意向



 

15 
 

を強く示す結果となった。 

 その後も 1960年代末まで、民族教育の重要性は完全に否定されないながらも、民族教育

は「本来民族学校でおこなわれるべきものとして、日本人教師の任務は『民族学校の門の

前まで連れて行く』ことだとされていた」[中島 1996]。当時、韓国・朝鮮人の子どもたち

には、厳しい民族差別による長期欠席や学力不足がみられ、学校や進学・就職においても

明らかな差別的対応があった。しかし、そのような厳しい状況に置かれた韓国・朝鮮人の

子どもの存在は放置されて続けた 4。当時、日本にいた外国人は皆、「一時も早く祖国に帰

るべき」存在で、「外国人のまま長期に日本に滞在し続けることは日本政府の望まぬところ

だった」[佐久間 2006]。 

 今日、外国人の子どもの教育が義務教育の外に置かれる政府の姿勢は、これら戦後の朝

鮮人に対する法解釈と制度運用がそのまま引き継がれたものである。オールドカマーへの

義務教育問題に対する批判的検証がなされぬまま、ほぼなし崩し的に 1990年代には日系・

南米系を中心とするニューカマーの子どもたちにも適用され、現在に至っている。 

 

2. 文化的差異の大きな児童・生徒の受け入れ 

外国人の子どもは「恩恵的」受け入れでありながらも公立学校で教育を受けられるよう

になっていった一方で、戦後日本政府は一貫して移民の入国を認めていない 5。高度経済

成長期とその後の低成長期にあたる、1969 年と 1976 年の 2 度にわたり「外国人労働者を

受け入れない」ことが閣議決定されている[渡戸ほか 2002]。 

その裏では、1972年に「日中国交正常化」によって中国からの引き上げ者の受け入れも

再開され、肉親探しや、孤児や親族の「帰国 6」が始まっていた。すでに戦後 30年近くが

経過していたその頃、「帰国」した人々は、すでに日本とは全く異なる言語・文化を身につ

けていた。これまで日本の学校で受け入れられてきたのは、日本語や日本文化を身につけ

ていた在日韓国・朝鮮人の子どもである。そのため、日本の学校では新たな「外国人」教

育が迫られた。かれらは、突然「母国」日本へ帰国し定住することになった「外国人」だ

った。こうして帰国者たちの存在は、外国の文化や言語との関係を無視できなくさせたと

いう意味において、日本の学校に大きな転機をもたらした。 

だが、依然、日本政府は移民を受け入れないことに対して強固な姿勢をみせていた。そ

の姿勢を大きく変えるきっかけになったのが、1975 年ベトナム戦争終結によるベトナム、

ラオス、カンボジアからの難民、いわゆるインドシナ難民の流出だった。 
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1975 年 5 月に日本に初めてのボートピープルが上陸し、一時的滞在が認められた後、

1978年の閣議了解で日本への定住を認められた 7。1980年の閣議了解「インドシナ難民の

定住策について」では、定住枠を千人とし、地縁や血縁がなくても日本社会への適応力が

あると認められる者には定住が認められた[渡戸ほか 2002]。さらに、1981年に日本は「国

際難民条約」に批准し、これを契機に定住外国人にも社会保障関連法（国民年金、児童手

当等）が適用されるようになった。翌 1982年には、それまでの出入国管理令が改定され、

出入国管理及び難民認定法（以下、入管法）が施行された。このような政府の制度的方向

転換を背景に、インドシナ難民やアジア系の人々が急増していった。 

そして、1980年代後半よりバブル経済の好景気による国内労働力不足は、多くの外国人

労働者を日本に呼び寄せることになった。1989年 12月に改定入管法が成立（1990年 6月

施行）したことにより、在留資格に「日本人の配偶者等」、「定住者」が新設され、それま

で 18種類だった在留資格が 28種類まで増やされた 8。「日本人の配偶者等」の資格には日

本人の配偶者およびその 2世が含まれ、「定住者」資格には 2世の配偶者、3世、3世の配

偶者および扶養家族である未成年・未婚の 4世が含まれる。入管法の改正は事実上の単純

労働力流入の容認である。その結果、デカセギと言われるブラジルやペルーを中心とした

日系南米人労働者が急増した。1995年には在日韓国・朝鮮人が外国人登録者数の半数を割

り、日系南米系の人々が急増した。 

このようにして、70年代から入ってきた中国帰国者やインドシナ難民は、「永住者」、「定

住者」の資格を得て、日本に定住していった。そして、80 年代後半から 90 年代後半に入

ってきた日系南米人も、1990年の改定入管法を境に、日系 3世が主に「定住者」を、日系

2世が主に「日本人の配偶者等」を取得し定住化した。そしてかれらは「ニューカマー」と

呼ばれるようになった。 

「永住者」、「定住者」、「日本人の配偶者等」の在留資格を定住の目安とするならば、ニ

ューカマーは現在、定住に向かっているといえるだろう。しかし、その「定住」は、日本

人が日本に居住しているという意味での「定住」に比べれば、はるかに不安定なものなの

である。多くが正規労働に着けず非正規労働者であるため、派遣切りなどの対象になりや

すいこと、つまり仕事がなくなれば国内外を含めて移動する可能性を含んでいる。さらに、

配偶者ビザの場合、離婚と同時に日本に滞在すること自体が難しくなる。子どもがいる場

合、在留は許されても就職が難しく生活を安定させることは難しくなる。 

70年代以降の中国帰国者、インドシナ難民、日系南米人を中心とした外国人の大幅な受
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け入れに伴い、日本における外国人の子どもの数は年々増加していった。そして公立小・

中学校の現場はその「異質な」者たちの流入に対し対応を余儀なくされた。 

 

3. 外国人の子どもの教育の権利とその変容 

外国人の子どもの増加するなかで、かれらの教育を受ける権利はどのように守られてき

たのだろうか。政府は、インドシナ難民の受け入れに伴い、1979年に国際人権規約に批准

している。国際人権規約の第 13条 2項（a）では、「初等教育は義務的なものとし、全ての

ものについて無償のものする」ことが規定されている。これにより、日本における外国人

の子どもの教育を受ける権利が国際的には形式上保障された。 

そして、入管法改正と同時にニューカマーが急増した頃、1991年 1月に、日韓外相会議

で日韓覚書が交わされた。そこで日本は、「･･･在日韓国人社会の希望を理解し、現在、地

方自治体の判断により学校の課外で行われている韓国語や韓国文化等の学習が今後も支障

なく行われるよう日本国政府として配慮する」こと、および「日本人と同様の教育機会を

確保するため、保護者に対し就学案内を発給することについて、全国的な指導を行う」こ

とに合意した。その後、文部省初等中等教育局長通知において、在日韓国人に日本人等と

同様の教育機会を保障するため、「就学案内」を発給すべきことが全国の教育委員会に通達

された。これを受け、在日韓国人だけでなく他の在日外国人の子どもにもこれが適用され、

各自治体から就学案内が送付されるようになった。 

さらに、国際人権規約の批准から 15年後の 1994年には、日本は「児童の権利に関する

条約」にも批准している。ここでも、児童およびその保護者に対する差別を禁止（第 2条）

し、「初等教育を義務的なものとし、すべての者に対して無償のものとする」（第 28条第 1

項（a））ことや中等教育の機会が与えられること（第 28条第 1項（b））、能力に応じて高

等教育の機会が与えられること（第 28条第 1項（c））などが示されている。さらに、教育

が指向すべきこととして、児童の能力を「その可能な最大限度まで発達させること （第 29

条第 1項（a））、父母との文化的同一性の尊重（第 29条第 1項（c））なども記されている。

日本政府は、この条約に批准したという意味において、日本における外国人の子どもにも

教育を受ける権利とその実現のための平等を謳っている。 

日本政府は、国連が示す国際人権規約および児童の権利に関する条約に批准することで、

世界水準で外国人の子どもの教育を受ける権利を保障しようとする姿勢を示した一方で、

その実態は、令和になった現在でもなお、初等中等教育において外国人児童・生徒が除籍
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になる可能性を残している。2 万人を超える不就学の子どもの存在やその実態が解明され

ていないことは先にも述べた通りである。国連子どもの権利委員会は、子どもの権利条約

批准から 4 回目となる 2019 年の審査において、日本の実施状態に関して、日本人以外の

出自の子どもや移住労働者の子どもに対しても、差別の減少かつ防止の措置を強化するよ

う勧告している 9。 

政府は、外国人の子どもの教育を受ける権利を保障するための立法措置は行わず、当時、

いずれ帰国する者とされていた朝鮮人との関係の中で決められた規定の延長上で、今日に

おける在日外国人児童・生徒の教育問題も対処しようとしている。その根底には「外国人

児童・生徒の教育を、今日の国際条約の精神である『権利』ではなく、『恩恵的なもの』と

する認識がどこか引き継がれている」[佐久間 2006]。 

だが同時に、政府は、多文化共生施策のなかで、外国人を「社会の構成員」と位置づけ

ている。社会の構成員となるべき子どもが「恩恵的な」受け入れ姿勢を根強く残した公立

学校のなかで周縁化されることは、地域社会からの周縁化に他ならず、かれらの教育の権

利が保障されていることは、社会の構成員に求められる人格の完成が達成されるという意

味でも非常に重要な問題である。 

 

第２節 外国人の子どもの教育保障の実態 

 

1. 「就学案内」からみる教育を受ける権利の実現 

1979 年に批准した国際人権規約によって教育の無償化が示され、1991 年に締結した日

韓覚書によって在日外国人の子どもに各自治体から就学案内が送付され始め、1994年に批

准した児童の権利に関する条約により、教育を受ける権利が保障されたようにみえた。 

しかし、義務教育の義務は課されていないことから、不就学の問題をはじめ、暗に入学

を拒まれて公立学校への編入が進まないケースも未だに消えないばかりか、編入できたと

しても初等中等教育において外国人児童・生徒の除籍の可能性は残っている。 

さらに、住民票（旧外国人登録）に基づいて送付される就学案内は、非正規滞在者や転

居等で所在不明になった家庭には届かない。案内が届いた場合でも、日本語では保護者が

理解できないなどの問題が残る。福田[2005]は、「日本政府は教育を受ける権利が、義務教

育への就学、いわゆる就学義務という範囲で捉えられていることが問題」であると指摘し

ている。ここでは、外国人の子どもの、特に義務教育課程に対する教育の権利の実態を全
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国とＴ県の就学案内の実施状況から明らかにする。 

 学齢期を迎える子どもがいる世帯には、入学前年度に、就学の手続きや健康診断の日程、

学校の連絡先などを知らせる就学指定通知が各自治体より送られる。これは、学校教育法

（第 17条）に規定される児童・生徒を対象に、学校教育法施行令（第 2条）に基づき学齢

簿が編成され送付されるものである。本論ではこれを「就学案内」と呼ぶ。そして、就学

案内が出されるよりも前に、学校保健安全法（第 11条）に基づき健康診断が実施される。

本論ではこれを「就学時健康診断」と呼ぶ。学齢期を迎える日本人（国籍）の子どもたち

は、こうした法に基づき、教育の機会を逸しないよう行政サービスを受けることができる。

換言すれば、義務教育の義務が課されていない、つまり法に基づいた配慮を要しない外国

人の子どもの就学案内および就学時健康診断の実態を明らかにすることは、外国人の子ど

もの教育を受ける権利の実態の一端を明らかにすることになる。 

  

2. 全国の実態 

まず、全国の状況からみていこう。ここでは、坂本ら[2014]を引用・再編する。調査は、

2012年 6月～7月に、関東地方、東海・中部地方、近畿地方などの地域の①外国人児童・

生徒教育に関わる指導主事、②国際教室担当教員 10、③その他教育支援者（NPO／NGOやボ

ランティア団体などの支援者および元教員など）を対象に郵送にて行われた（有効回答数

266、回答率 61.6％）。 

本調査結果によると、「外国人家庭への就学案内は、日本語以外何語で作成されています

か」という質問に対し、自治体職員は、「多言語対応」59％、「日本語のみ」22％、「わから

ない」16％の順に回答した割合が高かった。就学案内の発給が全国自治体に指導されてか

ら約 20年、約 8割の自治体で発給され、「多言語対応」は全体の約 6割で実施されること

が明らかとなった。 

 就学案内に関連して、「就学案内を送っても就学申し出のない外国人家庭に対してどう

していますか」（MA、n＝139、NA＝9.4％）の結果をみると、「電話するなどして意向の確認

につとめる」32.4％、「家庭訪問をし、就学を進めている」20.1％、「特に対応していない」

15.1％、「就学案内を再送する」12.2％、「PTA、地域の NGO、民生委員などに問い合わせる」

7.9％、（「その他」14.4％）の順に回答の割合が高く、「わからない」も 22.5％いた。「特に

対応していない」と「わからない」を除くと、6 割以上が就学案内を発送した後も就学を

促すための何らかの対応を行っている。 
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 15%を占めた「特に対応していない」の結果を回答者のカテゴリー別にみると、表１のよ

うになる。ただし、指導主事と教員の回答割合の開きに対し、西口[坂本ほか 2014]は、質

問文にある「働きかけ」をそれぞれが異なるレベルで捉えて回答した可能性を指摘する。

「例えば、指導主事は属する教育委員会の施策として『働きかけ』の有無について回答し、

一方教員は日々の学校での様々な対応も含めた実践に基づき『働きかけ』の有無を回答し

たという場合が考えられる」という。加えて、就学案内の発給は自治体の施策として実施

され、就学案内が発送された後の対応は各学校に個別にとられていることも考えられる。 

 

表 1 就学申し出のない家庭への働きかけ n=139、 NA=9.4% 

 特に対応していない 

指導主事（n=26） 46.2％ 

教員（n=82） 8.5％ 

教育支援者（n=18） 11.1％ 

合計（n=126） 70.6％ 

出典：坂本ら[2012:41]抜粋 

  

学齢期に入る子どもに就学の機会およびその情報が行き渡ることは極めて重要である。

日本の教育制度に必ずしも明るくない外国人の保護者にとって、行政からの知らせは一層

重要である。しかし、行政職員である指導主事の半数近く、26もの地域で、就学の申し出

のない家庭に「特に対応していない」だけでなく、役職によって「働きかけ」の度合いが

外国人児童・生徒との関係性の違いによって異なる可能性を孕むこと自体、外国人の子ど

もの教育を受ける権利を保障しているとはいえない現状を示している。 

 

3. Ｔ県の実態 

 次に、Ｔ県における就学案内についてみていこう。調査結果は、坂本[2006]を基に再整

理する。この調査では、外国人児童・生徒の公立小・中学校の就学に関する手続きと就学

状況を明らかにすることを目的に、2005 年 4月 1 日現在のＴ県内全 13市の担当職員を対

象に行われた 11。調査時現在、全 13市で外国人児童・生徒が比較的多い市は、現在もほぼ

同じである。本調査結果は、少々古いが他に全県を対象にしたまとまったデータはない。 

 就学案内および就学時健康診断は、当時の 13市すべてにおいて、住民基本台帳に基づき
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日本語で発送され、13市中 3市で多言語の就学案内が出されていた。その内 1市は自治体

広報誌でも告知を行っていた 12。 

 就学時健康診断の案内が届かない場合や所在が分からない場合の対応は、「（電話ではな

く始めから）市職員が家庭訪問をする」3市、「特に対応していない」2市、「事情の把握に

努める」1市、「電話でもなお連絡が取れない場合に家庭訪問する」1市、「案内は市教育委

員会から送付され、その後は学校が追跡調査を行い所在や入学の有無等を確認する」1市、

「所在がわからず完全にいないとわかるまで確認する。（その後学齢簿から削除）」1 市と

回答した。さらに、1市では外国籍の子どもをもつ保護者を対象にした説明会が開催され、

そこで「小・中学校編入学願出書」（以下、願出書）を提出した家庭に就学時健康診断の案

内を送付している。また、別の 1市は、案内が返送されたケースはなかったが、そのよう

な場合、電話連絡または必要に応じて家庭訪問を行うと回答した。残り 2市は回答を得ら

れなかった。回答を得られた 11市中、9市では案内が届かなかった場合、何らかの対応を

とっていた。 

 事前に説明会が行われる 1市では、多言語で説明会の案内が送付される。送付される案

内には、「前もって就学を願い出た場合にのみ学校への入学を許可」していることが記され

ている。さらに、説明会当日には、希望滞在期間や日本語習得状況、進学希望、保険加入

状況など 15項目の聞き取りが行われると共に、願出書に必要事項を記載し提出する。願出

書には、日本語で「下記の者につきまして、○市小・中学校への編入学を希望しますので、

ご許可くださるようお願いいたします」と書かれている。この願出書に基づき多言語で就

学時健康診断の案内が送付される。言い換えれば、就学を希望しなかった者は健康診断や

就学の対象から外れ、その後かれらの就学状況が行政の記録に残ることはない。 

 以上、Ｔ県の就学案内および就学時健康診断の案内の現状からは、回答を得られた 11市

中、9 市では案内が届かなかった場合でも、何らかの対応をとっていた。しかし、その内

容は各地域で様々であっただけでなく、日本人には求められない願出書への署名を必要と

し差別的ともとれる対応が確認された 13。 

 

4. 誰が子どもの権利を守るのか 

就学案内の実態からは、通知を受けることができ、日本語での意味を理解し、日本の学

校で学ぶ権利を主張した者のみが、教育の機会を得ることができていた。日本語の通知の

内容を理解できなかった者や日本の学校へ就学を希望しなかった者、非正規滞在であるこ
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との発覚を恐れて手を挙げられなかった者たちの状況把握は、十分に行われていない。し

かし、行政は、就学の意向が示されなかった家庭への対応を何も行っておらずとも、咎め

られることはない。その根拠となっているのは、外国人の子どもに義務教育が適用されて

いないことにある。ある担当者は「子どもの所在が分かるまで何度も家に足を運ぶが、外

国籍の子どもには就学義務がないので、もっと事務的にすませてもいい（家庭訪問まです

る必要はない）のではないかと思う時もある」[坂本 2006]と語った。 

これらの実態は、国によるこの「就学案内は出しているのだから、後は、通知を受け取

れないあるいは、就学の希望を表明しない者の責任である」という姿勢を示した。子ども

の教育を受ける機会が、担当者の責任感や善意によって左右される現状は、子ども教育を

受ける権利が十分に実現されているとはいえないものであった。 

 

第３節 外国人生徒の高校進学過程分析からみえる地域の役割 

 

1. 目的と背景 

教育を受ける権利が十分に保障されていない、外国人児童・生徒の不安定な小・中学校

生活の先に待っているのが、高校進学である。本節は坂本[2013]を引用する。 

日本人生徒の 98%が高校へ進学する一方で、外国人生徒の高校進学率は、日本人生徒よ

り格段に低い 14。その全国的な実態は、明らかにされていないが、いくつかの情報はある。

外国人集住都市会議加盟29都市において、2012年に出された外国人生徒の高校進学率は、

82.7%だった［外国人集住都市会議 2012］。やや古いデータであるが、5割に満たないとい

う調査結果もある［樋口 2002］。中学から日本の学校へ編入したペルー国籍とブラジル国

籍の生徒の進学率は、1 割程度だった［樋口 2011］。2011 年にＴ県で行われた進路調査で

は、78.0%だった［田巻 2012］。 

高校進学に必要な最低限の条件として、小・中学校をドロップアウトせず、または除籍

されずに卒業して、中学校の卒業資格を得なければならない。その間には、もちろん受験

に必要な日本語と教科の学力を備えておかなければならない。そのためには、保護者など

大人からの経済的・精神的な支援が、不可欠となる。ただし高校進学は、義務教育ではな

い。進学の意志決定は、日本人であろうと外国人であろうと、本人に委ねられる。中学卒

業後の進路として、高校進学以外の選択も可能である。とはいえ、日本人生徒の 98%が高

校に進学しているという現実がある。 
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宮島喬は、子どもが「どのような就学コースをとり、将来どのような職業を目指すのか。

そこでは、本人の選択に、広義の文化資本である社会関係資本が関係する」［宮島 2002］

と述べている。しかし、小・中学校における外国人生徒の教育を、高校進学を視野に入れ

て、社会関係資本という視点から分析した先行研究は、まだない。高校へ進学できなかっ

た／進学しなかった外国人生徒、進学できた／進学した外国人生徒それぞれの、高校進学

をめぐる社会関係資本の実態を明らかにして、外国人生徒の教育のあり方を考えることは、

必須の課題となっている。 

小・中学校への外国人の就学環境は、地域格差が大きいことが指摘されてきた。佐久間

孝正は、自治体により異なる事情として、「①超過滞在者の児童・生徒の受け入れ、②過年

の適用、③15歳以上の生徒の受け入れ、④高校受験の特別枠の有無、⑤外国人中学校入学

者への就学案内・通知、⑥不登校児童・生徒の在籍期間、⑦単年度中の再編入の可否、⑧

夜間学級の格差」の 8つを挙げて、「不合理が、外国人児童・生徒の間で広がっている」［佐

久間 2006］と述べている。保護者が仕事などを理由に（偶然に）決めた居住地によって、

子どもの教育環境に差が生じる結果となっている。 

日本の学校へ就学して、高校進学に至る過程について、児島明は、ブラジル人の若者 10

人を対象に面接調査を行っている。そして、「卒業まで中学生活を送った場合でも、高校進

学にまではいたらないケース」が多く、「高校進学へと水路づける環境が学校においてきわ

めて乏しく」、「日本の高校や高校進学についての具体的な語りは皆無」であったと述べて

いる［児島 2008］。その背景には、生徒の周囲に「モデル」がいない、家族が十分にサポー

トできていないなどの事情があった。志水宏吉・清水睦美［志水ほか 2001］や宮島［2002］

も、同じ結論を得ている。しかしここで、次の問いが生じる。周囲に進学「モデル」がい

たり、保護者のサポートがあれば、高校進学は、確実に可能なのだろうか。また、モデル

がおらず、サポートが得られない生徒は、どうすればいいのだろうか。 

また、外国人生徒が中学卒業の資格を得たとしても、次に、高校入試の壁が立ちはだか

っている。乾美紀は、日本語指導が必要な外国人生徒の多い自治体（愛知県、神奈川県、

静岡県、東京都、大阪府）の入試制度を概観して、「ニューカマー生徒が高校に進学しやす

い制度」の条件として、①受け皿の絶対数が多いこと、②受検資格の制限が緩やかなこと、

③試検の内容に関して母語を使用できるか否か、の 3 つを挙げている［乾 2008］。田巻松

雄は、公立高校の入学試験に際して母語や滞日年数など、外国人生徒への配慮（以下、特

別措置 15がある都道府県は、全国で 5割に満たず、そのうち半分の都道府県では、初来日
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から 3年未満という制限がついていることを明らかにしている。そしてＴ県を対象に、2011

年度と 2012 年度に、特別措置運用の実態調査を行っている［田巻 2012］。それによれば、

その 2 年間で、外国人生徒で進学を希望する者の 15.3%しか、特別措置の要件に該当して

おらず、また、中学 3 年の時に日本語指導を必要とした生徒の 20.3%しか、特別措置を利

用していないことが分かった 16。つまり、「ニューカマーの生徒が高校に進学しやすい制度」

［乾 2008］の意義は認められるとしても、その実効性については、検証が必要な段階に止

まっている。 

 先行研究において、これまで、外国人生徒の教育をめぐる議論の多くは、日本語教育と

適応指導の問題を対象にしてきた。また、外国人生徒の就学受入れや高校入試特別措置が

受けられないなどの〈構造的排除〉や、中学を卒業しても高校進学に至るモラールを得ら

れないという〈意味的排除〉についても、議論されてきた。しかし、高校進学をめぐって、

これら〈構造的排除〉と〈意味的排除〉がどのように関わりあっているのか、それらと社

会関係資本の関係はどうなのかといった問題については、まだ議論されていない。本節で

は、外国人生徒の高校進学をめぐる〈構造的排除〉と〈意味的排除〉の相互の関係につい

て、社会関係資本を中心に分析する。それはまた、小・中学校における学校や保護者と高

校進学との関係、特別措置を必要とする生徒の現状を明らかにすることにもなる。 

 

2. 仮説の索出と調査の概要 

ここからは、高校へ進学した外国人生徒の語りを用いて、かれらが高校進学に至った過

程を、〈客観的条件〉と〈意味世界〉の領域に分けて整理し、それら相互の関係について分

析する。 

高校への進学を意志決定し、受験に至る過程に機能した客観的条件に関して、ピエール・

ブルデュー（Pierre Bourdieu）の議論が参照される。周知のように、彼は、資本概念を、

文化や経済、社会関係に拡張して用い［Bourdieu1979a=1990］、そのうち文化資本を、身体

化された様態、客体化された様態、制度化された様態の 3 つに分類している［Bourdieu 

1979b＝1986］。ここで社会関係資本とは、個人が権力や資源にアクセスするためのネット

ワークのことをいい、それは、教育機会や雇用機会を規定し、社会階層を分化させ、固定

化させる条件となる［Bourdieu1986］。この議論に倣って、本節では、客観的条件を文化的

資本、制度的資本、関係的資本に分類する。先行研究において、関係的資本について、そ

れと家族や教員（など学校）との関係が重要であると指摘されている。それに加えて、地
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域との繋がりを示すボランティアとの関係にも着目する。そして、外国人生徒のための加

配教員や、自治体が雇う母語指導員・相談員など、外国人生徒の教育を目的に配置される

人材を専門的資本と呼び、それ以外の教員や友だち、ボランティアなどを非専門的資本と

呼ぶ。〈構造的排除〉とは、これらの資本から遠ざけられていることを指す。 

これらの客観的条件が意味世界に作用するとき、所与の客観的条件の取捨選択が行われ、

それに対して解釈がなされ、さまざまな態度が系統づけられ、体系化され、そこから一つ

の態度が支配的な位置を占めて、一つの行為として表出されていく。ウィリアム・I・トマ

ス（William Isaac Thomas）は、このような「意思を行動に移す際の準備として必要なも

の」を「状況の規定」（definition of situation）と呼んだ［Thomas eds. 1918=1983］。 

カール・R・ロジャーズ（Carl Ransom Rogers）は、社会心理学の立場から、現実にこう

であると認知しているありのままの自己を「現実自己」（real self）、個人がそうありたい

と望み、それに高い価値を置いている自己を「理想自己」（ideal self）と呼んで、それら

のギャップ（self-discrepancy）が不適応と相関していると指摘した［Rogers 1951=2005］。

これらの概念に基づく研究はすでに多く、一般に、「現実自己」と「理想自己」のギャップ

が小さい人ほど、置かれた状況への適応の度合が高いと解釈されている。 

これらの分析枠組みから、意味世界では、肯定的な「状況規定」が行われ、自己判断に

おいて「現実自己」と「理想自己」のギャップが小さいと、進学モラールが高まり、受験

に至るという整理ができる。そして、〈意味的排除〉とは、進学モラールを生み出すこれら

の仕組みから遠ざけられることを指す。 

さらに、〈客観的条件〉と〈意味世界〉の相互関係について、次のような整理が可能にな

る。高校進学を遂げた外国人生徒は、経済的・文化的な客観的条件が不足しても、関係的

資本を得ることで、意味世界において、高校進学に肯定的な「状況規定」を行い、「現実自

己」と「理想自己」のギャップを小さくし、進学へのモラールを高めることができる。換

言すれば、〈構造的排除〉を被っても、関係的資本の獲得によって、〈意味的排除〉を回避

し、高校受験に至ることができる。これらを図示すると図 2のようになる。 

ただしこれは、仮説の索出に向けた一つのアイデアの提示を出るものではない。仮説の

形成は、その先にある。そのような禁欲的な態度を取る理由は、3 つある。第一に、本節

は、立論の根拠を、高校進学に至った少数の外国人生徒に対する面接のデータに置くにす

ぎない。第二に、高校進学に至らなかった外国人生徒に対する面接を行っていない。ゆえ

に、本節が対象とする外国人生徒に高校進学を可能とさせた客観的・意味的な諸条件の因
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果分析を、高校進学に至らなかった外国人生徒のデータと比較し、検証することができな

い。第三に、本節は、外国人生徒の客観的・意味的条件の一部を議論の対象とするにすぎ

ない。とくに生徒の保護者の仕事や収入など、家庭の経済的基盤という重要な条件につい

ての分析を行わない。このような意味において、本節は、仮説の索出（外国人生徒に高校

進学を可能とさせた客観的・意味的な諸条件の因果分析）のための予備的な作業に止まる

ものである。 

 

 

図２ 分析枠組み 

 

表２ インフォーマントのプロフィールおよび小・中学校の就学状況 

上段が母国での就学状況、下段が日本での就学状況、→が拠点校日本語教室通級 

 

注） 1．面接時現在。 

2．「途中」：母国の学校における学年を修了せず、来日したことを意味。 

   「修了」：母国の学校における学年を修了して、来日したことを意味。 

   「不就」：母国および日本の学校や外国人学校など、どの教育機関にも属さないことを意味。 

 3．本人の語りから推測された編入した時期。 
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以上の仮説を踏まえ、Ｔ県で高校へ進学した外国人児童・生徒 10名に 2011年 6月下旬

から 8月上旬に日本語でインタビュー調査を行った。インフォーマントのおもなプロフィ

ール（調査時点）と、母国および来日後の就学状況は、表 2に示した通りである 17。そこ

には、完全な不就学状態を経験した者（H）、日本で転校を経験した者（B）、一時帰国中に

母国の教育を受けた者（F）が、一人ずつ含まれた。またＴ県では、初来日後 3年未満の外

国籍生徒を対象に、高校入学試験における科目軽減などの特別措置が設けられている。イ

ンフォーマント 10名の高校受験の形態は、特別措置に該当せず一般試験を受けた者（A、

B、C、E、F）と推薦を受けた者（D）、特別措置に該当してそれを利用した者（G、H）と利

用しなかった者（I、J）に分けられた。 

 

3. 中学生活を切り抜けた関係的資本 

小・中学校の学校生活を切り抜けるために、重要な役割を果たした客観的条件を、表 3

に示す。ここでは、インフォーマントの学校生活および高校進学に積極的な意味を与えた

関係的資本を中心に分析する。 

表３. 対象者の客観的条件 

 

注） 1．A以外は、両親のルーツからの推測と筆者の主観的判断。 

2．在籍した学校が拠点校の場合は「○」、非拠点校の場合は「－」。 

 3．週に 1～2回、母語指導員からの支援があった場合は「○」、なかった場合は「－」。 

 4．ただし、一般の推薦で受験。 

専門的資本

家庭内言語 容姿¹ 拠点校² 母語指導員³ 特別措置 家庭・地域

A
スイミングスクールに通ってい
た。通学費が高くないことが高
校選択条件の一つだった。

スペイン語
父親と弟とは日本語

「外国人ぽくない」
（日系）

小○／中― ―／― 非該当 ・中学校の教員 ・保護者

B
アルバイト代を保護者の借金
返済に充てていた。

ポルトガル語 日系南米系 小―／小・中○ ○／○ 非該当 ・母語指導員
・いじめを庇ってく
れた日本人児童
・担任

・保護者

C
高校入学後、親がリストラさ
れ、アルバイトで家計を支えた
時期があった。

タガログ語・英語
姉とは日本語

日系アジア系 小―／中― ―／― 非該当
・校長
・日本人児童生徒
の保護者

D
姉や兄は全員15，6歳から働
いていた。

ポルトガル語 日系南米系 小○／中― ○／― 非該当⁴
・日本人の友だち
・英語教員

E
中学に入り、親の勧めで学習
塾へ通っていた。

スペイン語 日系南米系 小○／中○ ○／○ 非該当 ・母語指導員
・教会に来る同じ母
語を話す大人

F
学習塾へ通っていた。
親のために公立へ行きたいと
いう希望があった。

スペイン語 日系南米系 小○／中○ ○／○ 非該当 ・母語指導員
・同国出身の先輩
・担任

・学習塾の指導者

G
学費が高いという理由で「どう
してもいきたかった」外国人学
校を選択しなかった。

スペイン語 日系南米系 中― ○ 利用 ・母語指導員 ・担任
・自治体主催の日
本語教室（指導者）

H
父親からは中学校卒業後は
「働け」と言われていた。

ポルトガル語 日系ヨーロッパ系 中○ ○ 利用 ・日本語指導担当教・日本人の友だち

I 私立高校入学が可能だった。
日本語

母親とはタイ語
アジア系 中○ ○ 利用なし ・母語指導員 ・同国出身の先輩

・教科学習支援教
室（日本人大学生）

J 私立高校入学が可能だった。
日本語

母親とはタイ語
アジア系 中○ ○ 利用なし ・母語指導員

・教科学習支援教
室（日本人大学生）

対
象
者

経済状態
文化的資本 制度的資本

客観的条件

学校

非専門的資本

関係的資本
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3.1. 日本生れおよび未就学年齢時に来日した者たち 

日本生れおよび未就学年齢時に来日した者は、一般に、比較的早く日本語による日常会

話が可能になる。そのため、（高等教育を含む）教育環境において〈特別な配慮が必要ない

者〉として扱われることが多い。高校入試においても、特別措置に該当しない。 

A は、小学入学時に日本語がほとんど話せなかった。日本語教室に通級したが、同じ内

容が繰り返されることや、取り出し授業を受けるために自分だけクラスを退出することが

恥ずかしくて、自ら通級を止めた。そのため、母語指導員と直接的な関係はできなかった

が、母語指導員が翻訳した配布物などは日常的に利用した。両親に「学校でいじめられる

ことがあれば言いなさい」と言われていたが、小学校で日本人児童からいじめを受けても、

「事態が大きくなることを恐れて言わなかった」。 

その後も、「外国人ぽくない」容姿のため、周囲が「普通に（日本人として）接してくる」

ので、外国籍であることや、母語が日本語でないことを「言うことでもない」と思ってい

た。困ったことがあっても、だれにも相談しなかった。ただ、中学で一人の日本人生徒に、

外国籍であることを打ち明けた。その友だちに「（この日本語を）どうやって読むの」と聞

いたところ、「なんで分からないの」と言われ、「（自分の悩みを）分かってもらえない」と

思った。その後は、友だちに聞くことを止めた。 

中学校は非拠点校 18であったが、テスト問題に振り仮名をふったり、配布プリントの説

明をするなど、「小学校より（教員が）気を配ってくれた」。 

Bは、非拠点校に在籍した。最初は日本語がほとんど話せなかったので、学校生活を「な

んとなく過ごしていた」が、転校する時に、同級生一人ひとりの名前が入った写真をもら

って、「嬉しかった」し、その写真を「今でも大切にしている」。 

転校後は、小・中学校ともに拠点校に在籍し、長期間いじめを経験した。その間、小・

中学とも同じ母語指導員の指導を受けていた。その母語指導員によると、B が 6 年生の時

のエピソードとして、「サッカーで優秀な成績を収めていた日本人の同級生が、他の同級生

からいじめを受けた時庇ってくれた。それが（Bにとって）とてもよかった」。小学校では、

困ったことがあると母語指導員に相談した。 

中学校では、同級生から消しゴムのカスを投げられたり、悪口を言われたりして、「クラ

スから拒絶されている」と感じて、「孤独だった」。中学校へ入学した後も、同級生が話す

日本語が正確に理解できなかったり、自分の気持ちを日本語で表現することができなかっ

たりした。困ったことがあると、両親や担任に相談した。また、英語のスピーチ・コンテ
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ストで優勝して、新聞に掲載された時には、母語指導員が一緒に喜んだ。 

このような Aと Bの 2人は、十分な文化的資本をもたなかった。とくに言葉や容姿を理

由に、長い間学校生活で辛い経験をした。一般に特別な配慮の対象外となる、日本生れの

者はもとより、未就学で来日した者であっても、学校生活に困難を伴い、不安定な状況に

置かれている。しかし、A は、小学校では間接的に母語指導員という専門的資本、保護者

と中学校担任という非専門的資本を得ていた。B は、母語指導員という専門的資本、そし

て、いじめを庇ってくれた日本人児童や担任や保護者という非専門的資本を得ていた。 

 

3.2. 小学校から来日した者たち 

小学時点で来日した者は、自動的に、高校入試における特別措置の「来日後 3年未満」

という要件から外される。一般に、来日時期が低学年であるか高学年であるかによって、

日本語習得のスピードや教科学習の理解度が異なるといわれる。しかし本論では、高校入

試の特別措置に該当しないという〈構造的排除〉があることに着目して、低学年／高学年

を分けないこととする。 

Cは、小学 1年に編入し、小・中学校とも非拠点校に在籍した。編入直後の様子として、

「『歯磨きタイム』に友だちが自分のコップと歯ブラシを勝手に持って行っていってしま

い、喧嘩になった」が、「後からその友だちはコップに水を入れてくれようとしていただ

けだったことに気づいた」。保護者とは、C が学校の配布物の内容を母語で十分に説明で

きないため、トラブルになることもあった。小学 2年時以来、学校の手続きはすべて自分

で行い、配布物の内容は、担任がよく説明してくれた。 

小・中学校を通して、同じ校長から、家に招かれて節句など季節の行事を一緒に祝った

り、スピーチ・コンテストへの出場を勧められたりするなど、公私にわたり熱心な指導と

サポートを受けた。大学生になった現在も、校長と連絡を取っている。困った時は、保護

者よりも、校長か担任、友だち（日本人）の保護者に相談した。 

 Dは、小学 3年に編入した。6年生の時、同じ学校に在籍していた姉が卒業したこと、同

じ母語を話す友だちに「ポルトガル語で話しかけないで」と言われたことをきっかけに、

日本人の友だちと遊ぶようになった。中学 3年の時には、仲のいい日本人の友だちができ

た。中学では、自分の生い立ちをテーマにしたスピーチ・コンテストに出場した。その時、

英語教員から熱心な指導を受け、テーマについて何時間も話し合った。社会人になった今

も交流がある。 



 

30 
 

 E は、母国で通常より 1 年早く就学し、小学 5 年相当を修了して来日した。しかし日本

では、年齢に合わせて 4年生に編入した。拠点校に在籍して、母語指導員の支援を受けた。

同級生は「子どもっぽかった」ので、小・中学校を通じて「友だちが少なかった」。困った

ことがあれば、毎週末通う教会で、同じ母語を話す大人の友だちに相談した。当時の母語

指導員によれば、「編入してしばらくの間、まったく話さず、母語で筆談していた」。 

F は、小学 5 年に編入し、中学 3 年の時に半年間母国で教育を受け、再来日後、同じ学

校に戻った。小・中学校ともに拠点校に在籍し、母語指導員の支援を受けた。小学校へ編

入した当初は、「困ったことがあると外国人の先輩（6年生）に聞いていた」が、自分が「6

年生になったら先輩がいなくて困った」。日本人の友だちができず、無視されるなどの「差

別を受けた」。その後は、困ったことがあると、担任に相談した。しかし再来日後は、日本

人の友だちができて、「分からないことは友だちに聞いて、教えてもらった」。母語指導員

によれば、通っていた学習塾の指導者は、仕事を超えて熱心に学習支援を行った。高校進

学後も、学習塾の指導者との関係は続いた。 

以上の 4人の事例から、編入した学年に関わらず、言葉や文化、習慣などの文化的資本

が不足したため、同じ母語を話す者を頼ったり、日本人の友だちを作ることが難しかった

りという様子が分かる。ただし Dの場合は、同じ母語を話す者同士の関係形成も難しかっ

た。日本人の友だちができるまで、拠点校に在籍して制度的資本を得た者は、専門的資本

と非専門的資本を、非拠点校に在籍して制度的資本を得られなかった者は、非専門的資本

を得ていた。 

 

3.3. 中学校から来日した者たち 

中学の時点で来日した者は、「来日後 3 年未満」であるため、特別措置の要件に該当す

る。 

G は、母国で中学 1 年相当を修了して来日したが、日本語習得のため、年齢より学年を

下げて、1年生へ編入した。編入手続きの時、教育委員会は、小学 6年への編入を勧めた。

学齢主義をとる日本において、学年を下げるという措置は、特別な〈配慮〉である。しか

し、もしこの勧めに従っていれば、高校入試時に滞日年数が 3年を超過することになり、

特別措置の要件を満たすことができなかった。 

G は、編入までの半年間、自治体が一般成人向けに開校している日本語教室へ通った。

その教室では、高校入学後も、日本語と教科学習支援を受けた。学校では、日本人生徒と
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同じことをしなければ、「仲間に入れないという気持ちがあった」ため、日本の習慣を身に

着けなければならないという「プレッシャーを感じた」。友だちから嫌なことをされても、

喧嘩を避けるため、「無理やり笑っていた」。「（日本人生徒と）仲良くなるための方法を

見つけたかった」。2 年生になって、日本語教室への通級に加えて、在籍校で母語指導員

の入り込み指導を受けた。3年時には、担任が漢字や作文の練習を「徹底的にしてくれた」。 

H は、来日後の半年間、不就学を経験し、その後中学 2 年に編入した。中学時代は「辛

いというより寂しかった。文化も分からないし、他の人とどう接していいかも分からなか

ったので、なじむのに精いっぱいだった」。部活動では、「無視された。（中略）終わっても

始まっても、『いるの』みたいな感じだった」。部活の悩みは、母語を多少理解する日本語

教室の担当教員に相談した。しかし、同じクラスで同じ部活の日本人生徒の存在は、一層

重要だった。その生徒は、日本文化や漢字を教えてくれるなど、学校生活を助けてくれた

「唯一の理解者だった」。 

Iは、中学 2年の 2月に編入した。編入後、すぐにクラス替えがあり、「友だちが作れな

かった」。日本語ができなかったので、初めは自分から話しかけなかったが、友だちが欲し

くなり、次第に話しかけるようになった。困ったことがあると、友だちか母語指導員に相

談した。学校には同じタイ人の先輩がいた。その先輩とは、卒業後も連絡が取れる間柄に

ある。地域では、タイ語を学ぶ大学生が運営する教科学習の支援教室に通った。 

 Jは、中学 3年の夏に編入した。クラスでは分からないことばかりで、「えー、つまんな

い」と思った。母語指導員と会える日本語教室への通級が、楽しみだった。勉強に疲れる

と、母語指導員と「くだらないこと」を話したりした。地域では、Iと同じ教科学習の支援

教室に通った。 

 これら 4人の事例においても、文化的資本が不足したため、クラスになじむことや日本

人の友だちを作ることが容易でなかったことが分かる。非拠点校の在籍者を含めて、全員

が、専門的資本だけではなく、担任や日本人の友だちなどの非専門的資本を得ていた。 

 以上の分析から、インフォーマントの 10人すべてが、文化的資本を欠く状態にあり、そ

のため、日本人生徒との関係の構築に困難を抱えていた。関係的資本については、専門的

資本を得たのは 7人で、全員が、学校内外で非専門的資本を得ていた。 

 

4. 高校進学に対する「状況規定」 

次に、インフォーマントの高校進学をめぐる意味世界について、表 4のように整理する。
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ここでは、客観的条件と意味世界の相互作用により「状況規定」が行われる過程を明らか

にする。客観的条件は、一般に、複雑に「状況規定」へ影響するが、インフォーマントに

みる影響の特徴は、4グループに整理された。 

 

表４ インフォーマントの意味世界 

 

 

4.1. 客観的条件が充足されたと「状況規定」した者 

第一に、客観的条件が充足されたと「状況規定」した者である。 

C は、日本語教室へ通級したことも、母語指導員の指導を受けたこともなく、保護者と

現実自己 理想自己

A

「弟もいるので（仕事を）やんなきゃダメ
かな」、「就職したかった」「（希望の職
に就くことは頑張っても）どうせ無理か
な」、「夢みることでもない」

働いて家計を助ける自分
両親の意向に沿って進学する自分

・保護者からの後押し
・担任の寄り添い
・モデルの存在（日本人生徒）

B

「日本語力もないし特技もないので、高
校には受からない」、「夢がなかった」、
「向上心がなかった」、「クラスから拒絶
されていた」、「苦しかった」

夢がない自分
向上心がない自分

良い仕事に就く自分
大学や専門学校へ行く自分

・保護者からの後押し
・母語指導員の寄り添い

C
「普通の日本人と同じようにできてい
た」、「（高校進学は）みんなが行くから
自然なことだった」

日本人生徒と同じ進路をとる自分 外国人として日本で学ぶ自分
・保護者からの後押し
・校長の寄り添い
・モデルの存在（日本人生徒）

D

「私は（日本に）日本語を勉強しに来た
んじゃない。どうせ工場で働くと思って
いた。兄2人、姉1人も15、6歳から働い
ていたので自分も働くと思っていた」

働く自分 成績のよい友人に近づく自分
・英語教員からの後押し
・モデルの獲得（日本人の友だち）

E
「中学を卒業したら働くと思っていた。
日本語ができないから進学は無理だと
思っていた」

働く自分
進学できない自分

高校へ行く自分
・モデルの獲得（日本人の先輩）
・保護者からの後押し

F
「差別を受けた」、「みんな（日本人の
友人）が行くから自分も日本の高校へ
行こうと思った」

日本人生徒と同じ進路をとる自分
人の役に立つ自分

キャリアアップする自分

・保護者からの後押し
・母語指導員の寄り添い
・学習塾の指導者からの支援
・モデルの獲得（日本人の友だち）

G

「教育を受けるために色々なところに通
わなくちゃいけなかった」、「ぼくは他の
とこに行かないとぼくに適する教育が
受けられなかった」、「悔しかった」

不利な学習環境にある自分

不利な環境を克服する自分
高学歴になる自分
きつい肉体労働をしない自分
親の期待に応える自分

・保護者からの後押し
・担任の寄り添い
・ボランティアからの支援
・モデルの獲得（親族）

H

「つらいというより、寂しかった」、「文化
もわからない、どう接していいかもわか
らない」、「なじむのに精いっぱいだっ
た」、「（高校進学は）自然なことだっ
た」、「（高校進学は）想定内だった」

日本人生徒と同じ進路をとる自分 進学して部活動で活躍する自分
・母親からの後押し
・日本語指導担当教員の寄り添い
・モデルの獲得（日本人生徒）

I
「本当は（来日して）すぐにでも高校へ
行きたかった」、「友人をつくりにくかっ
た」

母国の同級生と同じ進路をとる自分
進学できる学力をもつ自分
進学が許されない自分

進学する自分
「よい」将来に生きる自分

・保護者からの経済的後押し
・ボランティアからの支援
・モデルの存在（母国の同級生、同国
出身の先輩、日本人大学生）
・母語指導員の寄り添い

J
「高校進学しないことを考えもしなかっ
た」、「だれも助けてくれなくて、辛かっ
た」

母国の同級生と同じ進路をとる自分
日本語ができない自分

大使館で働く自分

・保護者からの経済的後押し
・ボランティアからの支援
・モデルの存在（母国の同級生、日本
人大学生）
・母語指導員の寄り添い

状況規定
自己判断

対
象
者

モラール
（関係的資本との関係）

意味世界
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の共通言語にも問題を抱えて、制度的、文化的資本がいちじるしく不足していた。しかし、

中学生になった頃には、学校生活や日本語、教科学習にとくに問題を感じておらず、分か

らないことがあっても、たいていは自分で解決できた。また、進学にもそれほど問題や不

安を感じなかった。「高校へ進学することはみんなが行くから自然なことだった」。校長や

担任、日本人生徒の保護者など、信頼できる複数の関係的資本を得られたことが、C に文

化的資本の獲得を可能にしていた。非専門的資本が充足したことで、制度的、文化的資本

の欠如を乗り越え、そして、「状況規定」を肯定的なものにした。 

 

4.2. 制度的資本の欠如が葛藤を招いた者 

第二に、制度的資本が欠如したため、「状況規定」おいて葛藤を抱えた者である。 

Gは、地域の日本語教室で日本語を学んだ後、非拠点校（中学校）から拠点校（小学校）

の日本語教室へ通級した。そのような環境について、G は、外国人である自分だけが「教

育を受けるためにいろんなところに通わなくちゃいけなかった」、「他のとこに行かないと

ぼくに適する教育が受けられなかった」と感じ、それは「悔しかった」。Gは、制度的資本

が欠如することで、不利益を被ったと思っていた。 

I は、母国で年齢より 1 年早く就学し、中学 3 年を修了して来日した。母国の同級生が

全員進学していたため、高校へ進学することは当然だと思った。「（高校へ行った方が）将

来がいいみたい」と思ったし、「本当は（来日して）すぐにでも高校へ行きたかった」。し

かし、母語での学習の実績は認められず、年齢によって学年が決定された。そのため、進

学希望をすぐに叶えることはできなかった。母国で蓄積された学力という文化的資本は、

来日に伴う制度的資本の欠如により無化され、学力に関係なく日本語ができないという文

化的資本の欠如となって、彼女の前に立ちはだかった。 

 

4.3. 経済状態と関係的資本の不足を背景に就労を考えた者 

第三に、家庭の余裕のない経済的事情および関係的資本が不足したことで、中学卒業後

は働くだろう／働くべきだという「状況規定」をした者である。 

Aは、中学当時、両親が仕事を失いかけるなど、「大変な様子」を見ていたことから、「弟

もいるので（仕事を）やんなきゃダメかな」と思って、「就職したかった」。しかし、希望

する職業がなかった。当時は、医師などさまざまな分野で働く外国人がいることを知らず、

どんな職業を希望しても、就労するのは「どうせ無理かな」と思い、無理であれば、「夢み



 

34 
 

ることでもない」と思った。 

Dは、「自分は（日本に）日本語を勉強しに来たんじゃない。どうせ工場で働くと思って

いたし、2 人の兄と姉も 15、6 歳から働いたので、自分も働くと思っていた」。保護者は、

当時、彼女の進学について「お金（＝学費）が高くなければいいんじゃない」という程度

だった。両親がデカセギとして来日していることや、きょうだいの進路からして、家庭の

経済状態は裕福とはいえない状態にあった。 

Eは、「中学を卒業したら働く」、「日本語ができないから進学は無理だ」と思った。母語

指導員は、彼女のことを「勉強が好きな子だった」と述べており、実際に、彼女が得意と

する数学の成績は悪くなかった。家庭の経済状態には余裕があり、保護者の勧めにより中

学から学習塾に通った。とはいえ調査時には、大学進学の資金を貯めるために働いていた。 

3人とも、高校進学について、「モデル」になる関係的資本が不足していたため、将来へ

の夢がもてなかったり、高校進学を現実的な選択肢として描けなかったりと、自分の文化

的資本を実際より低く捉えていた。加えて、保護者にはあまり頼れない経済状態だった。

その結果、「状況規定」は就労へ向かった。 

 

4.4. 文化的・関係的資本の不足を関連付けて「状況規定」した者 

第四に、文化的資本と関係的資本を結びつけて「状況規定」した者である。関係的資本

として日本人の友だちとの関係が強調された点も、共通している。 

Bは、「日本語の力もないし特技もないので、高校には受からない」と思った。夢がもて

ず、高校進学のモラールが得られなかった。中学時代に「クラスから拒絶されていた」こ

とや、親しい友だちがいなかったため、当時は「苦しかった」。しかし高校では、同級生が

自分に関心をもってくれ、親しい日本人の友だちができたことで、学習意欲が湧いて、成

績も上がった。 

Fは、来日当初、同国出身者を頼りに学校生活を送っていた。日本人の友だちはできず、

「差別を受けた」と感じて、母国の高校への進学を希望した。しかし再来日後、日本人の

友だちができたことで、「勉強しよう」という意欲が高まり、「みんな（日本人生徒）が行

くから自分も日本の高校へ行こう」と思うようになった。 

Hは、高校へ進学することは「自然なこと」で、「想定内のことだった」。しかし、取り出

し授業で日本語を勉強している間、同級生は教科の学習をしていたので、「（学力に）壁が

あった」と感じた。中学時代は、「辛いというより、寂しかった」、「文化も分からないし、
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どう接していいかも分からない」、「なじむのに精いっぱいだった」。その一方で、「唯一の

理解者」で、学校生活を支えてくれる日本人の友だちがいた。 

Jは、母国の同級生がみな高校へ進学していたので、「日本で高校へ進学しないなどと考

えたこともなかった」。来日した時は「だれも助けてくれなくて、辛かった」。学校では、

同級生に話しかけられても、「もし変なこと言っちゃって、発音もうまくできないし、もし

答えたら、変な風に思われちゃうのかなと思って（話せなかった）」。学校で開催された「大

会」のことを当日まで知らず、「すごく悲しかった」。他方で、分かるまで質問をしなかっ

た自分にも非があると思った。 

これら 4人に共通するのは、日本人生徒と良好な関係が築けないことと、日本語が話せ

ないことや日本文化を知らないことを結びつけて、学校生活の困難な状況を理解していた

点である。換言すれば、関係的資本と文化的資本の不足を結びつけて理解していた。その

ためかれらは、「拒絶された」「差別された」「辛い」「寂しい」「とても悲しかった」と、高

校進学へのモラールについて、肯定的・発展的な「状況規定」ができない状態にあった。 

 

5. 関係的資本と自己判断 

次に、前節で分析された「状況規定」の 4つの特徴について、外国人生徒が高校進学を

選択して受験へ向かった「自己判断」の過程を、「状況規定」と客観的条件、とくに関係的

資本との関係に焦点を当てて分析する。もう一度表 3を見られたい。 

 

5.1. 客観的条件が充足されたと「状況規定」した者の自己判断 

C は、高校進学へ向かった要因として、スピーチ・コンテストに出場したこと、保護者

が高校進学を望んだことを挙げた。スピーチでは、来日した経緯や、母語ができないこと

から保護者との意思疎通に問題を抱えたことなどを話した。校長が、スピーチの指導を通

して「ぼくのいいところを引き出そうとしてくれた」。自分が「フィリピン人として、また

日本人として、両方の面で社会を見ることができる」立場にあることに気づいた。このよ

うに思えた頃から、保護者と積極的に母語で話すようになった。 

日本人と同じ進路を取る自分を「現実自己」と捉え、スピーチ・コンテストの出場を通

して自己価値を再発見したことで、外国人として日本で学ぶ自分を「理想自己」と捉えた。

同時に、保護者の高校進学の希望が、その「理想自己」を後押しした。校長と保護者とい

う非専門的資本が、進学モラールの獲得に大きな役割を果たした。 
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5.2. 制度的資本の欠如が葛藤を招いた者の自己判断 

G は、母国に住む親族の多くが高学歴だったため、「（親族や自分の置かれた環境に）負

けたくないという気持ちがあった」。同時に、両親から「高校に進まないと、親と同じよう

に工場できつい肉体労働することになる、頑張って高校に進学してほしい」と言われて、

「親の期待を無駄にしたくなかった」。G は、不利な学習環境にある自分を「現実自己」、

不利な環境を克服する自分、高学歴を達成する自分、きつい肉体労働をしない自分、親の

期待に応える自分を「理想自己」として捉えた。制度的資源は欠如したが、「理想自己」へ

の強い欲求を抱き、週末は図書館の開館から閉館まで勉強するなど、進学モラールの獲得

につながった。その背景には、担任や地域の日本語教室の指導者による日本語と教科学習

への支援があった。そのような非専門的資本が、Gの進学モラールを支えていた。 

I は、母国での就学実績をもち、高校進学希望をもって来日したが、すぐに高校へ進学

することができなかった。日本の高校受験についての知識もなく、特別措置があることも

知らなかった。そのため担任の勧めに従って、私立高校へ進学した。I は、母国の同級生

と同じ進路をとる自分や進学できる学力をもつ自分と、進学を許されない自分という矛盾

する「現実自己」をもっていた。そして、進学する自分を「理想自己」として維持した。

「理想自己」が維持できた背景には、同じ学校にいたタイ人の先輩が日本の私立高校へ進

学したこと、教科学習支援の教室で日本人大学生と日常的に会っていたことが、進学「モ

デル」になった。さらに、公立より費用のかかる私立高校を選択できた。つまり、保護者

の経済状態と関係的資本も、Iの高校進学を支えた。 

 

5.3. 経済状態と関係的資本の不足を背景に就労を考えた者の自己判断 

Aは、「親が公立の高校へ行ってほしかった」ため、高校進学を決めていた。しかし働く

自分と、保護者の意向に沿って進学する自分という葛藤する「現実自己」のなかにいた。

夢がなかったこと、同じ境遇の友だちが身近にいなかったことから、「理想自己」を描けな

いまま、両親が言うままに高校進学を決めていた。担任から「外国人生徒が在籍している

から」と勧められた高校は、「交通費がかかる」ため選択しなかった。進学に不利な家庭の

経済状態もあったが、最終的に、両親の勧めが Aを進学へ押し進めた。 

Dは、「高校へ進学する意志はまったくなかったので、教師の強い勧めと支援がなかった

ら進学していなかった」。スピーチ・コンテストを指導した英語教員は、彼女に推薦で進学

することを強く勧めた。Dは、「これから高校進学を希望する外国人生徒のためにどんなサ
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ポートを期待しますか」という筆者の質問に、「背中を押してくれる先生が大切だと思う」

と答えている。加えて、中学 3年時に仲のよかった日本人の友だちの成績が、いつも学年

1位だったことが、「大きく刺激になった」。友だちの学習姿勢に刺激されて「（勉強を）や

んなきゃ」と思い、学年で 130人中 100番台だった成績を 20番台まで引き上げた。繰り返

すが、保護者は当時、彼女の進学について「お金（＝学費）が高くなければいいんじゃな

い」という程度だった。働く自分を「現実自己」として捉えていたが、日本人の友だちが

進学「モデル」となり、友だちの成績に近づく自分を「理想自己」として獲得した。そし

て、英語教員の強い勧めが、進学モラールをさらに高めた。 

E は、通っていた学習塾で、日本人の先輩が高校へ進学したことに刺激を受け、「（高校

進学も）いいかな」と思うようになった。他方で、母親は学習塾へ行くことを勧め、父親

は「地域で一番いい高校に進学させたい」と、母語指導員に相談していた。保護者が、子

どもの学習や進学に強い関心をもっていた。中学 3年の夏休みには、高校へ見学に行った。

働く自分、日本語の問題から進学できない自分を「現実自己」と捉える一方で、身近な日

本人生徒が進学「モデル」となって、高校へ行く自分を「理想自己」と捉えるようになっ

た。その陰では、両親の強い希望が「理想自己」を支えた。 

 

5.4. 文化的･関係的資本の不足を関連付けて「状況規定」した者の自己判断 

Bは、高校へ進学した理由に、「親が希望していた」、「高卒だといい仕事に就けると聞い

た」、「（高校へ行けば）大学や専門学校にも行けると聞いた」などを挙げた。他方では、夢

がなく、進学モラールを得ることができなかった。夢がない自分を「現実自己」と捉え、

いい職業に就く自分、大学や専門学校に行く自分を「理想自己」と捉えた。母語教員によ

ると、全日制高校が不合格になり定時制を受験することになった時、「定時制はいやだ」と

いう B を、母語指導員が、「定時制だから悪いということはない。君は力があるんだから

（定時制高校の受験も頑張りなさい）」と励ました。保護者の希望と母語指導員の励ましが、

「理想自己」を維持させ、それが、定時制高校の受験の意志決定につながった。 

Fは、日本の高校への進学を「自然なこと」と理解していた。加えて、通訳で人の役に立

った経験や、母親から「キャリアにつながる」というアドバイスを得たことが、進学を決

めた理由として挙げられた。日本人の友だちができず、「差別された」と感じていた頃は、

母国の高校への進学を希望していた。再来日後に、日本人の友だちを得て、「みんな（日本

人生徒）が行くから自分も日本の高校へ行こう」と思うようになった。受験の時は、母語



 

38 
 

指導員が、受験会場では制服を着用することや、昼食を持参することを教えるなど、細か

い配慮を行った。Fは、日本人と同じ進路をとる自分、人の役に立った自分を「現実自己」

と捉え、キャリア・アップする自分を「理想自己」と捉えた。保護者からのアドバイス、

母語指導員と学習塾の指導者の寄り添い、日本人の友だちを得たことなどで、学習意欲が

向上し、「モデル」が得られ、それらが「理想自己」を支えた。 

Hにとって、高校進学は「自然なこと」で「想定内のこと」だったが、父親は、高校進学

に反対し、「働け」と言った。他方で、「日本語指導の担当教員が高校へ行かせたかった」、

「母親も（Hに）勉強させたかった」。日本語指導の担当教員から「母親が支えてくれるな

ら（高校へ）行きなさい」という指導を受け、母親が父親を説得した。またその教員は、

Hが中学 2年に編入した 2ヶ月後から、特別措置を利用して高校進学することを見越して、

作文の練習をさせていた。「これから高校進学を希望する外国人生徒のために、どんなサポ

ートを期待しますか」という筆者の質問に、Hは「先生の支えが一番大事だ」と答えた。H

は、日本人生徒と同じ進路をとる自分を「現実自己」、高校へ進学して部活動で活躍する自

分を「理想自己」と捉えたが、父親の反対を受けて、「現実自己」も「理想自己」も否定さ

れかねない状況にあった。しかし、母親の後押しと、日本語指導担当教員の寄り添いを得

て、どうにか「理想自己」を維持し、進学モラールを高めていた。 

Jにとって高校進学は当然のことで、来日をきっかけに、「大使館で働きたい」という夢

をもっていた。しかし、学校生活は困難で、母語指導員との時間を楽しみにしていた。困

難な状況に対して、日本語ができない自分に非があると思っていた。J は、高校へ進学す

る自分、具体的な夢に近づく自分を「理想自己」と捉え、日本語ができない自分を「現実

自己」と捉えた。「理想自己」を維持して「現実自己」を乗り越えることができた背景には、

母語指導員がいたこと、教科学習支援の教室に「モデル」がいたことがあった。そして、

私立高校を選択できた家庭の経済状態と、保護者という非専門的資本の支えがあった。 

 

6. 問題の再発見 

 客観的条件において、インフォーマントの全員が、なんらかの不足あるいは欠如の状態

にあった。とくに文化的資本の不足と制度的資本の欠如は、出生地や来日時期の如何に関

わりなく、学校生活を困難なものにした。このような関係的資本をめぐる分析から、3 つ

の事柄が明らかになった。 

第一に、日本語やその他の文化的資本を欠くことで、日本人の友だちという非専門的資
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本を得ることが困難になり、いじめや差別という深刻な状況を生んだ。 

第二に、拠点校という制度的資本を得たかどうかで、拠点校在籍者と非拠点校在籍者の

間に、専門的資本の獲得格差が生まれた。拠点校在籍者は、専門的資本を得やすいが、非

拠点校在籍者は、専門的資本を得にくく、それをかろうじて得た場合でも、意味的世界に

おいては「不利益を被っている」と感じられていた。そして、制度的資本がない者にとっ

ては、非専門的資本が、進学モラールの獲得を促す「状況規定」や「自己判断」に大きな

役割を果たした。しかし、非専門的資本には制度的裏づけはなく、それが得られるという

保障はどこにもない。就学の受け入れをめぐる地域格差については、すでに指摘されてい

る［佐久間 2006］。その上で、本論は、制度的資本の格差が、高校進学をめぐる関係的資本

にも格差をもたらしていることを示した。 

第三に、制度的資本と専門的資本の中身が問われたことである。拠点校の在籍者が日本

語教室への通級を拒んだり、発話を拒んで、母語指導員と筆談したりしていた。また、拠

点校在籍者 3人のうち 2人は、特別措置についての情報を得ておらず、専門的資本の獲得

が制度的資本の獲得に結びつかなかった。さらに、非拠点校在籍者の 1人は、教育委員と

いう専門的資本から、学年を下げて編入するという〈配慮〉を得たが、他方で、特別措置

の要件から外される可能性があった。これらの事例から、拠点校制度や日本語指導、就学

手続きにおける対応の専門性が問われており、そこには、専門的資本と制度的資本が、結

果的に、不安定な状況をもたらしかねない危険性があった。 

次に、意味世界の次元でいえば、「状況規定」の段階で、客観的条件の不足や欠如を関係

的資本によって充足させた者は、1人（C）にとどまった。その他の者は、葛藤を抱えたり、

働くだろう／働くべきだと考えたり、「拒絶された」や「辛い」など、高校進学に肯定的・

発展的な「状況規定」ができない状態にあった。さらに、「自己判断」の段階において、「現

実自己」と「理想自己」のギャップは、小さくなかった。進学モラールの形成へ向かう過

程には、高校進学を遂げた外国人生徒の全員がそうであったように、常に、進学モラール

の低下という〈意味的排除〉がつきまとっていた。 

他方で、同じくインフォーマントの全員が、複数の関係的資本を得ていた。それにより、

「自己判断」における現実と理想のギャップを乗り越えていた。高校受験のモラールと学

業成績の繋がりを指摘するインフォーマントは、一人もいなかった。「現実自己」と「理想

自己」のギャップを乗り越え、進学モラール獲得へ導いた関係的資本は、次の 4つの意味

において重要である。 
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第一に、日本人の友だちという非専門的資本の獲得である。先行研究において、「モデル」

の重要性は、もっぱら境遇の近い者という文脈で指摘されている。本論では、これに加え

て、日本人生徒も「モデル」になることが、明らかになった。 

第二に、保護者という非専門的資本の後押しである。学校生活を支える上で、保護者の

サポートが重要であることは、先行研究でも明らかにされている。ここでは、保護者が学

習へのサポートができない場合でも、高校進学を望み、子どもを励ますことで、かれらの

モラールを喚起できることが、明らかになった。 

第三に、母語指導員や担任などの、学校における寄り添いである。「モデル」や保護者の

後押しが得られない場合、母語指導員や担任が時間をかけて外国人生徒に向き合い、悩み

に耳を傾け、励ますという寄り添いが、進学モラールの形成と維持に大きな役割を果たす。

生徒は、編入直後、母語指導員など、同じ母語を使う者／使える者を頼りに学校生活を送

った。学校生活を支え、高校進学に向けた基礎を築くという意味において、母語指導員な

ど、専門的資本が重要であることはいうまでもない。ここで特筆すべきは、専門的知識の

ない教員という非専門的資本が、かれらを長期的に支える関係的資本になったということ

である。 

第四に、地域における非専門的資本の獲得である。学校を通して得られる文化的資本と

関係的資本が不安定な場合、地域における非専門的資本が、外国人生徒の進学モラールを

支える。地域の日本語教室や学習塾、ボランティアによる学習支援を通した非専門的資本

は、高校入学後も学習支援が続けられるなど、長期にわたる関係的資本となっている。そ

れは、高校進学だけではなく、外国人生徒の日本における社会生活を支えている。 

さらに、関係的資本と意味世界の相互関連のなかで、自己価値を再発見する経験が、進

学モラールを高めていた。特に、日本語や英語のスピーチ・コンテストを経験した者は、

自らの生い立ち、それまでの経験や保護者との関係を振り返り、それを発表する機会を得

て、また、その客観的評価を得ることで、自己に対する評価を高めることができ、進学モ

ラールを喚起していった。このような経験は、関係的資本抜きには成し得なかった。 

本論が対象にした外国人生徒は、〈構造的排除〉を乗り越え、〈意味的排除〉を回避して、

進学モラールを高めていった。その背景には、関係的資本、とくに非専門的資本の獲得が、

重要な役割を果たしていた。ただし、このような非関係的関係は、専門的資本の不要を意

味するものでない。むしろ、客観的条件において、制度的資本とともに、専門的資本を充

実することの必要性が、本論で明らかになった。外国人生徒は、〈構造的排除〉を、非専門
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的資本によってかろうじて切り抜けたにすぎない。非専門的資本は、親が選んだ居住地や

出会った人に規定される、不確かで偶然性の高いものでしかない。その意味で、本論が対

象にした外国人生徒は、〈幸運な〉人々であった。 

このように、外国人生徒の高校進学過程における関係的資本の重要性が明らかになった。

そのことは、高校入試の特別措置（これも全国で一部にすぎないが）だけでは、かれらが

学校からドロップアウトすることを防ぎ、進学モラールを形成・維持することはできない

ことを示唆している。まずは制度的な関係的資本、次いで非制度的な関係資本を保障する

には、どのような具体的な体制づくりが必要であるか。これが、本論の結論から導かれる

次の問いである。 

 

第４節 小括 

 

 第 1章では、外国人の子どもの教育環境の実態を明らかにすることを通して、多文化共

生の実態を明らかにしてきた。 

その結果、国の公立小・中学校への恩恵的な受け入れ姿勢は根強く、就学案内をめぐる

実態調査では、自治体の対応が外国人の子どもの教育を受ける機会の獲得を不安定なもの

にしていた。そして、高校進学においては、地域格差ともいえる制約のなかで、教育制度

の外にある非専門的な社会関係資本の獲得によって進学を遂げていた。そして、かれらが

偶然得た社会関係資本は、日本人と比べ不利な制度的環境を補完し、乗り越えることに強

く作用していた。そして、その関係資本の担い手には、同年代の日本人の友人だけでなく、

身近な地域の大人も含まれていた。 

国は、2014 年度に「特別の教育課程」を設置している。「平成 26 年度都道府県･市区町

村等日本語教育担当者研修」資料によれば、その期待される効果は、「学校教育の一環とし

て行う日本語指導の全国的な質の担保」および「日本語指導が必要な児童・生徒が学校に

おいて主体的に学び、希望する進路を選択できる機会の保障」にあるという 19。この背景

には、日本国籍であっても日本語指導が必要とされる児童・生徒数が増加していることが

大きい。文部科学省が 2007年から始めた「日本語指導が必要な児童・生徒の受入状況等に

関する調査」によれば、特別支援学校等を含め日本語指導が必要な外国籍の児童・生徒は

2007年で 25,411人、措置が出された 2014年で 29,198人、最新の 2018年では 40,755人

と約 10年で 1.6倍になっている。 
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しかし、外国人児童・生徒の教育を受ける権利は守られているとは言い難く、未だ就学

状況を確認できない子どもが 2万人を超えている。これらの措置は、義務教育が適用され

る日本国籍を保有しながら、「日本語指導が必要な」児童・生徒が無視できない数になって

いることへの対応にすぎないと言えよう。日本語指導の質の担保以前に、公共圏の一角を

成す学校教育は、戦後オールドカマーを対象に形づくられてきた外国人の子どもに対する

「恩恵的」受け入れ体制を捨て、国籍や偶然住んだ地域によって左右される極めて不安定

な教育環境の是正を図る必要がある。 

 

 
1 「1946年 11月に在日朝鮮人居留民団(現在の『大日本韓民国民団』)が発足し、韓国人
学校がスタートしたと指摘されている。しかし、旧植民地であった朝鮮半島出身の人々が
外国人として扱われ、大韓民国と朝鮮民主主義人民共和国とに分けられる政治状況になる
までは『朝鮮人学校』が一般的な呼び名である」。[福田ほか 2005]  
2 初等学校及び中等学校の数とその生徒数は、1946年で 529校 43,362人、1947年で
548校、49,722人。本国よりも先立って朝鮮語の教科書が作られ、学校制度は年々充実
される方向にあった。[福田ほか 2005]  
3 文部事務次官通達「日本に移住する大韓民国国民の法的地位及び待遇に関する日本国と
大韓民国との間に協定における教育機関事項の実施について」1965年 12月 18日。「朝
鮮人のみを収容する教育施設の取り扱いについて」1965年 12月 28日。[福田ほか 2005]  
4 当時、韓国・朝鮮人と同じような状況にあった部落の子どもたちには、学力及び進学保
障に向けた取り組みが始められていた。部落の子どもたちは、親の就業状況が不安定で、
教育のための家庭環境が十分ではなく、さらに学校において教師や同級生から差別を受け
たり、学力実態や進学においても深刻な状況だった。 
5 1951年の入管令には「本邦で永住しようとする者」という在留資格があったが、これ
を適用し「永住者」の資格を付与して外国人の上陸を許可した例はなかった[渡戸ほか
2002]。 
6 一口に「帰国」といっても、その実態は多様で複雑であるため、近年では「移住」と捉
えるほうが自然のようである[小林 2005]。 
7 インドシナ 3国が資本主義から社会主義に転換したため、そこから逃れてくる難民受け
入れは、東西冷戦体制でいう東の体制の受け入れを意味した。政治亡命を認めていない日
本が、難民受け入れを拒否できなかったのは、国連機関が関与したと考えられている[福
田ほか 2005]。 
8 2021年 10月現在、29種類である。 
9 子どもの権利条約報告書審査第 4回・第 5回政府報告書審査「国連子ども権利委員会総
括所見日本語」p4、JFBA日本弁護士連合会ホームページ。（2021年 12月 31日取得、
https://www.nichibenren.or.jp/library/ja/kokusai/humanrights_library/treaty/data/souk
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atsu_ja.pdf）  

10 坂本ら[2014]の文中では、「教諭」が使われるが、本論では教員と言い換える。 
11 坂本[2006]では「就学前健康診断」、「入学案内」と表現される。法規上の文言「就学
時の健康診断」（学校保健安全法 11条）、「就学指定通知」（学校教育法施行令第 2条）に
倣い、本論では「就学時健康診断」および「就学案内」を使用する。 
12当時、外国人児童・生徒数の全児童・生徒に占める割合が 1%を超える自治体は、13市
中 5市だった。ここに挙げる 3市はこの 5市に入る。 
13 ただし、2022年 1月現在、同市で同様の対応が継続されているかどうかの確認は取れ
ていない。 
14 本論では、就学義務適用を左右する国籍を中心とし、日本国籍で日本語を母語とする
者を「日本人生徒」または「日本人」、外国籍で外国語を母語／継承言語とする者を「外
国人生徒」または「外国人」と呼ぶ。近年、日本国籍で外国語を母語とする者や、外国籍
で日本語を母語とする者も現れている。日本で国際結婚した外国人同士の保護者を持つ子
どもも増えており、日本人、外国人、母語、母文化では、現状を的確に捉えられないほど
多様化してきている。本調査が対象にした 10人は、全員が外国籍で、その内 4人は、家
庭での言語や文化が、複雑な状態にあった。 
15 都道府県ごとに、公立高校入試において、外国人生徒のための特別な配慮としてさま
ざまな措置が取られている。具体的には、外国人生徒を対象にした定員を日本人生徒とは
別に設ける「特別枠」（2010年度現在全国 14地域）と、漢字に振り仮名をつけたり試験
時間を延長したりするなどの「特別措置」（2010年度現在全国 22地域）に分けることが
できる。本論では、「特別枠」を含めた入試における制度的措置を「特別措置」とよぶ。 
16 田巻［2012］のデータから筆者が算出した。 
17  2010年 9月 1日現在、Ｔ県における「日本語指導が必要な」児童・生徒の母語別在
籍状況を見ると、ポルトガル語、スペイン語、フィリピノ語、中国語、の順に多かった
［文科省 2011:13］。 
18 Ｔ県では、外国人生徒の多い学校は、県から〈外国人生徒教育拠点校〉（以下、拠点
校）に指定される。指定されると、日本語教室などが設置され、外国人生徒のための加配
教員が配置される。母語ができる指導員（以下、母語指導員）を雇用する自治体もある。
母語指導員は、拠点校以外の学校（以下、非拠点校）へも派遣されるが、拠点校が指導の
中心になる。 
19文部科学省初等中等教育局 国際教育課 課長補佐 河村裕美、2014、「帰国･外国人児童
生徒等に対する文部科学省の施策について」(平成 26年度都道府県･市区町村等日本語教
育担当者研修)文化庁ホームページ。(2014年 10月 18日取得、 
http://www.bunka.go.jp/kokugo_nihongo/kyouiku/todofuken_kensyu/h26_hokoku/pdf/sh
isaku_02.pdf) 
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第２章 地域コミュニティの形成・維持 

地域コミュニティの変容について、外国人の増加と並ぶもう一つの側面が、地域コミュ

ニティの衰退である。急速な人口減少の中で、地域の様々な活動において担い手不足は慢

性化し、同時に、耕作放棄地や空き家が増えるなど、地域コミュニティの存続が危ぶまれ

る地域さえ少なくない。また、こうした地域の衰退は、重層的な要因から成るばかりでな

く、可視化できない人々の相互関係に埋め込まれている。裏を返せば、地域コミュニティ

の形成・維持に必要な社会関係資本の「力」の実体は、具現化しにくいために、行政にお

いて指標となりにくく、制度化しにくい性質をもつ。 

第 2章では、地域コミュニティの形成・維持にはソーシャル・キャピタルを高めること

が有効であるという前提に立ち、自治会・町内会（以下、自治会）を中心にしたソーシャ

ル・キャピタル醸成の実態を明らかにする。ただし、経済活動については他日を期したい。

これにより、外国人住民という文化的背景の異なるトランスナショナルな人々と共に、居

住に依拠した地域コミュニティの集合性と共同性の乖離を再構築する具体的な活動に迫る。 

 

第１節 ソーシャル・キャピタルとコミュニティ政策 

 

1. 目的と背景 

ここからは、坂本[2013・2014]を基に引用・再編する。 

日本では、「新しい公共」という理念の下、地域の自立的なまちづくりが進められてきた

1。このような公共圏の形成・拡大・保障への社会的要求の高まりは、自律的な個人と主体

的な市民を要請する。一方で、少子・高齢化に伴う人口減少や、地域の問題に関心を持た

ない住民が増えるなどの集合性と共同性の乖離によって、公共圏を担う地域コミュニティ

は、機能不全に陥ろうとしている。 

R.パットナム[2000=2006]によって、信頼・規範・ネットワークを通した協働が社会的効

率性を高めることが指摘され、共同体の意義を再評価する動きは、ソーシャル・キャピタ

ル（＝社会関係資本。以下「ＳＣ」）へと関心を寄せている。宮脇[2004]はＳＣを「地域の

ネットワークによってもたらされる規範と信頼であり、地域共通の目的に向けて協働する

モデルである」と定義する。また、斎藤[2012]は「『支え合い、助け合い』のコミュニティ

づくりを促進するため、地域の多様な資源である住民組織がそれぞれの特徴を活かして役

割を担い、暮らしをサポートする」システムを「共助システム」と呼ぶ。ＳＣは「共助シ
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ステム」の構築にとって重要な要素になる。 

これらを踏まえ、本節では、自治会に着目し、ネットワークの質と広がりを明らかにす

る。調査の方法は、自治会活動におけるネットワークとその社会的効果を明らかにするこ

とを目的にアンケート調査を行った。Ｔ県内の中心都市にある全自治会 787（2013年度現

在）を対象に、各自治会へ直接郵送し、自治会長に回答を求めた。2013年 11 月下旬から

12 月に実施し、有効回答数は、660 票（回収率 83.9％）である。 

 

2. 近所づきあいが地域をつくる 

2.1. 近所づきあいと地域環境の「向上」 

本調査では、「自治会地域」2における現在の住民の近所づきあいの程度 3（以下「近所づ

きあい」）、約 10 年前と比べた近所づきあいの変化 4（以下「近所づきあいの変化」）、自治

会活動がこれまで地域に及ぼした良いところ 5（以下「自治会メリット」）を聞いた。 

相関分析では、「近所づきあい」と「近所づきあいの変化」（Kendall、r=-.168、p<.01）、

「近所づきあい」と「自治会メリット」（Kendall、r=.131、p<.01）で、相関が確認された。

近所づきあいが「活発になった」地域や、「自治会メリット」を多く感じている地域と、「近

所づきあい」の程度が深い地域との関係が明らかになった。 

次に、「自治会地域」に及ぼす効果をみるため、約 10 年前と比べた「自治会地域」の環

境（全 7項目 6。以下「地域環境」）と相関分析を行った。その結果「近所づきあいの変化」

と「地域環境」7、そして「自治会メリット」と「地域環境」8で、すべてに相関が確認され

た。中でも「伝統文化や地域の個性」が最も強い関係を示した。近所づきあいが「活発に

なった」地域や「自治会メリット」を多く感じている地域ほど、「地域環境」が「向上して

いる」と感じており、「伝統文化や地域の個性」が重要な位置を占めていた。 

日常的な住民個々の繋がりが、地域全体に対する評価と関係している。 

 

2.2. 近所づきあいを活発にするヒント 

近所づきあいは個人の意思と選択に委ねられるが、本調査の結果からは 4つの特徴がみ

えてきた。 

第 1に、自治会加入率との関係である。「近所づきあい」と自治会加入率の間に相関が確

認された（Kendall、r=.158、p<.01）。しかし、自治会加入率と「近所づきあいの変化」や

「自治会メリット」との間には相関は確認されなかった。近所づきあいが密な地域ほど自
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治会加入率が高い状態にはあるが、加入率が高いからと言って、近所づきあいが活発にな

ったり自治会にメリットを感じたりするとは一概には言えないことがわかる。 

第 2に、近所づきあいが「活発になった」地域では、班長会議を行っていた 9。班長会議

によって、自治会の役員だけでなく、広く住民が自治会活動に関わり、住民相互の交流の

機会が創出されたことよって、近所づきあいの活性化につながったことが推測される 10。 

第 3に、「近所づきあい」と「自治会活動に自由に使える場所」の関係である。それらの

間に相関が確認された（Kendall、r=-.135、p<.01）11。そして、自由に使える場所が「な

い」と答えた自治会（163、24.7％、n=660）に、公共施設である「地区市民センターやコ

ミュニティセンターなどを利用したいですか」と聞いたところ、約半数が「いいえ」(86、

52.8％、n=163)と回答し、その理由は「住んでいる場所から遠い」（65、75.6％、MA=86）

が最も多かった。住まいからなるべく近い所に自治会活動に自由に使える場所があると近

所づきあいの程度が深まる可能性を示唆した。 

第 4に、「近所づきあいの変化」と「自治会活動の内容」（MA 28 項目、NA=8）の関係で

ある。「自治会独自の広報活動（ホームページ、広報紙等）」、「自治会の計画づくり」、「主

要課題のアンケート調査」、「景観形成、緑化」、「文化教養講座」、「学校教育への参加」、「子

育て支援」、「地域の居場所づくり（サロン、お茶会等）」の 6項目において、1％水準で有

意差が確認され、近所づきあいが「活発になった」地域で高い割合を占めた。広報活動や

計画づくりなど自治運営に関する項目が多い。 

さらに、近所づきあいが「活発になった」地域で、人が最も多く集まる自治会活動を聞

いたところ「盆踊り、祭り、伝統行事等」と「親睦」の割合が比較的高かった 12。住民の

交流が自治運営を促進しているとも考えうる。 

以上 4 つの特徴をつなげてみると、「近所づきあい」と自治会加入率は必ずしも関係な

く、住まいからなるべく近い所に自治会活動に自由に使える場所があり、自治会活動に班

長会議や祭り、親睦会などを取り入れて地域内の交流を図っている自治会において、自治

運営に関する自治会活動が活発で、「近所づきあい」が促進されている。 

 

3. 自治会規模による地域特性 

近所づきあいと人口との関連も見えてきた。人口が「増えている」地域で近所づきあい

が「活発になった」と感じている。だが、人口減少時代の中で人口を増やすことは容易で

はない。 
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では、「自治会地域」の人口をどのような規模で保ち、地域コミュニティを形成・維持し

ていくことが望ましいのだろうか。ここからは、自治会の加入世帯数（以下「自治会規模」

という）に着目する。世帯数を１～50、51～100、101～300、301～500、501 以上の 5つに

分類して分析を行った。 

 

3.1. 小規模自治会地域の特徴 

自治会規模と、約 10 年前と比較した人口の変化（Pearson、r=-.396、p<.01）及び自治

会加入率（Pearson、r=-.298、p<.01）との間にそれぞれ相関が確認された。全体としてみ

れば、自治会規模が小さい地域ほど、人口は「減り」、自治会加入率は高くなっている。た

だし、１～50世帯の地域では、全体の割合からすれば加入率は高いが５割未満の自治会も

あり、1 自治会当たりの世帯数が極端に減ると自治会の解体を引き起こすことが懸念され

る結果となった。 

本調査では、ＳＣの実体に迫るため「近隣の清掃・美化活動」（以下「清掃活動」）、「盆

踊り、祭り、伝統行事等」（以下「行事」）、「地域の居場所づくり 13」（以下「居場所づくり」）

を取り上げ詳しく聞いた 14。小規模自治会では、「行事」を「実施していない」割合が高く

15、担い手も「減っている」ことがわかった 16。その一方で、「清掃活動」への参加の割合

は高かった 17。また、「自治会メリット」では、「住民同士のつながりが強くなった」につ

いで、「特にない」が多い。「特にない」の割合は、他の自治会規模に比べても高い割合を

示した。 

自治会で自由に使える場所の有無との関係では、相関が確認され（Pearson、r=-.230、

p<.01）、自治会規模が小さい地域ほど自治会活動に自由に使える場所がないことがわかる。 

さらに、やや値は小さいものの、自治会規模と「近所づきあい」の間には相関が確認され

た（Pearson、r=-.095、p<.05）。小規模自治会ほど近所づきあいが密なことがわかる。 

以上のことから、小規模自治会では、人口が「減って」おり、祭りなど人手を必要とす

る行事が行えなくなっている一方で、清掃活動では参加の割合は高く、日常的な人々の交

流（近所づきあい）も比較的密である。ただし、自治会で自由に使える場所が少なく、自

治会活動にメリットを感じにくくなっているといえる。 

 

3.2. 大規模自治会地域の特徴 

自治会規模が比較的大きな地域では、10 年前と比べて人口が「増えている」。班長会議
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実施の割合も高い 18。加入世帯が多いほど班長会議が多いことは当然の帰結ともいえよう。

ただし、近所づきあいが「活発になった」地域では、班長会議を行っていたことを想起さ

れたい。そして、班長会議が多い地域では自治会で自由に使える場所が「ある」割合が高

い。また、「自治会メリット」では、「特にない」、「その他」を除くすべての項目で小規模

自治会に比べ比較的高い割合を占めた。 

さらに「清掃活動」、「行事」「居場所づくり」における連携・協力状況をみた。本分析で

は、連携・協力相手（11 項目）を「地域拠点」、「地域内」、「地域外」に分け、その関係を

みた 19。すると、特に「清掃活動」と「居場所づくり」において、大規模自治会ほど「地

域内」の割合が高く、小規模自治会ほど「地域拠点」の割合が高くなっていた。 

以上のことから、大規模自治会では、人口が「増えている」こと、そして班長会議が行

われており自治会活動にメリットを感じていることがわかった。その背景には、少なくと

も「清掃」と「居場所づくり」で、地区連合自治会やまちづくり組織など「地域内」の自

主組織と連携・協力していた。ただし、前述の自治会規模と「近所づきあい」の相関から、

「近所づきあい」は小規模自治会よりも「希薄になった」と感じている。 

 

4. 自治会メリットとネットワーク 

小規模自治会地域と大規模自治会地域では、「自治会メリット」に違いが出た。そこには

どのようなネットワークがあるのだろうか。 

7項目設定した「自治会メリット」ごとに、「清掃活動」、「行事」、「居場所づくり」でど

のような連携・協力相手（11 項目）がいるのかを比較した（ｔ検定）。 

まず、 何らかの「自治会メリット」を感じていた自治会には以下の 3 つの特徴があっ

た。第１に、「地域内」ネットワークによる「居場所づくり」が地域を「良く」していた。 

「居場所づくり」だけが、7 項目の「自治会メリット」すべてにおいてに何らかのネット

ワークを有していた。連携・協力相手には、地区連合自治会、まちづくり組織、地縁団体、

近隣自治会といった地域内の繋がりが目立つ。換言すれば「居場所づくり」に取り組むと、

地域内ネットワークができ、多様な面で地域が「メリット」を感じている。第 2に、「地域

の魅力が高まった」自治会では、他の事業より「行事」で多くのネットワークをもってい

た。特に「地域内」でより多くの連携・協力を有している。第 3に、「地域づくりのために

外部と連携・協力できた」自治会は、「地域拠点」と連携・協力していた。「外部と連携・

協力できた」自治会は、3 つの事業を合わせて最も多くの繋がりを有していた。特に「行
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事」で地区・自治センターとコミュニティセンターと連携・協力していることは、「地域内」

での連携・協力が中心になっている他の「自治会メリット」にはない特徴である。他方で、

「自治会メリット」が「特にない」自治会における連携・協力相手との関係において、平

均値は「特にない」を選択した自治会が、選択しなかった（何らかの「自治会メリット」

がある）自治会をすべて下回った。これは、「自治会メリット」を感じている自治会より連

携・協力関係が弱いことを示している。 

3 つの事業を見る限りにおいて、自治会活動にメリットを感じていない地域では、ネッ

トワークが構築されていない、またはされにくい状態にある。 

 

5. ネットワークの地域特性 

同地域を対象にした調査[坂本 2013]において、Ｔ県内の中心都市における地域コミュニ

ティの特性を旧市街地域、新市街地域、混住地域、農村的地域の 4つに区分した。ここか

らはこの 4つの地域特性を基に分析する。 

 

5.1. 地域特性と自治会規模 

まず、自治会規模との関係を見ると、旧市街地域と農村的地域では比較的規模の小さい

自治会の割合が高く、新市街地域と混住地域では中規模から大規模の割合が高い。一見す

ると、旧市街地域と農村的地域では小規模自治会地域の特徴を、新市街地及び混住地域で

は大規模自治会地域の特徴を有するように思われる。しかし、地域特性と「近所づきあい」

で相関が確認され（Kendall、r=.142、p<.01）、市中心部から郊外へ向かって「近所づきあ

い」がやや密になっていた。ただし、地域特性と「近所づきあいの変化」や「自治会メリ

ット」との間に有意な差は確認されなかった。加えて、地域環境に関して、地域特性との

関連が確認されたのは、「生活の利便性」のみで、旧市街地域の「低下している」・「やや低

下している」の割合が高い（65、48.8％、１％水準で有意差あり、v=.210）。 

つまり、同じ小規模自治会を多く抱える旧市街地域と農村的地域であっても、農村的地

域の方が旧市街地域より近所づきあいが密な点、旧市街地域では「生活の利便性」が「低

下している」・「やや低下している」割合が高い点で特徴が異なった。 

旧市街地域では、他の地域に比べ、人口が「減っている」割合が極端に高く、自治会で

自由に使える活動場所が割合的に少ない。小規模自治会を多く抱える地域、特に市の中心

に位置する旧市街地域で、人口が減少し、「生活の利便性」も低下、自治会活動に自由に使



 

51 
 

える場所も十分ではない。 

5.2. 連携・協力の相手からみるネットワーク 

次に、ネットワークの現状をみるため、「清掃活動」、「行事」、「居場所づくり」の連携・

協力の相手を見た。すると、特に「清掃活動」と「居場所づくり」で、郊外へ向かうほど

「地域拠点」の割合が高い。 

農村的地域や混住地域の「地域拠点」は地区市民センターと地域自治センター、新市街

地域や旧市街地域の「地域拠点」は市民活動センターと地域コミュニティセンターを意味

する。前者には市職員が複数名配置され、窓口サービスだけでなく、職員がまちづくり活

動支援や地域振興の担当に就く。これに対し、後者は、指定管理者が、施設の貸し出しや

講座等の企画・運営を行っている。 

少なくとも「清掃活動」、「行事」、「居場所づくり」において、地域特性とネットワーク、

特に「地域拠点」との関係が異なっていた。 

 

6. 政策提言 

本節では、近所づきあいという日常的な人々の社会的繋がりと自治会活動を中心にした

ネットワークの広がりが、地域の価値を高めること、ただし、それらは自治会規模や地域

特性によって状況が異なることを明らかにした。この結果を受け、以下、地域コミュニテ

ィの形成・維持のあり方に対する政策提言として 4つをあげる。 

  第 1に、「近所づきあいの変化」と人口の「増減」、自治会規模と「自治会メリット」と

の関係から、地域コミュニティ形成・維持の根底をなすＳＣの醸成には、一定程度の人口

規模の維持が必要である。特に、旧市街地域では、人口の減少と、近所づきあいの希薄化

や生活利便性の「低下」、活動場所の不足との関係がみられ、自治会の解体も懸念される。

人口の集積が難しい場合、地域内外とネットワークを形成できるよう支援することも重要

だろう。 

第 2に、地域の社会的繋がりの希薄化に対し、地域まちづくり組織など地域の自主組織

を基盤に、住民が有機的に繋がり、共同性を想像／創造していくことが重要である。自治

体は、その具体的なステップを示す必要がある。初期段階として、地域で自由に使える場

所の確保、施設の老朽化や高齢者の増加に伴う管理・維持費の補助、住民の自主組織が地

域づくりを行うための事務局の設置とその活動費及び人件費の補助などが有効だろう。 

第 3に、共同性の想像／創造の具現化にあたっては、地域特性への配慮が重要である。
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その際、市が設置する「地域拠点」が中心的役割を担うことが望ましいだろう。「地域拠点」

と自治会地域のネットワークは本調査において十分形成されているとは言えず、今後、人

材や予算決定権などの権限を含めた地域拠点機能の見直しが必要である。 

第 4に、本調査は、地域住民の社会的繋がりが、生活の利便性や安全性など地域社会全

体の価値と関連していることを明らかにした。地域コミュニティ形成・維持への対応には、

担当部局だけで解決できるものではなく、職員全体で課題を共有する必要がある。職員の

「地域拠点」一日勤務など、職員が地域に出向き実情を直接知る機会を増やすことも有効

だろう。 

地域コミュニティの形成・維持は、1 つの施策によって成されるものではなく、総合政

策にかかる大きな課題である。多様な角度から息の長い取り組みが必要である 20。そのた

めには、担当部局にとどまらない多様な既存施策が、地域コミュニティ形成・維持とどの

ように関連し、効果を上げているのかを明らかにし、意識的かつ体系的に取り組むことが

重要である。 

 

第２節 地域の「居場所」：ソーシャル・キャピタル醸成に向けた事例研究 

 

1. なぜ地域の「居場所」は必要なのか 

1.1. 概念の整理 

ここからは、坂本[2015]を引用・再編する。 

人々の紐帯の有無や質は、個人の問題とされがちであるが、不安や孤独、健康などと深

く結びついているというのがＳＣの概念である。人と人との繋がりは個人の問題に収まら

ず、社会的課題として考えていく必要がある。先の調査においては、量的調査から地域の

居場所づくりに取り組む自治会は多様な面で地域に「メリット」を感じていることを明ら

かにした。これを受け、地域の「居場所」をＳＣが醸成される場として位置づけ、その役

割を事例から整理すると同時に、政策的課題を明らかにする。 

「居場所」という言葉は一般に、「いるところ」などの物理的な側面に加えて「身を落ち

着けていられる場所」などの心理的な側面も含意している[石本 2009]。中島ら[2007]は先

行研究の整理から、「居場所」の定義は藤竹[2000]の「自分の存在を確認できる場所」に集

約できるという。そして、「居場所」を他者との関わりをもつことで自分を確認できる社会

的居場所と、他者との関わりから離れて自分を取り戻せる個人的居場所に分類している。
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本節は、このうち社会的居場所に焦点をあてる。 

さらに、公益財団法人さわやか福祉財団[2011]は、社会的居場所の中でも地域との結び

つきを重視し、「ふれあいの居場所」を「地域に住む多世代の人々が自由に参加でき、主体

的に関わることにより、自分を生かしながら過ごせる場所。そこでのふれあいが、地域で

助け合うきっかけにつながる場所」と定義する。換言すれば、地域の「居場所」は、居住

コミュニティを単位に、多世代が自由に往来し日常的に顔をあわせるなかで、それぞれが

社会的役割を見出すあるいは確認できる場所である。そして、そのような人々のふれあい

がＳＣを醸成するきっかけになることを示唆している。 

ＳＣの主たる構成要素として、R.パットナム[2000＝2006]は、信頼・互酬性の規範・ネ

ットワークを示し、「ボンディング（結束型）」と、「ブリッジング（橋渡し型）」に分類す

る。前者は特定の互酬性を安定させ、連帯を深めるのに都合がよく、後者は外部資源との

連携や情報伝播において優れている。ただし、実際にこれらは明確に区分できるものでは

ないし、交換可能なものでもない。重要なのは、ＳＣには、互いに相反するベクトルをも

ちつつ、互いを必要とする関係にあるこれら 2つの要素が含まれているということである。 

 

１.2. 「共同体ニーズ」に対するケアの必要性 

共同体の概念からみると、地縁・血縁をベースにした「自然発生的な共同体（コミュニ

ティ）」は解体しつつあり、「意識的な共同体（コミュニティ）」を構築ないし支援する必要

性が高まっている[広井 2000]。そして、地域コミュニティの形成・維持・回復は、もはや

自然発生的な人々の行為に委ねるだけではそれを達成し得ず、意識的な繋がりを構築する

ことが必要になってきている。本論では、このような地域コミュニティの形成・維持・回

復への社会的要求を「共同体ニーズ」と呼ぶ。 

自治体において、主に共同体ニーズへの関心は地域自治の推進やまちづくりに向けられ

てきた一方で、主に個人単位で発せられる福祉的ニーズへの関心は各年齢層に区切って対

応が図られてきた。しかし、地域自治の核となる自治会活動の一員として民生委員や福祉

協力員は、個人が抱える問題に気づき、拾い上げる重要な役割を果たす。共同体ニーズと

福祉的ニーズをつなぐ役割として、かれらの役割は今後ますます重要になるだろう。地域

での暮らしにおいて共同体ニーズと福祉的ニーズは分かち難い関係であり、行政支援にお

いても地域自治と地域福祉が分かち難い関係として地域コミュニティを支える必要がある。 
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１.3. 地域の「居場所」の対象は誰か 

高齢化する地域コミュニティへの対策は喫緊の課題である。地域の「居場所」が対象と

すべきは、やはり高齢者世代なのだろうか。広井[2000]は、生物一般の機能である「生殖」

を超えて長い「子ども」と「老人」の時期をもつことが、人間の創造性や文化の源泉であ

ると述べ、これを「人間の三世代モデル」と呼ぶ。そして、「老人」という時期あるいは存

在を、それだけを他と切り離して捉えるのは妥当ではないとし、個体の一生を「世代間」

の関係性ないしコミュニケーションという要素をあわせて捉え返していくことの必要性を

強調する。 

さらに、中井[2008]は、「人間の三世代モデル」を受け、子どもと高齢者の交流が高齢者

ケアの改善に効果を上げるだけでなく、世代間交流が子どもの精神発達、特に子育て支援

において有益であることを指摘する。地域コミュニティは、元来多世代構造であり、高齢

者のみを切り離して捉えることは地域コミュニティがもつ機能を分断する恐れがある。 

 

１.4. 地域の「居場所」の重要性 

では、どのように個別・具体的な福祉的ニーズを拾い上げながら、「自然発生的な共同体」

を維持・回復させ、「意識的な共同体」を形成・維持し、地域コミュニティの共助や連帯を

強めるのか。そこでは、福祉的ニーズと共同体ニーズを同時に満たすことが求められる。

その１つの手段が地域の「居場所」である。 

そこでは、普段の生活の延長にある場所（地域資源）を活用することによりコミュニテ

ィの形成・維持・回復に効果を上げること、多様化する都市課題や限られた財源の中でさ

まざまな人が交流することにより課題解決の新しいプラットフォームができることが期待

される。以上を踏まえ、本論では、地域の「居場所」（以下「居場所」）を社会的居場所、

具体的には多世代の人々が日常的に交流し、主体的に関わることで自分の存在を確認でき

る場所、おおむね徒歩圏内でＳＣを強めるきっかけとなる場所と位置づけ、その事例研究

を行う。 

 

１.5. 調査の目的と方法 

調査は、①取組内容、②立ち上げ経緯（環境要因、動機づけ）、③ＳＣ醸成に係る地域的・

関係的変化を明らかにすることを目的とし、2014年 10 月から 12 月にかけて、12 か所に

聞取りを行った。対象は「市内で取り組む『居場所』づくり活動で、世代間交流を含むこ
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とが望ましい」という条件で抽出した。その際、Ｔ県中心都市の社会福祉協議会（以下「社

協」という）が実施する「ふれあい・いきいきサロン事業」（全 122 か所、2014年 12 月

１日現在、以下「サロン事業」）および同市の子ども未来課が実施する「青少年の居場所づ

くり事業」（全 19 か所、2014年 5 月 1 日現在、以下「青少年居場所事業」という）の登

録団体をベースにした。 

本調査が対象とした 12 の事例は表 5 のとおりである。以下、建物の形状ごとに 5 つに

分けて紹介する。各取り組みの名称はＡからＬで示す。 

 

表５ 地域の「居場所」概要一覧 

 

出典：坂本[2015]より引用 

 

2. 近隣施設を活用する 

まず、近隣施設を活用する事例を 2つ紹介する。自治会集会所を活用した事例として、

Ａは、単位自治会の範囲で、世代間交流を目的に、年に数回、芋煮会やクリスマス会など

を行っている。90世帯からなる地域で、自治会加入率ほぼ 100％、子どもの数は減少傾向

にある。この取り組みは、同自治会が主催する小中学生を対象にした学習会と、65 歳以上

を対象に手芸教室や脳トレなどを楽しむクラブが合同で行う。ただし子どもの減少に伴い

学習会は縮小傾向にある。近年では保護者へ参加の声掛けを行っても「あまりいい顔をし

ない」という。運営は、教員経験のある自治会長を中心に育成会や子ども会が一緒に取り

組む。 

このほか、Ａとは別に、親睦会と呼ばれる地域の行事があり、子どもたちも店を出す。

焼き鳥を焼くなどして手伝う高校生は、小さいころに学習会へ通った子どもたちである。

•111• 
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かれらは「自分たちがどのように地域に関わればいいのかということが薄々わかってきて

いる」という。大学へ進学した子どもが学習会の様子を見に来ることもある。 

Ａは、開設から 3年がたち、「子どもたちもお年寄りも窮屈さがなくなってきた」。近隣

施設が「居場所」として活用される例は、このほか公園、飲食店、幼稚園などがある。次

に示すのは信仰の場を活用した事例である。Ｂでは、集会所を保有しない 4つの自治会が、

月に１回、地域にある信仰の場でお茶とお菓子を囲んでおしゃべりを楽しむ。4 つの自治

会では、普段からこの施設を会議等で利用していた。コミュニティセンターの利用には 4

車線ある大通りを渡らなければならず、高齢者には頻繁な利用が難しい。各自治会の福祉

協力員 8名で運営する。運営費はサロン事業の助成金と１回 100 円の参加費で賄われる。

利用者などからの差し入れも多く「やっていけている」という。特に決まったプログラム

はないが、毎回地域の歴史について話をしてくれる利用者がおり、それを楽しみに来る利

用者もいる。 

開設当時の福祉協力員が社協からサロン事業の勧めを受け、民生委員と協力して開設し

た。「よその家へ行ってお茶を飲むようなことはそれまでなかったので、どうかな（人が集

まるかな）と思うところがあった」が、利用者からは「こういうところが欲しかった」と

いう声もあり、毎回 30人程度の人が集まる。比較的古い住宅街だが、Ｂができるまで地域

住民同士は顔も名前もほとんど知らなかった。Ｂができて以降、道で挨拶をするようにな

った。 

本節における「居場所」は、おおむね徒歩圏内を対象にすることから、地域を単位自治

会程度のエリアで捉えることが有効だと考える。この意味において、集会所の活用は「居

場所」の具体化に向けた現実的な選択肢となるだろう。 

Ｔ県内の中心都市の状況をみると、サロン事業と青少年居場所事業で集会所（公民館を

含む）を活用する団体は 96 件だった。サロン事業だけをみると全体の約７割強が利用し

ている。さらに、2013度に筆者が実施した調査（有効回答数 660）によると、自治会の約

6割（384 自治会）が集会所を「自治会の活動に自由に使える場所」としてあげるものの、

その利用頻度は高くなかった 21。この意味において、自治会集会所を会場とする「居場所」

づくりの余地は小さくない 22。また、市内中心部では人口の減少や近所づきあいの希薄化

などから自治会の解体も懸念される[坂本 2013、2014]。Ｂのような複数自治会が共同で「居

場所」をつくり、地域コミュニティが形成・維持・回復する様子は、今後同様の傾向にあ

る他の地域でも好例となるだろう。 
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3. 地域施設を活用する 

「自治会活動に自由に使える場所」として地区市民センター・コミュニティセンター（以

下「地域施設」）をあげたのは 113 自治会だった[坂本 2014]。サロン事業と青少年居場所

事業に登録する団体で、地域施設を会場とする取り組みは 9件である。地域施設それ自体

が「居場所」と捉えることも考え得るが、共同体ニーズに対する行政支援ならびに本節が

定義する「居場所」の観点からみた場合、地域施設を利用する「居場所」は多くない。以

下、地域施設を利用する 2つの事例を紹介する。 

Ｃでは、月に 4回、地区に住む 65歳以上の住民を対象に、簡単な体操とゲーム、お茶の

時間を設けている。毎回 20名前後が集う。運営費はサロン事業の助成金で賄われる。使用

用途や内容を「現場に任せてくれていることが一番いい」という。この地区のほとんどの

自治会に集会所はないため夏祭りや文化祭など地域の活動は、地区単位で行われる。子ど

もや保護者と一緒に活動することもあるが、日常的な関わりは特にない。運営者は自治会

のさまざまな役員ならびに福祉協力員のまとめ役も務め、介護予防教室等を運営してきた

経験をもつ。社協のサロン事業開始に伴い開設した。利用者のほとんどは何らかの地域活

動をやっていた／やっている人である。利用者を通じて他地区の住民が参加することもあ

る。利用者からは、ここは「少し体を動かして、大声で笑える場所」で、そのような場所

をほかに持ちあわせないという声が聞かれた。 

ひとり暮らしの高齢者に食事やお菓子を配る取り組みを通じて居場所などの集まりに誘

っても断られることも多い。そのため「居場所」は、誰かと集うことが認知症予防などに

なるという「理屈」だけでは成立せず、個別のニーズにあわせて対応できること、その担

い手は、民生委員や福祉協力員では人数が限られることが指摘された。運営者は、開催場

所について、安く借りられるのならば「空家があれば最適」だという。 

Ｄでは、2013年から、地区内の未就学児と保護者が集う場として、現在は月に 1回、子

ども向けの簡単な体操や工作などを行う。運営費はサロン事業の助成金で賄われる。この

地区はほかの地区に比べ子どもの割合が高く、その数も増加傾向にある。単位自治会ごと

の行事は少なく、お祭りなどは地区全体で取り組む。運営者は子ども会の役員を経験した

後、現在は宮っこステーションのコーディネーターやまちづくり協議会の役員を務める。 

調査の前年度となる 2013年度は、月に 2回開催し、毎回利用する者もいた。現在も地域

で会うと声を掛けられる関係にある。子どもが小学校に入学し宮っこステーションで再会
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しても、既知の間柄であるため安心感が生まれている。ただし、開催日の変更により利用

者が減り、広報活動に課題を感じている。子ども、特に未就学児を対象とする取り組みの

重要性について、運営者は次の２点を指摘した。まず、「高齢者も来て、小さいお子さんも

来て、地域の皆さんに利用してもらって初めてコミュニティセンターとしての地域の活動

づくりができる」。次に、子どもを通じた親同士の繋がりができれば、防災訓練など地域の

行事にも若い世代が足を運ぶようになるのではないかということである。このような世代

間交流を織り込んだ取り組みをコミュニティセンター全体の計画に組み込む必要性が強調

された。2 つの事例は、新規居住者も多く比較的子どもの割合が高い地域である点、集会

所のない自治会が多く地区単位で地域の行事が行われる点で共通していた。集会所のない

地域では、地域施設が重要な役割を果たすだろう。また、世代間交流への展開は少なくと

もこの事例においては確認できず、比較的子どもが多い地域であるという他の地域にはな

い利点を共同体ニーズに対する取り組みにうまく取り込めていない。 

また、事例Ｂと後述するＧでは、コミュニティセンターからの距離も問題になっていた。

地域施設の利用は、飲酒や利用時間などに制約もあり、「空家があれば最適」という言葉か

らも、「居場所」として必ずしも最適な環境ではないようだ。 

 

4. 空家・空店舗等を地域に開く 

増加する空家・空店舗の対応策の 1つとして「居場所」への活用が考えられる。ここで

は、空家・空店舗などを利用した 3つの事例を紹介する。 

Ｅでは、活動拠点として地域の中小企業から無償提供された場所を毎日正午から平日は

19時まで、土日は 17時まで開放し、誰もが自由に出入りすることができる。1976年から

児童・生徒や独居老人を対象にする多様な取り組みを行うボランティア団体が運営する。

運営費は活動内容によって協賛金を募ることもあるが、基本的に代表者の持ち出しが多く

を占めている。ただし、利用者や支援者などから提供される物や人的支援も多い。 

現在、利用者は中学生が多く、下校後に一度帰宅し、すぐにやってくる。「腹減ったー」

と入ってくるなり冷蔵庫を開け、用意してあるお菓子もすぐになくなる。ひとり親家庭の

子どもも多く、小学生の時から利用している者もいる。以前、ひとり暮らしの高齢の女性

が手押し車を押して１日に４回も来ることがあった。近年では、定年退職した男性も来る。

子どもや女性たちとのやり取りが楽しい様子で、居場所で必要になる棚などを喜んで作っ

てくれる。日頃から子どもたちの面倒をみている女性も、夫が亡くなり家に１人になった
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時に「出てきなさいよ」と声を掛けてもらったのをきっかけにバスで通っている。 

代表はこの場所を「誰にも制約されない自分たちの拠点」、「いつでも誰もが気軽に集え、

心と心の絆の和と輪を育ちあう場所」と呼ぶ。筆者が話を聞いている最中も、秋休み中の

小学生が数名遊んでいたり、保護観察で関わったという青年が訪ねてきたり、最近顔を出

してなかったからと高齢男性がお茶を飲みに来ていた。 

Ｆは、石蔵を活用し、地域の居場所としてさまざまなグループが日替わりで営業できる

カフェを目指す。石蔵のオーナーは、包括支援センターの指定管理も受ける社会福祉法人

で、運営するデイサービスを利用していた夫婦の遺族から敷地ごと寄附された。オーナー

主催で民生委員や福祉協力員を集めて認知症当事者の話を聞く機会を設けた際に、カフェ

をやってみたいという意見が出たことから、その石蔵を活用する話が始まった。 

改装は、いわゆる引きこもりの若者 7、8人が中心になり、外部資金を得ながら約 3年を

かけ自分たちで行った。保険や税金、光熱費はオーナーが負担し、運営全般に関しては社

会貢献を目的に集まるボランティアグループが関わっている。 

現在、カフェを運営するのは、認知症当事者とその家族や地域ボランティアからなる団

体で、月に３回開かれる。認知症当事者もマスターとして接客を行う。包括支援センター

の職員は患者の「重度化を予防している」と感じていた。このほか、月 1回、同団体主催

で、介護を行う男性が集い、レスパイトケアの場としても利用されている。 

客は主に、市内からや同じ敷地内にあるデイサービス利用者で、遠方からも医療従事者

や介護福祉士、認知症患者とその家族なども見学や相談を目的に来る。また、社会福祉法

人は遊休建物や農地などの地域資源の寄附を受けることも多く、その活用が課題となる一

方で、介護予防教室などが活用の担い手を見つける良い機会だと捉えていた。 

Ｇでは、店舗兼住宅として建てられた空家を２つの自治会が集会所として借上げ、月２

回、高齢者を対象に簡単な体操や季節の行事などを行っている。この地域に集会所はない

ため、これまでは主にコミュニティセンターを利用していた。しかし、コミュニティセン

ターを利用するには４車線ある国道を横断しなければならず、高齢者には「大変なこと」

であるという。 

地域住民でもある空家オーナーは、「家は人が住まないと傷むので、何かに利用してもら

えれば」と地域に貸し出した。自治会からは年間一定額が支払われるが、税金や光熱費等

はオーナーが負担している。自治会の会議や子ども会でも利用される。管轄する地区社協

会長は、オーナーは「婦人防火クラブの会長を務めるなど地域全般に精通し、地域の取組
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を理解しているため借りることができた」、「イベント（の収益）と大家さんのご厚意がな

ければ運営できない」という。 

各自治会の福祉協力員６名が中心になって運営しており、運営費は主にサロン事業の助

成金とバザー等の収益で賄われており、多少の持ち出しもある。参加費はとっておらず、

現在 15 名程度が登録・利用する。 

バザーでは、利用者が作ったお手玉やティッシュケースなどを売り、その収益は運営費

ともなる。販売も利用者が担う。すぐに売れてしまう人気ぶりで、多少でも売り上げが出

ると活気がでて、利用者から「今年もまたやろう」という声があがる。 

空家・空店舗の活用には、オーナーの理解と協力が欠かせない。3 つの事例のどれも、

運営者と建物オーナーの間に信頼関係が築かれていた。地域に役立てたいというオーナー

の想いと、地域の事情に精通する運営者がうまくかみあった結果として、実現したといえ

るだろう。だが、それらのマッチングは、日頃から地域活動に熱心な運営者が、独自に築

き上げたネットワークから「偶然」得られたものだった。 

 

5. 個人宅を地域に開く 

個人宅の利用は私的性格の強い場所を社会的な場所として地域へ開く試みである。ここ

では、3つの事例を紹介する。 

Ｈでは、週に 1 回、個人宅の庭を借り、2 つの自治会を対象に各自治会の福祉協力員 4

名でお茶会を開催している。回によっては飲食店での食事会や他の家で花の鑑賞会なども

行う。参加者は数名から十数名でプログラム内容による。参加費 100円を徴収するが、基

本的にサロン事業の助成金で「十分に運営できる」という。自宅を開放することに関して、

「本当は良くない」などの反対意見もあるが、改善を加えながら継続している。 

庭の持ち主は、約 10 年前から健康と暮らしに関する自主勉強会などを主催していた経

緯から、地域の防災マップづくりに取り組んでいた。作成資金を得るため、所有する駐車

場や庭で地域の人を招いた「ワインの夕べ」を開くなどのイベントを開催した。多くの人

が集まり、「一番感じたのは、地域の人って交流を求めている」ことだった。 

その後、設立当時福祉協力員を務めていた庭の持ち主が、自治会長と民生委員からの依

頼を受け、社協のサロン事業が後押しとなって、Ｇを開設した。「話題の提供の場としては、

庭は非常にいいのではないか」と考え自宅の庭を地域に開くこととし、役を離れた現在も

提供している。また、通りひとつ隔てた自治会の福祉協力員が、一緒に居場所の運営を始
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めたことを機に、地域の交流が深まったと感じている。現代表は「近くには住んでいたが

10 年来全然交流はなかった」、「最近はすごく濃厚に誘ってもらっている」という。 

Ｉでは、週に 1回、個人宅の一角を改装したコミュニティスペースでカラオケを行い、

毎回 10人が集まる（利用料１回 200円）。月 1回は座学と給食提供（300円）も行い 30名

弱の利用がある。地区の境界に近い場所に位置するため、利用者は複数地区にまたがる近

隣地域から集まる。広報は行っておらず利用者は口コミだけで集まっている。 

もとは、現オーナーの父親が自ら住みながら自宅を地域に開いた。生協、労働組合、体

協などでも活躍し地区の状況を熟知していた人物で、仲間と地域の「たまり場」をつくろ

うと全国を視察し、自宅を自費で改装するに至った。開設時には家族の合意を得ることに

苦労したようだ。 

2013年に前オーナーが亡くなった後は、息子がオーナーとなり、運営は開設当初からの

仲間が引き継いでいる。現在、約 15 名の運営委員で運営され、月に１度の運営会議を行

う。運営費はすべて徴収した利用料で賄っており、オーナーに毎月一定額を支払うが、税

金や光熱費はオーナーが負担している。「好意に甘えているようなところはある」という。

自治会で利用する場合もあるが、自治会は集会所も所有している。孤立死や見守り活動に

関して、利用者と同じ年齢の人の情報が入り、民生委員たちも自然に多くの情報を得られ

る。また、利用者でもある青果店の経営者は、自らがカラオケを楽しむ間、Ｉの前で野菜

の移動販売を行っていた。 

世代間交流は前オーナーの希望でもあった。現在の運営委員のなかには小学校の役員も

いるため、「やる気になればどうにでもなる」が、誰かが常駐しなければならないため実施

は難しいという。 

Ｊでは、自宅の敷地内に大がかりな遊具を設置し、地域の子どもに毎日開放している。

あわせて年 4 回、筏作りやそうめん流しなど家族で参加できるイベントも行う。50 から

100 人が集まる。参加者は主にチラシを配る近隣地区住民だが、市内各所や県外からも来

る。外国人住民も含まれる。普段は、オーナー兼団体代表者が運営し、イベント時には 20 

代から 60代まで十数名の仲間と一緒に活動している。 

オーナーは 10年間、地域の広報誌の責任者を務め、そのほかにも体育指導員、ＰＴＡ会

長、自治会長を務めた経験をもつ。きっかけは、公共施設内に設置された子どもの居場所

で、ゲームで 1人遊びをする子どもを見てショックを受けたことだった。自ら子どもの遊

び場をつくることを計画し、当初はツリーハウスを作る計画で努力を重ねたが、行政から
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の後押しを得られず断念し、自宅を開くに至った。立ち上げの際にはＪＴの助成金を得た

が、現在は市の青少年居場所事業の補助金で賄う。イベントの際だけ参加費を実費として

徴収し、スタッフはほぼ無償で活動する。 

「居場所」の対象は子どもだがイベントでは大人も楽しんでいることから、保護者同士

が顔見知りになり街なかで会った際に声を掛けられるように、イベントでは参加者全員に

名札を作る。現在、「子どもに１人でしつけはできないから、高齢者の知恵を授からなけれ

ば」と、包括支援センターの支援を得て自治会公民館で行っている高齢者向けの健康づく

り教室と一緒にできる活動を模索している。 

3 つの事例はそれぞれの利用者の対象範囲が異なった。Ｈは近隣自治会、Ｉは複数の地

区、Ｊは近隣の複数地区を中心に県内外から集まっていた。ただし、ＳＣ醸成の様子に関

しては、ブリッジングとボンディングの要素が、それぞれ相互に強めあっている様子があ

った。 

Ｈは、地域の独居老人の居場所づくり（ボンディング）をとおして、運営者同士の日常

的な交流を活発にし（ボンディング）、イベントの開催で地域外とのネットワークを広げて

いた（ブリッジング）。Ｉは、カラオケという目的で比較的広域から集う（ブリッジング）

一方で、利用者が地域住民を対象に野菜の移動販売を始めていた（ボンディング）。Ｊは、

子どもの遊びを目的とする居場所で県外からも参加者が集まる（ブリッジング）が、保護

者同士や地域の高齢者との交流へ広げる模索につながっていた（ボンディング）。 

 

6.  福祉施設を地域に開く 

高齢者の増加に伴い福祉施設も増えているが、ここでは施設を地域へ開こうとする２つ

の事例を紹介する。 

Ｋは、ケアハウスや特養老人ホーム、研修センターなどが入った高齢者向け複合施設の

建替えに伴い、2013年に施設内に新設された地域交流室の隣で、週に 3回開かれる、駄菓

子店である。店番はケアハウスの住人である。開店当初は小中学生も来ていたが、現在は

ほとんど来ない。地理的にも来にくいのではないかと担当者は話す。同じフロアにカフェ

も設置されている。従来、「高齢者福祉施設は、地域との接点づくりが難しく、近寄り難い

遠い存在」だったことから、生活相談員や栄養士、介護士が入った地域福祉ネットワーク

プロジェクトを立ち上げ、「地域社会に開かれた高齢者福祉施設」を目指す地域交流室とし

て設置された。育児サークルやＰＴＡ活動などにも無料で開放している。市内だけでなく
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隣接自治体からも少しずつ増えて、認知症の施設利用者もふらりとやって来る。 

カフェ開業の際、自治会等へ挨拶にまわり飲み物の無料券を配布したが、集客にはつな

がっていない。さらに、施設職員の中には利用者が余暇やお遊戯などをして使用する場所

だと理解する者も多く、地域交流室の目的を浸透させることも課題だという。 

Ｌは、2 つの地区を対象に介護事業を行う社会福祉法人が無償で貸す特養老人ホームの

１室で、自治会が中心となって運営する喫茶店である。さらに同施設内の地域交流室も無

償で貸出され、ＮＰＯが週 3回有料で子育てサロンを運営している。今後は地域の図書館

や学習支援塾などにも取り組む予定である。同法人では、2013年に「地域社会に貢献する

事業や活動」についての検討を目的に地域福祉研究会を立ち上げ、「世代間の交流を含めた

気軽に集える場所」をつくる検討と取り組みが行われている。 

子育てサロンができた当初は、子どもたちが高齢者を怖がる場面も見られたが、今では

子どもからタッチを求めるような様子もあり、利用者も子どもたちが来るのを楽しみにし

ている。喫茶店事業では、「まだ地域には広まっていない」という一方で、毎日来る人がい

たり、日によっては子どもがふらりと立ち寄ったりする場面も出始めている。 

Ｔ県内の中心都市において福祉施設が地域に開かれる例はまだ限られており、福祉施設

が「居場所」になる試みはまだ試行錯誤の段階にある。これらの事例は市内では先駆的な

試みといえるだろう。 

全国的にみると、老人ホームと幼稚園を併設するなど、高齢者ケアを基軸とする子ども

と高齢者の交流（幼老統合ケア）の試みはその効果が実証されてきた。さらに近年、自治

体と社協の協働によりコミュニティ・ソーシャルワーカーなどを配置し、個人が抱えるさ

まざまな問題を地域住民と協働で発見し解決を目指す取り組みが成果をあげている。福祉

的個人ニーズに対する専門的ノウハウをもつ福祉事業が、地域との交流を深め、地域のＳ

Ｃ醸成を促すポテンシャルは高い。 

 

7. 地域の「居場所」をつくるには 

7.1. 地域の「居場所」の特徴と課題 

本論で取り上げたどの事例も運営者は息の長い地域貢献活動の延長線上として「居場所」

づくりに取り組んでいた。そしてそこにやりがいや楽しみを見出していた。 

「居場所」づくりは、市民の主体的な活動の中から生まれて初めて意味をもち、持続的

なものとなる。また、12 の事例からは、建物（利用圏域、用途適正など）と地域特性（立
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地環境など）の適性を図ることの重要性がわかる。特性を活かした多様な形態の「居場所」

が、自治会のエリアに縛られず、モザイク状に広がることが望ましいだろう。そうなるこ

とで、個人のニーズにあった「居場所」を（複数）選ぶことができ、多様化する共同体ニ

ーズに柔軟に応えることが可能となる。 

「居場所」の事例全体を見渡してみると、いくつかの共通項がみえてくる。第 1に、キ

ーパーソンの存在である。運営者はすべて、自治会長、福祉協力員などの従事者あるいは

経験者で地域のことを良く知る者だった。第 2に、そのようなキーパーソンに対し社協の

積極的な働きかけ（サロン事業）が立ち上げのインセンティブになっていた。 

その際、助成の金額よりも用途規定が緩やかであることが開設と継続のハードルを低く

する要因の１つになっていた。第 3に、集会所の有無が、個人宅、地域施設、空家・空店

舗などの地域資源の活用につながっていた。ただし、ここにはほかに利用できる場所がな

いという消極的な理由も含まれる。第 4に、すべての取り組みに何らかの形態で飲食が伴

った。カラオケや健康づくりの体操を目的とする場所でさえお茶やお菓子が出され、参加

者同士の何気ないやり取りが行われていた。 

さらに、ＳＣ醸成に係る地域の変化に関しては、第 1に、「居場所」ができたことで、住

民同士が日常的に挨拶できる関係が生まれていた。本来地縁的繋がりが強いと思われた旧

市街地域でも変化が確認された。第 2に、運営者が「地域の人は交流を求めている」と感

じていたり、利用者が「大勢と大声で笑えるような場所はほかにない」と感じていたり、

次回の開催を待ち望む様子がみられるなど、共同体ニーズの掘り起すことができていた。 

居場所運営に関する共通の課題としては、男性の参加者が少ないことがあげられる。参

加していたほとんどの男性は、自治会長や福祉協力員など地域の役職を経験した者に限ら

れていた。 

 

7.2. 政策提言 

以上を踏まえ、政策提言として以下 5つをあげる。第 1に、行政施策における地域コミ

ュニティの捉え直しである。行政のセクションは、多様化・複雑化する現状に即してこれ

まで細分化・専門化されてきた。地域コミュニティが元来もつ多世代構造の観点からもう

一度地域を眺め、行政セクションを見直すことが重要である。 

第 2に、地域資源としての建物（ハード）と地域特性（ソフト）のマッチングおよび寄

り添い型コーディネート体制の構築である。本節から空家・空店舗、個人宅も「居場所」
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となり得ることが明らかになった。他方で、地域のキーパーソンが「居場所」づくりに重

要な役割を果たしていた。市民の自発的活動の芽を摘み取ることなく、開設前後を含め継

続的に支援できる体制整備が不可欠である。 

第 3に、自治体と福祉事業との連携強化である。特に社協が実施する福祉協力員制度は、

本調査が対象とした市では市内に約 2,400人の福祉協力員を配置しており、地域に与える

影響も小さくない。「居場所」づくりにおいても重要な役割を果たしていた。加えて、今後

福祉施設が「居場所」として地域に開かれＳＣ醸成に寄与することも期待される。地域自

治の推進を主とするコミュニティ政策と、個人ニーズへの対応を専門としてきた福祉関連

事業との一層の連携が重要である。 

第 4に、コミュニティ施策に係る助成金等の利用目的の緩和である。多世代構造の視座

に立てば、現在特定の年齢層を対象に出される助成を組み合わせて、１つの事業に充てる

ことなども考え得る。また、人々が集う場所には飲食が伴った。飲物や食べ物を囲むこと

が、地域のＳＣ醸成に一役買う可能性は小さくない。 

第 5に、「居場所」の一体的可視化である。「居場所」は多種多様な形態で運営される。

そのため「居場所」創出の推進には、一定基準を満たす場所を認定、共通の掲示用プレー

トを配布するなどし、多くの人々と課題を共有するとともに、運営者の想いを地域に波及

させることが重要になる。 

本節の主張は、共同体ニーズへの対応が地縁・血縁をベースにした共同体への回帰を意

味するものではない。重要なのは、地域コミュニティを多世代構造として捉え、地縁・血

縁をベースにした共同体を大切にしながらも、世帯ではなく個人を単位とする（意識的な）

地域ネットワークとでもいうような性格のものを新たに施策に取り入れていくことである。 

「居場所」で醸成されるＳＣの社会的・地域的効果は、日常的な挨拶となり、暮らしの

なかの小さな喜びとなり、安心感となり、地域に目を向けるきっかけとなる。それはやが

て隣人への気遣いとなり、声を掛けあう小さな勇気として現出する。また、こうした日々

の住民同士の繋がりが近年多発する自然災害の備えとなるだろう。 

これは自治会加入率だけで測れるものではない。「居場所」＝（ハードとしての）場所の

設置という認識から一歩踏み込むことが必要である。地域のために動こうとする人々に、

自治体職員と施策がどこまで寄り添えるのかが問われている。 
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第３節 外国人の非常時につながる関係資本の現状 

 

1. 目的と背景 

地域の「居場所」の事例調査では、外国人住民の利用は確認できなかった。一方、東日

本大震災以降、関東・東北豪雨や熊本地震など大規模な自然災害が増加し、防災への関心

が高まるなか、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の感染拡大により、自然災害と同

時に感染症への対策を迫られている。複合災害への備えが急がれるが、過去の自然災害発

生時には、避難の遅れや避難所における外国人住民とのトラブルなども起きている。地域

コミュニティにおける日ごろからの外国人住民を含んだ相互理解や関係構築の必要性と重

要性がますます高まっている。本節は、坂本[2021]を引用・再編する。 

少子高齢化を伴う人口減少による労働者不足が顕著になってきているなか、2017年には

技能実習法が施行され、2019年には新たな在留資格が新設されるなど、日本における外国

人労働力の受け入れが急速に拡大している。一方、1990年代以降に急増した日系南米系を

中心とする外国人住民は、現在、定住化傾向にあってもなお、地域コミュニティにおける

日本人住民との相互関係の構築をめぐって課題を抱えている。梶田ら[2005]は、ごみの出

し方など地域のマナーが共有できない要因はエスニシティの差異で捉えられないと指摘し、

解決には労働環境を安定化させるための権利の確立や、移民コミュニティを市場媒介型か

ら互酬扶助型に移行させるような環境整備の必要性を示す。2020 年に、2006 年の設置以

来、初めて改訂された「地域における多文化共生推進プラン」では、外国人住民の社会参

画や地域への関与の推進が一層求める内容となっている。 

また、過去の自然災害における反省から、災害時対応を念頭においた地域住民の互助の

重要性が強調されるようになったが、未だ外国人住民は「支援される者」として捉えられ、

「支援する者」として捉えられることは少ない。熊本地震など外国人が支援者として地域

で活躍した事例も報告されるが、片岡[2016]は外国人住民を交えた地域防災力の見直しを

指摘する。 

他方で、地域の日本語教室は「ニューカマー女性のエンパワーメント」としての役割[野

口ら 2018]や、地域の日本語教室における「防災・減災学習のための教材開発」[小口 2019]

が行われるなど、外国人住民にとって地域の日本語教室は単に日本語を学ぶにとどまらな

い地域社会との接点として重要な場となり始めている。しかし、日本語教室と外国人住民

の地域の「居場所」としての関係、延いては、災害や感染拡大といった非常時に力を発揮
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した社会関係資本が、平常時においてどのように構築・獲得されたのか、その実態を構造

的に明らかにした研究は管見の限り未だない。新型コロナウイルス感染症感染拡大に伴う

外国人住民の生活実態を明らかにすることは、地域コミュニティにおける外国人を含めた

防災のあり方の検討や、外国人住民が散住する地域における取り組みに対する基礎資料と

なる。 

以上を踏まえ、本節では、非常時における社会関係資本が平常時にどのように構築され

たのかを構造的に明らかにすることを目的とし、外国人の散住地域に位置づけられるＴ県

を対象に、地域の日本語教室および同県に所在する技能実習生の監理団体における感染拡

大前後の状況を明らかにする。 

 

2. 調査の方法 

 本節では、Ｔ県に所在する日本語教室および技能実習生の監理団体を対象に、アンケー

ト調査を実施した。日本語教室および技能実習生の監理団体は、平常時から外国人住民で

ある日本語教室の受講生や技能実習生との関係構築が行われてており、非常時においても

かれらの状況を比較的良く把握していると考えられる。 

対象としたＴ県は、2020 年末現在、外国人住民は 4 万人（総人口比約 2%）を超えてい

る。2019年に同県を襲った大型台風の上陸の際には、Ｔ県国際交流協会に台風発生の直後

から災害多言語支援センターが設置され多言語で情報発信がなされたり[坂本 2020]、新型

コロナウイルス感染症による緊急事態宣言が出された際には、直後から 19言語で 24時間

対応できる相談窓口が設置されたりするなど、全国的にみても非常時にいち早く対応して

いる地域である。その一方で、浸水被害がでた際に、幼児を抱えた外国人家庭の避難が遅

れ、床上浸水でドアが開かなくなったなどの事例も発生している。 

日本語教室は、Ｔ県国際交流協会のホームページに掲載されている「外国人を対象とし

た日本語教室一覧」（2020年 4月 1日現在）にある全 43教室を対象とし、調査票が郵送さ

れた。実施期間は、2021年 2月 18日～3月 15日の約 3週間とし、その後返送があったも

のも有効とした。ただし、2 通は宛先不明で届かなかった。また、教室が異なっていても

運営者が同じであることが判明した 3 票（全 8 教室が該当）については、1 つの調査票で

回答してもらった。回答は郵送またはメールで回収され、有効回答数は 19（回収率約 52.8％、

ただし届かなかった 2 通は母数から除いた）だった。本節中では、回答数に合わせ、1 票

の回答を 1教室とする。 
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調査の内容は、感染拡大前における生徒および運営者の概要や受講生との交流の有無、

そして感染拡大後における教室の開催状況や生徒との交流の状況など、全 16 項目につい

て聞いた。 

次に、技能実習生については、外国人技能実習生機構のホームページに掲載されている

「監理団体一覧（一般監理事業）」および「監理団体一覧（特定監理事業）」（2021 年 2 月

15日現在）から所在地がＴ県にある全 31組合（一般監理事業 21、特定監理事業 10）を対

象に郵送で調査票を配布した。実施期間は、2021年 3月 1日～3月 20日の約 3週間とし、

その後返送があったものも有効とした。すべて郵送で回収され、有効回答数は 12 だった

（一般監理事業 8、特定監理事業 3、不明 1、回収率約 38.7％）。 

この調査では、感染拡大前における主な技能実習生の受入業種と派遣先、従業員同士や

地域との交流の状況、技能実習生の防災や非常時に備えた関係形成に対する対応状況につ

いて、そして、感染拡大後（2021年 2月現在）における技能実習生の出入国の状況や感染

症予防対策に関する工夫、技能実習生の情報現に関する状況や変化など、全 21項目につい

て聞いた。 

 

3. 日本語教室を通して見えてきた外国人住民の実態 

3.1. 平常時における状況 

 平常時における日本語教室の運営状況について、開催頻度は月に1～40回（中央値4回）、

指導者数は 1～76名（中央値 7名）、受講生は年間平均 4～900名（中央値 20名）と、指導

者の数と教室に通う生徒数は教室によって大きく異なった。指導者の年間 1人当たりの受

講生の数からみても 0.5～900名と開きが大きい。 

 生徒の主な出身地について上位 3か国を聞いたところ、順位ごとに最も回答数が多かっ

た国籍として、1位がベトナム（11教室）、2位がフィリピン（5教室）、3位もフィリピン

（3教室）だった。回答された国の数は、1位で 6ヵ国、2位で 10ヵ国、3位で 12ヵ国の

名前があげられており、ベトナム人やフィリピン人の利用が比較的多いものの、生徒は多

国籍化していた。 

 さらに、生徒の主な職業について上位 3 つをあげてもらったところ、1 位では全体の 7

割に当たる 14教室で製造業（エンジニアや実習生の表現を含む）だった。2位では同じく

製造業が 6 教室、次いで主婦・専業主婦が 5 教室あった。3 位では主婦・専業主婦がもっ

とも多く 8教室だった。生徒は製造業に携わる技能実習生やエンジニアと、主婦が大半を
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占めていた。 

 日本語教室における指導者と生徒の交流の状況について、15教室が日本語教室以外でも

生徒と指導者の交流があると回答し、15教室が日本語教室での学習内容以外に質問や相談

を受けることがあると回答した。これら「交流」と「相談」の関係について、日本語教室

以外でも生徒と指導者の交流があり学習内容以外に質問や相談を受けることがあるのは

13 教室、交流はないが相談はあるのは 2 教室、交流はあるが相談はないのは 2 教室だっ

た。相談の内容（自由記述）は、①ゴミの分別、②学校関連の手紙や諸手続き、③年金や

税金など行政からの通知、④病院に関する手続きや付き添い、⑤子育てや家庭内の問題、

の 5つに概ね分類できた。この他、「日本人とのつきあい方」、「自治会とは」、「冠婚葬祭に

ついて」など地域コミュニティへの参加に関わるような内容も含まれた。観光や日本文化

といった文言はほとんどなく、いずれも日本で暮らしていく上でより必要な内容があげら

れていた。さらに、日本語教室に通う生徒や身近な外国人の日本語の学習環境について感

じている課題（自由記述）として、日本語教室までの距離や仕事、子育てが原因で通いに

くい/通えないこと、教室に通い始めてもすぐに来なくなってしまうこと、外国にルーツの

ある子どもの進学や学習環境に関すること、技能実習生の利用割合が高く「会社で教材や

授業料を負担してもらいたい」「定住者も通いやすい、学びやすい環境を探る」必要性など

が課題として挙げられた。 

 

3.2. 新型コロナウイルス感染症感染拡大後における状況 

 有効な回答を得られた 16 教室すべてで、感染症への不安や利用していた施設が使用で

きなくなったことを理由に、一定の期間、教室を閉鎖していた。回答を得られた時点にお

いて、再開の見通しがまったく立っていなかったのは 1教室のみで、その他は再開または

一部再開していた。再開の理由として最も多かったのは、利用していた施設が利用できる

ようになったというものだったが、学習者からの要望（4教室）やオンラインでの再開（1

教室）なども含まれていた。 

日本語教室の閉鎖中に、生徒へ連絡することがあった/あると回答したのは 11教室、生

徒から連絡がくることがあった/あると回答したのは 13教室、特に連絡は取っていなかっ

た/いないと回答したのは 5教室だった。生徒と指導者の相互の連絡状況について、生徒へ

連絡することも生徒から連絡がくることもあった/あるのは 10教室で、生徒へ連絡するこ

とはあっても生徒から連絡がくることはなかったのは 1教室、生徒へ連絡することはなく
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ても生徒から連絡がくることはあったのは 3教室あった。 

連絡の内容（自由記述）は日本語教室の再開の有無に関するものがもっとも多かった。

ただし、「日常の相談。コロナに関すること」、「特に用がなくても挨拶だけや日常で起きた

ことなどをメールしていました。〈日本語能力試験への〉モチベーションが何とかつながる

よう応援していました」（〈 〉は筆者加筆）、「新型コロナウイルス発生直後から、3 密の

説明やマスクの作り方、免疫力の話、ウイルス関連の不審なメールの注意喚起や、Ｔ県国

際交流協会で出している（省略）情報を数回に分けて手渡しおよび発送をした」、「子ども

の学校について。勉強をしたいので自宅でできるプリントがほしい。Ｔ県国際交流協会よ

りプリントが送られてきた時はその団体について Telしたり、配布したり」と、外国人住

民にとって非常時の支えとなり得る情報の提供や交流があったことが明らかになった。 

 

3.3. 見えてきた実態 

 以上の現状から、感染拡大前の平常時において、日本語教室以外での交流の有無と学習

内容以外の相談の有無は必ずしも一致しなかったが、約 8 割にあたる 15 教室で学習内容

以外の相談ができる関係を築いていた。これに対し、感染拡大後の非常時において、約 7

割にあたる 14 教室で、非常時であってもなんらかの連絡を取り合える関係があることが

明らかになった。指導者からは学習意欲に対する配慮だけでなく、子どもや感染症対策に

関する情報をサポートしているだけでなく、指導者から連絡をしていなくても生徒から連

絡があった事例が 3教室あった。 

教室外での「交流」および「相談」の有無と日本語教室閉鎖中の連絡状況からは、平常

時の交流や相談があった教室ほど日本語教室閉鎖中も連絡をとっていることが明らかにな

った（表 6）。 

 

表６．平常時においける教室外での交流・相談状況と日本語教室閉鎖中の連絡状況 

 

生徒へ連絡が
あった/ある

生徒から連絡が
あった/ある

特に連絡はとって
いなかった/いない

教室外の交流 あり 8 9 5
なし 2 3 0

教室外の相談 あり 9 11 4
なし 2 1 1

(教室)

日本語教室閉鎖中の状況

平
常
時

の
状
況
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今回の調査ではサンプル数が少なく、統計的な見地からこれらを普遍化することはでき

ないが、すくなくともＴ県内における日本語教室では、外国人住民が平常時から学習以外

の生活に関わる相談もできるような社会関係資本を獲得しており、非常時に連絡をとった

り、指導者側から何らかの支援を受けられた事例もあることが明らかになった。他方で、

地域の日本語教室の運営状況は、各所で運営体制にかなりの開きがあり、技能実習生の利

用の割合が高いことに課題を感じている教室もあることも明らかになった。 

 

4. 監理団体を通して見えてきた技能実習生の実態 

4.1. 平常時における状況 

本調査では、監理団体の種別とは別に登録支援機関であるかどうかも聞いた 23。監理団

体の所在地と技能実習生の派遣先は必ずしも一致しない。監理団体種別は一般監理事業 8

団体、特定監理事業 3団体、無回答 1団体、併せて登録支援機関でもあると回答したのは

申請中のものを含め、5団体だった。 

取り扱う主な業種（複数回答）は、多い順に、機械・金属関係が 7 団体、建設関係が 4

団体、農業関係、食品製造関係、繊維・衣服関係が各 3団体、介護関係が 1団体、その他

が 3団体だった。主な受入国別で多くを占めたのはベトナムで、その他、中国、フィリピ

ン、カンボジア、インドネシア、タイの順番に多かった。主な派遣先は、Ｔ県内やその隣

県が大半を占めた。 

監理団体では様々な支援も管理・監督業務のひとつに含まれるが、ここでは、平常時の

関係資源獲得に関わると思われる、技能実習生を対象にした防災訓練の有無、仕事以外で

従業員同士と交流する機会の有無、仕事以外で地域の人と交流する機会の有無、相談支援

体制の有無について聞いた（表 7）。さらにそれらに「ある」と回答した団体には、具体的

な内容を自由記述できいた。 

 

表７．平常時の関係獲得と関わる機会や体制の有無 

 

ある ない わからない 無回答
生活に関する相談体制 11 0 1 0
技能実習生を対象にした防災訓練 9 3 ー ー
仕事以外で従業員同士と交流する機会 8 0 4 0
仕事以外で地域の人と交流する機会 6 1 4 1

(団体)
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平常時における地域住民との関係獲得に関わる機会や体制が「ある」と回答した団体数

を多い順にみていくと、相談支援体制については 11 団体中 9 団体で相談員や通訳を配置

しており、この他、通訳を伴った定期的な巡回指導や、オフィスの一部を実習生のコミュ

ニティスペースとして開放したり、ＳＮＳを活用した生活面での困り事や悩み事にも対応

したりしている団体もあった。次に多かった防災訓練では、来日時の研修の際に実施され

るケースが多かった。これらは監理団体として体系的な整備が進んでいるものと思われる。 

一方、従業員同士や地域の人との交流の機会については、監理団体が把握していないケ

ースも多く、把握されていた場合であっても、その頻度や働きかけの有無は受入企業に任

される部分が大きいことが推測された。具体的みると、従業員同士の交流については、歓

送迎会や忘年会、食事会といった催しごとが行われていたが、「全ての受入企業で実施して

いるという事ではありません」という回答もあった。そして、地域の人との交流の機会に

ついては、「清掃奉仕」、「祭りへの参加」、「地域行事の参加を推奨」といった単発的なもの

から、「各自治体で開催している日本語講座（無料）等に参加している実習生はおります」、

「実習生用に畑を用意しているので、畑作業中とかに〈地域の人と〉交流しているようで

す。よく近所の人に〈技能実習生が〉野菜をもらったりしています」（〈 〉は筆者加筆）

といった日常的なものがあった。 

 監理団体が技能実習生を企業等へ派遣するにあたり、企業等に対し技能実習生の防災や

非常時に備えた周囲との関係形成に関して指導等を行っている項目（複数回答）を聞いた

ところ、一番多かったのは「生活に関する相談体制づくり」ならびに「地域の人と交流す

る機会づくり」が 7団体、次いで「従業員同士の交流の機会づくり」が 5団体、「防災訓練

等の実施」ならびに「地域の防災訓練等への参加」が 3団体、「その他」が 3団体だった。

「その他」では、「受入企業経由で防災情報等知らせています」、「ＳＮＳコミュニティを通

じて、防災に関する情報を共有しています。実習生の寮にも防災、災害対応マニュアルを

作成し、指導しています」、「緊急事態宣言時の連絡網（グループライン等）を各現場責任

者（組合職員）が構築することで災害時を含め連絡が可能となっております」といった、

非常時に備えた独自の連絡体制を構築していた。 

さらに、非常時を含む技能実習生の生活支援で感じている課題について（自由記述）は、

「実習生はスマホ、携帯電話を持っていないので、災害時の安否確認に不安感があります」、

「スマホ・タブレット・パソコン端末が Wi-Fi接続時しか利用できない実習生が多い。停

電や避難中に端末が利用できなくなる点が心配です」、「日本語での情報が十分に実習生に
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伝わるかどうかが心配」、「停電時等インターネットの環境がないと連絡がとれなくなって

しまう事が心配」など、回答した 6団体すべてがインターネットを介した文字での連絡に

ついて何らかの不安を抱いていた。そして、「監理団体として災害対応はとっておりますが、

自ら命を守る行動が求められる事態となった時、地域住民・行政のサポートは必要かと思

います」という意見もあった。 

 

4.2. 新型コロナウイルス感染症感染拡大後における状況  

新型コロナウイルス感染症感染拡大後の状況について、出入国の状況および、感染症対

策に関する対応と技能実習生の様子についてきいた。 

まず、出入国について、帰国または入国できない技能実習生が 2020年と調査を実施した

2021年 2月現在で、最大で何人いたかをきいた（表 8）。 

2020年では、帰国できない技能実習生がいたのは 7団体で合計 145名、入国できない技

能実習生がいたのは 10 団体で合計 202名だった。2021 年 2月現在では、帰国できない技

能実習生がいたのは 6 団体で合計 92 名、入国できない技能実習生がいたのは 5 団体で合

計 61 名だった。2021 年 2 月現在において、帰国できない状況にある技能実習生がほぼＴ

県内に 100名近くいることが確認された。「ベトナム帰国者が〈飛行機の〉便がない為 1年

待ちもいる」（自由記述、〈 〉は筆者加筆）状態だという。 

 

表８．技能実習生の出入国状況 

 

 

このような事態における監理団体での対応（自由記述）として、派遣する企業には、「新

たにパート雇用するなどして、人手不足に対応」、「日本人の労働者や特定技能外国人の労

働者派遣会社などの紹介」を行っていた。帰国できない技能実習生には、「組合の寮を住ま

いとして提供。帰国できるようになるまで仕事が続けられるよう企業と相談。大使館へ相

あり なし 無回答
1団体あたり
の人数の幅

最大時
合計人数

帰国できなかった者 7 3 2 3～40 145
入国できなかった者 10 1 1 2～85 202
帰国できない者 6 3 3 3～36 92
入国できない者 5 4 3 2～21 61

(団体) (人)

2020年の最大時

2021年2月現在
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談など（臨時便）入国待機実習生へ入国できるまでの生活費を補助（企業と協力）」、「引き

続き会社で働けるように短期ビザの申請をします」、「無償でアパート及び食料（1人/月 2

万円程度）を提供」といった対応がとられていた。さらに、入国できない技能実習生には、

「入国有効期限を現地の総領事館へ手続きして期間をのばした」、「各国感染状況及び対策・

対応が異なるため情報収集に努めた」という回答が得られた。この他「未だに（技能実習

生が）入国が出来なくてこまっています」、「継続雇用が困難な場合は、雇用可能な他の組

合員に依頼。働き先がない or働く意欲のない実習生は、組合で保護」。（〈 〉は筆者加筆）

といった回答もみられた。“困難”や“保護”といった表現からは、出入国で足止めされて

いる技能実習生の数は 2020 年の最大時より減少していても、技能実習生の雇用や生活は

依然として非常時ともいえる状態が続いていることが明らかとなった。 

次に、感染症対策に関して、感染拡大に伴って技能実習生へ新たに行った対応を聞いた

ところ、特にないと回答した団体も 2団体あったが、回答を得られた 9団体中 3団体で、

Ｔ県国際交流協会が提供している多言語総合窓口を挙げた。この他にも行政や外国人技能

実習生機構の母国語相談などの情報をＳＮＳを使って発信したり、「日本国内のコロナの

現状を月 1回の巡回時に通訳を通し指導」、「コロナ類似症状の実習生に対し、隔離施設の

無償提供及び PCR検査の無償実施」などがあげられた。 

 さらに、技能実習生自身が、新型コロナウイルスに関する情報を主にどのように得てい

るかについて知っている範囲で回答を求めたところ、職場の日本人が 6団体と最も多かっ

た（複数回答、自分で：2、職場の技能実習生同士：1、会社以外の支援機関：1、日本によ

る同胞：2、母国にいる家族友人：2、わからない：1、その他：3）。 

 感染拡大の長期化に伴い、今後懸念される問題や必要だと思う支援については、計画的

な受け入れが出来ないことによる監理団体および受入企業の負担や今後の対応への懸念 24

や技能実習生が犯罪に巻き込まれないための生活支援の必要性 25が示された。 

 

4.3. 見えてきた実態 

 監理団体を通して見えてきた技能実習生の実態として、生活相談体制は母国語や相談

員が配置されるなどの整備も整っていたが、長期化する感染症対策においては働かない/

働けない技能実習生の生活確保や犯罪に巻き込まれないような配慮など監理団体だけでは

対応しきれないケースもあるといった切実な回答も見受けられた。 

平常時における周囲や地域との関係構築には監理団体や受入企業によるところが大きく、
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特に地域との交流については監理団体から企業への指導も比較的多く行われていながら、

実態としては生活相談体制などに比べ支援の仕組みは整っておらず、各企業に委ねられて

いる部分も大きいようである。地域の防災訓練への参加を促す監理団体もあったが、多く

は入国時の研修として防災訓練が実施されていた。地域の防災訓練に参加するなど、より

居住する地域コミュニティのなかでの社会関係資本の獲得が課題となるだろう。 

また、技能実習生の情報源は、母国語を同じくする社内の同僚や国内の同胞ではなく、

日ごろから交流のある日本人である可能性が高いことが明らかになった。これは、平常時

における関係構築が非常時にも機能したとも捉えられるが、日本社会との接点が社内の日

本人に限られていることや周囲の多言語情報にたどりつけていないことなどの可能性も高

く、大規模自然災害などを念頭にした場合に十分な社会関係資本を得ているとは言い難い

だろう。 

 

5. まとめ 

 本節では、非常時における社会関係資本が平常時にどのように構築されたのか、その構

造に着目して整理してきた。日本語教室では、日本語の学習機会を通して学習以外の生活

に必要な相談もできる社会関係資本を獲得していた。日本語教室が閉鎖された非常時にお

いても連絡を取り合える関係にあり、日本語教室が外国人住民にとって平常時と非常時を

つなぐ社会関係資本獲得の場として機能している可能性を示唆する結果となった。しかし、

日本語教室におけるこのような機能は偶然性と指導者の善意に支えられていると言ってよ

いだろう。日本語教室の運営体制は地域によって大きく異なっており、今後、地域の日本

語教室における役割の拡大をどのように整備すべきかについては課題が残る。 

他方で、技能実習生は、法に基づいた監理団体により生活支援に関する相談体制が体系

的に整えられていた。母国語での対応や相談員の配置など平常時における支援体制は比較

的充実していることも明らかとなった。しかし、技能実習生の地域との接点は限定的で、

地域コミュニティにおける社会関係資本の獲得は、監理団体や受入企業の努力に委ねられ

ているようである。感染拡大に伴う非常時が長期化する中で、一部の結果からは監理団体

や企業だけでは対応できない状況まできていることも推測でき、自然災害などを念頭にお

いた地域コミュニティにおける技能実習生の社会関係資本の獲得には、課題が残った。 

 また、今回の調査からは、技能実習生が地域との接点を日本語教室へ通うことで得てい

ると捉えた監理団体があった一方で、日本語教室で技能実習生の割合が高まったことに課
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題を感じている教室もあり、地域で支える視点からの課題整理も必要になっている。技能

実習生と地域社会の接点が希薄ななかにおいて、地域コミュニティにおける日本語教室の

役割やその体制整備を考えることは、外国人労働者を含む外国人住民が、今後どのように

地域社会のなかで主体的に活動できる環境を整備していくのかを考える上での課題を示し

たと言えよう。 

 

第４節 小括 

 

 地域コミュニティの形成・維持に係る人々の認識は、時代と共に移ろってきた。高度経

済成長期における働き方や暮らし方の変化は、近所づきあいの煩わしさを色濃くさせ、地

域のために使える時間を奪い、より合理的で個人に直結する利益に価値を求める傾向を強

めた。孤立死などが顕在化してくると、地域住民同士の関係の希薄さを見直そうとする動

きとなった。そして、東日本大震災以降、多発する自然災害は近隣住民との関係の重要性

を浮き彫りにさせたし、世界的な新型コロナウイルス感染拡大による厳しい移動制限は、

顔を合わせ、言葉を交わす大切さを再認識させた。 

社会的効率性とは何か。人口が急速に減り、外国人抜きには社会が維持できないなかで、

地域コミュニティは形成・維持は、原点回帰しようとするノスタルジックな感傷だけでは

成し遂げられない。現代の生活様式に合わせた自治会等地縁組織の適正化と、組織運営の

合理性の追及とは異なる観点から社会的効率性を検討する必要がある。 

第 2章では、地域コミュニティにおけるソーシャル・キャピタル（社会関係資本）の状

態が、地域特性や自治会の規模によっても異なることを明らかにした。これは、適正規模

に対する判断の基礎となりうるし、多様性を包含んだ地域コミュニティ政策の必要性を示

唆する結果でもある。また、地縁組織による地域の「居場所」づくりが、住民の紐帯や互

助を強める可能性が統計的にも示されたが、事例調査からは外国人住民の利用は確認され

なかった。これは、ミクロな社会システムにおいて、多文化共生という理念だけでは、統

合を図れないことの一端を示したと言えるだろう。加えて、外国人住民の新たにソーシャ

ル・キャピタル醸成の場として、日本語教室が機能し始めていたが、その運営体制は非常

に脆弱で、ボランティアの善意や技能実習生を受け入れる企業等の努力に委ねられていた。 

急速な社会変容を前に、地域コミュニティの形成・維持の実態を外国人住民への視点を

含めて再検証すると、地域住民の行動原理に依拠しているだけでは地域コミュニティの形
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成・維持は果たされそうにないばかりか、地域コミュニティ形成・維持に向けた社会シス

テムの構築は、まだ始まってもいない。 

 

 
1 総務省『分権型社会における自治体経営の刷新戦略―新しい公共空間の形成を目指して
―』平成 17 年３月、総務省ホームページ。（2021年 12月 4日取得、
https://www.soumu.go.jp/main_content/000156790.pdf） 
2 本調査では、自治会加入世帯が住むエリアのことを「自治会地域」とした。 

3 連続する２つの選択肢を選択した自治会は、より近所づきあいの程度が深い方を採用し
た。 

4 n=660 NA=8、｢活発になった｣55（8.3％）、｢変わらない｣381（57.7％）、｢希薄になった｣
216（32.7％）。 
5 n=660 MA=1、289 NA=22、｢住民同士のつながりが強くなった｣38（51.2％）、｢地域
の魅力が高まった｣87（13.2％）、｢地域の安全性が高まった｣260（39.4％）、｢生活の快適
さや利便性が高まった｣136（20.6％）、｢地域づくりのために外部と連携・協力できた｣
188（28.5％）、｢地域課題について外部と積極的に交渉できた｣110（16.7％）、｢特にな
い｣156（23.6％）、｢その他｣14（2.1％）。本章では「特にない」と「その他」を除いて、
１つの自治会が選択した項目の数を変数として用いた。 
6 「住環境の快適さ」、「生活の利便性」、「交通の利便性」、「生活の安全性」、「自然環境の
豊かさ」、「伝統文化や地域の個性」、「全般的な環境」の７項目。 
7 Kendall、「住環境の快適さ」r=-.211、p<.01、「生活の利便性」r=-.145、p<.01、「交通
の利便性」r=-.099、p<.01、「生活の安全性」r=-.148、p<.01、「自然環境の豊かさ」
r=-.211、p<.01、「伝統文化や地域の個性」r=-.310、p<.01、「全般的な環境」r=-.270、
p<.01。 
8 Kendall、「住環境の快適さ」r=.174、p<.01、「生活の利便性」r=.150、p<.01、「交通の
利便性」r=.164、p<.01、「生活の安全性」r=.274、p<.01、「自然環境の豊かさ」
r=.099、p<.05、「伝統文化や地域の個性」r=.244、p<.01、「全般的な環境」r=.233、
p<.01。 
9 （SA n=660 NA=26 １％水準で有意差あり v=.135）自治会活動が「活発になった」／
班長会議あり 52、94.5％、なし３、5.5％、「変わらない」／班長会議あり 274、73.7％、
なし 98、26.3％、「希薄になった」／班長会議あり 155、75.9％、なし 52、25.1％。 
10 「活発になった」地域での会議の回数は、年に１～３回（27、54.0％）、２ヶ月に１回
程度（15、30.0％）、毎月（６、12.0％）の順に多く、割合でみると近所づきあいが「変
わらない」や「希薄になった」地域と比べ頻度がやや高い傾向にある。 
11 自治会で自由に使える場所について、「１．ある」、「２．ない」の順で変数化したた
め、相関係数は負の相関を示している。 
12 （SA n=660 NA=38 １％水準で有意差あり v=.240）「盆踊り、祭り、伝統行事等」：
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「活発になった」20、37.7％「変わらない」125、34.2％「希薄になった」61、30.0％。
「親睦（旅行、花見、忘年会、ｽﾎﾟｰﾂﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ等）」：「活発になった」16、30.2％「変わら
ない」57、15.6％「希薄になった」30、14.8％。 
13 本論において「地域の居場所」とは、集会所で茶会やサークル活動を行うなど、地域
の人々が世代を越えて気軽に利用できる場所のことを指す。 
14 各取り組みの特性として、「清掃活動」は、個人／世帯単位で参加でき、自治会はその
機会の創出が求められる。「行事」は、人手を要し、自治会は組織的な運営が求められ
る。「居場所づくり」は自治会自らの問題意識と戦略的な企画・運営が求められる。 
15 （SA n=660 NA=50 １％水準で有意差あり v=.147）１-50（43、29.5％）51-100
（31、22.8％）101-300（40、18.0％）301-500（８、10.7％）501-（１、3.2％）。 
16  （SA n=660 NA=39 １％水準で有意差あり v=.174）１-50（48、32.0％）51-100
（45、31.5％）101-300（61、27.6％）301-500（13、17.3％）501-（４、12.5％）。 
17 （SA n=660 NA=25 １％水準で有意差あり v=.147）「８割以上」が１-50（42、
27.6％）51-100（30、20.7％）101-300（28、12.1％）301-500（７、9.5％）501-（２、
6.1％）。 
18 「自治会では、班長会議を行っていますか」に「はい」と回答：（n=660 NA=27 １％
水準で有意差あり v=.400）１-50（68、45.9％）、51-100（115、78.8％）、101-300
（199、86.1％）、301-500（70、92.1％）、501-（29、90.6％） 
19 市が設置する地区市民センター、地域自治センター、市民活動センター、地域コミュ
ニティセンターを「地域拠点」、地区連合自治会、地域のまちづくり組織、近隣自治会を
「地域内」、同じ地域で活動する自治会以外の地縁団体、ＮＰＯなどの市民団体、地域に
立地している企業・事業所、近隣の小・中学校を「地域外」とした。自治会活動において
地域の「内」と「外」を明確に分けることはできないが、本論では「共助システム」とし
て現在地域自治の中心を担う組織を「地域内」それ以外を「地域外」とした。 
20 小布施町では、約 20 年かけて地域住民自らが合意形成を図りながら集会所を設置して
いる。それにより地域特性に合ったかたちで地域づくりの拠点が維持されていた。 
21 「自治会の活動に自由に使える場所」として集会所を選んだ地域の利用頻度は，「月に
数回」220（60.1％），「週１～２回」75（20.5％），「週３～５回」51（13.9％），「ほぼ毎
日」16（4.4％），その他４（1.1％）だった。（ｎ=366）[坂本 2014] 
22 本調査ではサロン事業と青少年居場所事業をベースに対象を抽出した。そのため，リ
ストにない，つまり助成金等を受けずに行われている「居場所」の状況は十分に把握でき
ておらず，一概に集会所を活用した「居場所」が少ないとはいえない。ただし，多世代に
よる日常的な交流を想定した場合，その使用頻度からも活用の余地は小さくないだろう。 
23  監理団体の認定は一般と特定に分けられる。特定では技能実習１号および 2号、一
般では特定技能 1号、2号、3号の技能実習に係る監理事業を行うことができる。また、
登録支援機関とは、監理団体が技能実習法に基づき事業協同組合等の営利を目的としない
組織で実習生と受け入れ企業を管理・監督する機関であるのに対し、登録支援機関は営利
非営利を問わず法人または個人が一定の要団体を満たせば特定技能外国人の職業や日常生
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活など様々な支援を行うことができる。 
24 自由記述において、「入国後 14日間自宅待機になることにより、その期間の費用が受
入先の負担増になっている。それにより、受入人数の減少等が懸念される」、「中小企業を
取り巻く経営環境がさらに悪化した場合、倒産・リストラ等、実習生に関しても悪影響が
でることが予想される」、「入国のスケジュールが変わった後、現行の制度では前のスケジ
ュールにもどすことが出来ないので、対応が必要である」という記述があった。 
25 自由記述において、「コロナが長期化する事で、帰国難、無職の人数が増えておりま
す。実習生が犯罪に巻き込まれない様、生活支援をする必要性を感じております。監理団
体だけでは対処できないケースもありますので、行政、地域ボランティア団体のサポート
体制も確立＋窓口の周知頂きたいと思います」という記述があった。 
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第３章 地域に根差した教育手法と地域への効果 

 

第 3章では、乖離したままになっている地域コミュニティ施策と多文化共生施策を繋ぎ

合わせ、解決へ導こうとする手法の１つ目として、地域に根差した学びに着目する。教育

が公共圏の一角を成し、その基礎を築くことの重要性は第 1章で述べた通りであるが、こ

こでは、さらに、地域社会に対する公益的・実践的効果を同時に図ろうとするサービス・

ラーニングに着目する。サービス・ラーニングは、教育機関と地域が連携し、教員と地域

パートナーが互恵的な関係を築くことで、社会貢献活動と学問的な知識・技能の構造的な

統合かつ、地域社会が抱える問題の解決を目指すような公益的・実践的な活動として、発

展してきた教育手法である。日本では、2016年度以降、全国の大学で新設された「地域系

学部」1を中心に、この教育法を取り入れた教育プログラムが浸透してきている。しかし、

その効果は、十分に明らかにされていない。 

本論で扱う事例は、主に日本人を中心とするものであるが、サービス・ラーニングの効

果を明らかにすることによって、多文化共生社会の実現に向けた応用への可能性を探る。

そして、移民国家であるアメリカで発展してきた教育法の目指すべき市民性が異質な人々

の統合へ向けられたものであるならば、日本におけるＳＬが目指すべき市民性は均質な

人々から成る地域社会に対する多様化への発達を目指すものとなるだろう。 

 

第１節  地域に根差した学びの必要性と可能性 

 

1. 目的と背景 

1.1．日本におけるサービス・ラーニングの進展と可能性 

本節は坂本[2020]を引用・再編する。 

文部科学省の発表によると、2018 年現在、日本における 18 歳人口は約 118 万人、今後

2030年には約 100万人、2040年には約 88万人へと減少することが予想されている。人口

構造の急激な変化と加速するグローバル化のなかで、高等教育のあり方は大きな転換を迫

られている。 

先に示された 2018 年の中央教育審議会答申「2040 年に向けた高等教育のグランドデザ

イン」では、教育研究体制の一層の多様化と社会貢献の必要性が示された 2。そこでは、予

測不可能な時代への突入を前提とし、普遍的な知識・理解と汎用的技能を文理横断的に身
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に着け、時代の変化に合わせて積極的に社会を支え、論理的思考力をもって社会を改善し

ていこうとする人材の育成が目標に掲げられている。そして、地域を支えるあらゆる分野

において、高等教育が果たすべき役割の重要性が改めて示された。 

2004年から始まった国立大学改革プランが第 3期中期目標期間に入り、2016年度以降、

全国で「地域系学部」と呼ばれる学部が次々に新設されている。同時に、私立大学におい

ても文部科学省による「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業」も後押しとなり、

地域系学部・学科が増加している。地域系学部に特定の定義はないものの、教育および研

究を通じて地域に根差した問題に目を向け、その問題に対し具体的な解決を図ろうとする

点で共通しており、その多くでサービス・ラーニング（Survice-Learning、以下ＳＬ）が

取り入れられている。 

アメリカで始まったＳＬは、1970年代以降広まったとされ、1985年には社会貢献活動の

推進を目的とする大学連盟組織「キャンパスコンパクト」が設立された。1989年には大学

カリキュラムと社会貢献活動を体系的に推進しようとする「学問と社会貢献活動の統合促

進事業（Integrate Service with Academic Study）」が開始され、社会貢献活動からＳＬ

へと進展していった。さらに 1990年には、政府や大学が一体となって「国家及びコミュニ

ティサービス法」が制定された。現在では、キャンパスコンパクトに 1,000を超える大学

が加盟し、ＳＬ推進のための研修、調査研究、情報発信などが行われている。また、それ

らの動きと連動する形で、ＳＬに必要な地域との連携を担う大学教職員は、専門職

（Academic Professional）に位置づけられ、米国大学教授協会（AAUP：American 

Association of University Professors）によって保護されている 3。 

ＳＬの定義は多様であるが、ジャコビー[1996＝2007]によれば「学生の学びや成長を増

進するような意図をもって設計された構造的な機会に、学生が人々や地域社会のニーズに

対応する活動に従事するような経験教育の一形式」であり、そこで重視される概念は省察

（Reflection）と互恵性（Reciprocity）であるという。加えて、唐木[2009]は、ＳＬを「地

域社会の課題解決を目指した社会的活動（サービス活動）に生徒を積極的に関与させ、生

徒の市民性（シティズンシップ）を発達させることをねらいとした一つの教育法」である

と定義した。そのうえで、学問的な知識・技能を社会的活動に展開する統合（integration）

と社会的活動の振り返り（reflection）が有機的に結びついたプロジェクト型の学習であ

ると特徴づけている。また一方で、日本の大学におけるＳＬと専門教育との接続は脆弱で

あることを指摘する[唐木 2006]。 
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アメリカでは組織的な大学改革の一環としてＳＬが導入され、大学と政府が一体となっ

て発展してきた。これに対し日本におけるＳＬは、地方創生の下で地域と大学の連携が進

められてきたものの、そのカリキュラム開発や教育手法の開発は、各大学あるいは各教員

の努力に委ねられ、独自に進展してきていると言えよう。その結果、地域に根差したプロ

ジェクトやカリキュラムであっても、高等教育における専門的な学習との接続、目指すべ

き市民像、地域との関係のあり方といったことが十分に議論されることはなく、曖昧なま

まとなっている。 

 

1.2．地域と大学の関係に対する評価の不在 

ＳＬの定義を複雑にする要因の１つは、あくまでも教育機関が主体となったカリキュラ

ムにおける教育手法を示す用語でありながら、地域社会における構造的かつ質的な変容を

伴って初めて成立する点にある。特に、学生の直接的な受け入れ先となる市民団体や地域

組織（以下、地域パートナー）を抜きにして、ＳＬは成立しえない。 

ＳＬを前提とした大学と地域の連携のあり方について、クレスら[2015]は、大学におけ

る地域連携が真の互恵的関係に到達するためには、市民的参加型教育への試みにおいて、

コミュニティ・パートナーを共同教育者（Ｃo-educators）として受け入れる必要性がある

という。さらに、市川・秋元[2018]は、ＳＬの評価の観点において、互恵性は中心的な概

念であり地域と大学が相互に変容していくような関係を目指すことの重要性を指摘する。

しかし、そのような地域と大学の関係の重要性は理解できても、互恵的な関係に対する評

価が伴わなければ体系的にＳＬを進めることは難しいが、五島[2018]によれば、日本にお

いて大学と地域の関係を体系的・複合的に評価する指標はまだ確立されていない 4。 

また、日本におけるＳＬの評価（アセスメント）は、その対象が学生の学びと成長に関

するものに偏っている現状がある[山田 2016]。ＳＬによる日本における大学教員や地域へ

の効果に関する実証的な研究は筆者の知る限りまだない。さらに、学生の学びと成長に関

する量的調査は、木村ら[2012]によって「地域や社会に積極的に参加し、影響を与えるこ

とができるという意識」（社会的有効性意識）の獲得に有効であることが明らかにされてい

るが、先行研究の多くは実践報告や研究ノートにとどまっている。 

以上を踏まえ、本節は、ＳＬの効果をめぐる主に①専門性との接続に関する現状と課題

および②地域と大学の関係に対する評価のあり方を探索的に明らかにすることを目的とし、

宇都宮大学地域デザイン科学部で実施されている「地域プロジェクト演習」を事例に、学
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生・地域パートナーの 2つの視点から量的調査によって明らかにする。 

 

2. 調査の方法 

 本節では、ＳＬの事例として、2018年度から開講された宇都宮大学地域デザイン科学部

の「地域プロジェクト演習」（以下、演習）に関わった学生、教員、地域パートナーを対象

に質問紙調査を行った。地域デザイン科学部は、コミュニティデザイン学科、建築都市デ

ザイン学科、社会基盤デザイン学科の 3学科から構成さる文理融合型の学部である。本演

習は、コミュニケーション力、調査・分析力、プレゼンテーション力、チームの一員とし

て動く力（協働力）の養成を目的に約 1年間かけて、地域パートナーと共に各地域の課題

に対する解決策の提案を目指す 5。 

調査の対象は、2018 年度地域プロジェクト演習の受講学生およびそれに携わった教員

（グループ指導教員およびクラス指導教員）と地域パートナーである。開講された初年度

であったため、関係者全員が演習の具体的な様子や成果を事前に経験することが出来ない

状態だった。調査期間は本演習が終了した後の 2019年 2から 3月である。有効回答数は、

学生 70（回収率 47.9％）、教員 22（回収率 57.9%）、地域パートナー39（回収率不明）であ

る 6。ただし、本論では、主題にひきつけ、主に学生と地域パートナーのデータを使用す

る。 

また、本調査は宇都宮大学研究倫理審査委員会の承認を受けて実施され（登録番号：H18-

0050）、調査対象者には調査票と共に説明書を配布し、調査票への回答をもって調査に了解

を得たものとした。また結果については、回答者が特定できないように十分な倫理的配慮

を行った。 

調査項目は、米国ポーランド州立大学が実践的に構築してきた評価（アセスメント）項

目[ゲルモン他 2001＝2015]を基礎とし、本調査対象となる演習の実態に沿って大幅な修正

を加えた。学生には主に①技能や知識の習得、②地域社会における態度や行動、③大学卒

業後の職業選択への影響、④意識の変化等全 30項目、教員には主に①市民としての態度や

行動、②専門的職業能力に対する影響、③意識の変化、④実施に関する課題等全 21項目、

地域には主に①大学連携経験の有無、②満足度、③演習実施における課題、④所属団体・

組織に与えた影響、⑤個人に与えた影響等全 26項目を聞いた。また、実施に関する課題の

項目以外は「とてもそう思う」「そう思う」「どちらとも言えない」「そう思わない」「まっ

たくそう思わない」5段階で回答を得た。 
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これらの結果から、本論では単純集計の結果を中心とし、学生は有効回答数が 50を超え

たことからカイ二乗検定、教員は有効回答数が 50 を下回ったことから t 検定を用いて分

析を行った。 

 

3. 学生への効果 

学生の技能や知識の習得を聞いた項目における肯定的意識に着目すると、専攻に関して

は 3割程度であるのに対し、それ以外の項目では 7割から 8割を占めている。個人的な学

習が中心となる専攻との繋がりは薄かった一方で、他者との関りから習得される技能への

影響が高かったことがわかる。 

一方で、肯定的意識が約 7割を占めた「私の専攻以外に関する理解が深まった」と他の

全 26項目との相関関係は、非常に弱いことが確認された。言い換えると、他の専攻への理

解が深まることによる、他の技能や知識、さらには地域社会における態度や行動、大学卒

業後の職業選択への影響は確認できなかった。 

また、属性を除く全 26項目間の相関をみたところ、5組で強い相関（ｒ>0.7）がみられ、

その内 4組においてカイ二乗検定で有意であった（p<0.001）。それら 4組の特徴は、大き

く 2つに分けられる。 

第一に、学生自身の専門性の確立と卒業後の職業決定に関わる項目である。具体的には、

「私の専攻に関する講義・購読をより深く理解できるようになった」と「私の専攻に関す

る知識を増やすことができた」（ｒ=0.832）および「演習を通して地域社会で活動すること

は、私がどのような専門性を身につけたらいいかを明確にした」と「演習を通して地域社

会で活動することは、どんな職業につきたいかを決めるのに役立った」（ｒ=0.702）である。

さらにそれら 4項目間でそれぞれカイ二乗検定を行ったところ「私の専攻に関する講義・

購読をより深く理解できるようになった」と「演習を通して地域社会で活動することは、

どんな職業につきたいかを決めるのに役立った」を除く組み合わせで、それぞれ有意であ

った（p<0.001）。以上のことから、学生は、演習を通して、自分の専攻に関する理解と知

識を深め、自らの専門性を確立していくなかで、卒業後の職業選択に対する意識を高めた

ことが明らかとなった。 

第二に、市民性の涵養と寛容性の獲得に関わる項目である。具体的には、「私には地域を

支える責任がある」と「演習を受講した前後で、地域社会を支える責任に対して私の意識

に変化があった」（ｒ=0.753）、「演習を通した活動は、私自身がもっている地域への偏見や
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先入観のいくつかを気づかせてくれた」と「演習を通した地域の活動は、私自身がもって

いる文系あるいは理系への偏見や先入観のいくつかを気づかせてくれた」（ｒ=0.736）であ

る。さらに、それら 4項目間でそれぞれカイ二乗検定を行ったところ、それぞれに有意で

あった（p<0.001）。以上のことから、地域を支える責任感を感じている者ほど、演習を通

して地域や専門性に対する偏見や先入観への気づきを得ており、自らが地域社会の一員で

あることへの意識に変化を得ていることが明らかになった。 

 以上のことから、学生への効果は、専門性との関連によって状況が異なり、専門性と演

習を通した学びを結びつけられた学生は、地域社会の一員として自らを位置づけたりキャ

リアへの意識を高めたりする傾向にあることが明らかになった。さらに、他の分野への理

解だけでは地域の一員としての責任感への影響は小さく、地域や他分野に対する自らの固

定的な理解とのズレを認識できた者が、地域の一員としての意識を高く持つ傾向があるこ

とが明らかになった。 

 

4. 地域パートナーへの効果 

 地域パートナーの演習をめぐる各主体の満足度に着目すると、大学（学生および教員）

と地域パートナー間では差がみられた。地域パートナーは、学生や教員との関りについて

学生との関りの頻度と質、大学教職員との関りの頻度と質、学生の成果（実施結果）いず

れの項目においても満足度が 3割程度にとどまっただけでなく、同じく 3割程度に不満が

残っていた。特に学生の成果については「とても満足」は一人もいなかった。  

さらに地域パートナーが演習で直面した課題をみると、課題に対して「もっとも深刻」

「深刻」「やや深刻」の順で回答（複数回答）してもらったところ、「もっとも深刻」「深刻」

を合わせて多い順に上位 5 つは以下の通りとなった。「学生との連絡や関りが不足してい

る（n=17）」、「学生が地域で活動する期間が不足している（n=14）」、「学生の準備が不足し

ている（n=11）」、「演習と団体・組織間の目標が一致していない（n=8）」、「対応する職員の

時間の確保が難しい（n=7）」である。総じて、学生と地域のコミュニケーションが不足し

ていること、大学における学びとの目標や時間といった接続が課題となっていた。 

このような現状における地域パートナーの組織的な効果と個人的な効果をみてみると、

以下のような結果が得られた。 

 まず、地域パートナーの肯定的意識に着目すると、「他の地域との連携が深まった」、「他

の地域との新たな関係・ネットワークを構築できた」、「財務やその他の資源を活用するこ
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とができた」、「組織の方向性に変化をもたらした」の肯定的意識が比較的高い。演習は地

域パートナー間の連携を促進させ、各組織に一定の影響を与えたことが明らかになった。

演習における各テーマは、空き家の利活用や地域課題に対する担い手不足など、他地域と

共通する社会課題の要素が大きいこと、定期的に担当者が集まり課題の共有や成果の共有

を行っていることがその背景にある。 

ただし、同項目の否定的意識に着目すると、「他の地域に関する知識を増やすことができ

た」で約 5割、「私の属する組織について新たな見識を深められた」で約 4割弱を占め、他

の項目に比べて高い割合を示した。これらの結果からは、地域パートナー間の新たな繋が

りはできたものの、さらに踏み込んだ関係には至っていないことや自らの組織への理解に

はつながっていないことがわかる。 

次に、地域パートナーへの個人的な影響に関して、肯定的意識に着目すると「大学の授

業を履修した、または履修しようと計画している」が 4割を超えた。その一方で、否定的

意識をみると「大学が有する資源についての知識が増えた」で 5割、「大学教職員との関り

が増えた」で 4割を超えた。地域パートナーは、個人的に大学に関する知識や関りが増え

ていなくても、学び直しへの意欲を高めたことが明らかとなった。 

 以上のことから、地域パートナーは、学生との活動や成果に対する満足度は比較的低い

ものの、演習から離れたところで、組織的には地域間の関係形成に、個人的には学び直し

の意欲に効果がみられることが明らかになった。演習に関しては、特に学生とのコミュニ

ケーションの時間や頻度に課題を感じていたが、地域パートナーを「共同教育者」と捉え

た場合には、目標が一致していないという課題は重い。 

 

5. まとめ 

 本節では、日本のＳＬにおける主に①専門性との接続に関する現状と課題および②地域

と大学の関係に対する評価のあり方を探索的に明らかにすることを目的に、ＳＬの効果を

学生、地域パートナーの視点からそれぞれみてきた。これらを通して見えてきた現状と課

題は以下 4つ点に整理できる。 

 第一に専門性との接続についてである。日本のＳＬにおける専門教育との脆弱性はすで

に唐木[2006]によって指摘されていたが、本調査からも専門性への接続の脆弱性が再確認

された。その上で、新たに、学生が自らの専攻との関連を認識できた場合に地域社会の一

員としての位置づけや職業選択への意識を高める可能性があること、単に理解するだけで
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なく自らがもつ偏見や先入観と現実のズレを認識できた者の方が、地域の一員としての意

識を高めることを明らかにした。 

一方で、このような学生の気づきを伴う理解の促進には丁寧な振り返り等の指導を必要

とするが、その指導にあたる教員自身の専門性や研究領域との接続との脆弱性が明らかに

なった。これは、地域パートナーとの継続的な関係構築や学生への丁寧な振り返りを必要

とするＳＬにおいて、教員のモラールの形成・維持が懸念される結果である。 

 学生の専門性との接続やそのための地域との関係構築には、まず教員自らの研究領域と

ＳＬにおけるテーマ接続が重要になるだろう。 

第二に、地域と大学の関係構築と評価指標についてである。地域パートナーは、演習を

通して他の地域との繋がりを得たり、個人的な学び直しの意欲を得ていた。一方で、演習

に対する満足度は全般的に低く、特に学生の成果に対する満足度が低いことや、学生・教

員・地域間で演習における目標が一致していないことに課題を感じていること、組織的な

効果に対して肯定的意識が低かった。これらのことから「学生の成果」や「組織的な効果」

に対する地域パートナーのニーズを明らかにし、「学生・教員・地域間の演習における目標

の一致」を図ることの必要性が示された。ただし、これらの項目を基にした評価指標の検

討には慎重を要する。大学と地域の真の互恵的関係の構築には、地域パートナーのニーズ

を満たし、満足度をあげることだけが目的化しないよう、地域の課題の解決を目的に変容

できる関係の構築に焦点をあてていくことが重要であり、改めて地域と大学の関係構築（コ

ミュニティ・エンゲージメント）に関する評価指標の必要性が示された。 

第三に、文理融合型としての効果についてである。近年、学際的な文理横断による教育・

研究の重要性が強調される。本調査が対象とした文理融合型の学部におけるサＳＬの効果

の結果からは、文系あるいは理系への偏見や先入観への気づきに対して一定の効果が確認

された。ただし、演習を受講していない学生との比較はできなかったことから、効果の汎

用性についてはさらに検証を必要とする。 

第四に、地域パートナーの市民性への効果についてである。ＳＬは、あくまでも学生の

深い学びを提供するための教授法である。しかし、地域パートナーは個人的な学び直しの

意欲を高め、本論では分析の対象としなかったが、教員もまた市民としても地域社会への

関心を高め、近隣住民との関係を強めていた［坂本 2020］。これらの結果は、ＳＬが、成人

を対象とする地域コミュニティへの主体的な参画の促進やリカレント教育においても有効

である可能性を示唆した。 
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 以上、本節では、ＳＬにおける効果について現状と課題を 4つの点で明らかにした。し

かし、これらの結果からは各効果の因果関係を明らかにすることはできなかった。同デー

タによる分析をさらに進めると共に、経年で効果を検証していくという課題が残された。 

 

第２節 小括 

 

 地域に根差した学びは、各カリキュラムによって活動の体験そのものを重視するものや

レポートの作成を重視するものなど、大学や対象とする学年によってもその実施スタイル

は様々である。また、本論ではＳＬの効果を専門性との接続と地域と大学の関係に対する

評価の観点から明らかにし、調査が対象にした事例は、開講 1年目のプログラムであった

ため、サービス・ラーニング（以下、ＳＬ）の基礎となる大学と地域の関係構築が未熟な

段階にあった。これらの意味において、本章で明らかにした効果は限定的なものである。 

しかし、本調査は、自らの固定的な理解とのズレを認識できた受講学生が、地域の一員

としての意識を高く持つ傾向があることを統計的に明らかにした。ＳＬを特徴づける要素

の 1つ、市民性の涵養に着目してみると、新たな可能性を示す結果である。また、本調査

後の地域への波及効果として、成果が自治体で予算化を伴う取り組みへと発展したケース

や、学生の成果を知った周辺地域がその事例に倣って取り組みを始める動きも出ている。

地域パートナーが共同教育者となることによる地域社会における影響は、カリキュラムの

成果を超えた影響を地域へ与え始めている。このような社会的効果は、まさに公益的・実

践的な内実を伴う変化を地域にもたらしていると言えよう。 

 ＳＬが養成する市民性の中身は、ＳＬを発展させてきたアメリカと日本では異なること

が予想される。多様なルーツをもつ人々を統合しようとするアメリカと、長く日本人をマ

ジョリティとした日本では、教育や社会規範が求める市民性は異なるだろう。そして、日

本における地域コミュニティの衰退は、少子高齢化を伴う人口減少を引き金としながら、

その問題性はそれだけに留まらない。そこには、生活様式や価値観の変化など、現状だけ

でなく未来へ向けた変化に対応できる新たな市民性の検討が求められている。 

これらを踏まえると、日本のＳＬが養成すべき市民性とは、地域の課題を解決するとい

う絶対的解のない領域のなかで、異なる意見をもつ人々との様々な「違い」を受け止め、

実践的かつ具体的な折り合いをつけられる力を身につけさせることなのではないだろうか。

これは、多様性に対する寛容や包摂を育む教育法としての可能性を示唆するものである。 
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本調査では、外国人住民の観点を含むテーマで取り組んだ事例は対象には含まれていな

かった。多文化共生を中心に据えたＳＬの効果の検証は、他日を期したい。 

 

 
1 大手学習塾の河合塾は、学部・学科名に「地域」またはそれに類する名称をもつ 4年制
大学の学部・学科を「地域系」と称し、アンケート調査を行っている。「地方創生学部」
や「地域学系学部」などの総称も散見されるが、本論では、先の調査に倣い「地域系学
部」と呼ぶ。河合塾（2016）域系学科における学びに関するアンケート―調査結果報告
―、（2017年 5月 24日取得、河合塾ホームページ、
http://www.keinet.ne.jp/gl/16/0708/enq2.pdf）。 
2 文部科学省（2018）2040年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）（中教審第
211号）：参考資料（5/11）【18歳人口の減少を踏まえた高等教育機関の規模や地域配置 
関係資料 1】、文部科学省ホームページ、（2019年 11月 30日取得、
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/toushin/1411360.htm）． 
3 2018年度ポートランド州立大学パブリックサービス実践・研究センター主催第 3回コ
ミュニティベース教授法ワークショップ配布資料「アカデミック・プロフェッショナルっ
てどういう職種？」（2018年 10月 30日）。 
4 五島（2018）は、大学と地域の連携に対する評価に関して、「大学の専門知が地域に貢
献するだけでなく、地域での実践知が大学の専門知に働きかけるという互恵性を重視する
概念」であるコミュニティ・エンゲージメント（Community Engagement）に着目す
る。そのうえで、カーネギー・コミュニティ・エンゲージメント（Carnegie Community 
Engagement Classification）を事例に大学と地域の評価枠組みを明らかにした。その結
果、評価事業、評価枠組みの特徴、CCFC導入の意義の視点から整理し、評価枠組みの
特徴として大学執行部のリーダーシップ、適切な資源配分と成長戦略、アセスメントの確
立、大学教員への報償の充実、地域との互恵的関係の構築が重視されていることを挙げて
いる。ただし、大学と地域の連携に対する分類認定校は大規模校に偏っており申請に伴う
作業の煩雑さといった課題があることも指摘している。 
5 地域デザイン科学部の 3年次必修科目として、学部学生約 150名、学部教員約 40名、
地域パートナー約 100名が関わる演習である。3学科混成で 5～6人のグループとなり実
施される。プログラム全体は、「事前学習→実習→事後学習→発表・振返り」を 1つのサ
イクルとし、第１サイクルは調査設計の段階、第 2サイクルは課題発見の段階、第 3サイ
クルは解決策提案の段階に位置づけられている。主に事前学習、事後学習、発表・振返り
の場面で振返り（リフレクション）と評価（アセスメント）が行われている。 
6 学生と教員へは調査票を直接配布・回収した。地域パートナーには、インターネットを
通じて配布・回収を行った。ただし、一部 FAXや郵送での返却もあった。地域パートナー
として対象となったのは、連携する 11自治体の職員および市民団体等、演習を通じて学
生と関わった者たちで、同じ役割や組織に属していた場合でも演習に関わった者であれば
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広く回答を依頼した。そのため配布数の詳細は不明である。 

第４章 中間支援におけるコーディネーション 

 

第 4章では、乖離したままになっている地域コミュニティ施策と多文化共生施策を繋ぎ

合わせ、解決へ導こうとする手法の 2つ目として、中間支援におけるコーディネーション

に着目する。公共圏の拡大によって、行政と市民をつなぐ中間支援（組織）という新たな

役割が広く認知されるようになって久しい。さらに、そこで行われるコーディネーション

とは、既存のヒト・モノ・コトをニーズや課題に合わせて選択と調整を図り、時に人々を

エンパワーメントすることで、最適化ないし社会的効率性を図る手段である。 

しかし、コーディネーションによる効果の最大化を期待されながら、その効果の可視化

は困難である。特に、社会関係資本を主軸に施策の具体化とその展開を図ろうとすると、

指標化の難しさや効果測定の難しさが足かせとなる。 

本論は、社会関係資本が公共財として具体的施策の手段となり得るという仮説を基に、

地域に根差した学びおよび住民の地域活動を対象に、中間支援におけるコーディネーショ

ンの有効性を検証しようとするものである。 

 

第１節 地域に根差した学びに対するコーディネーションの有用性と課題 

 

1. 目的と背景 

本節は、坂本[2018]を引用・再編する。 

地域に根差した学びを実施する場合、多くの大学では、担当教員のネットワークを基礎

に実施される傾向にある。そうしたなかで、宇都宮大学では、専門機関を設置し専属コー

ディネーターを配置した。その結果、自治体を中心とする大学と地域のネットワークを構

築に寄与し、共同研究やその他のプロジェクト等へと発展させている。 

国立大学改革プランが第三期目に入った 2016年度以降、全国に「地域系学部」と呼ばれ

る学部が新設されていることは、第 3章でも述べたとおりである。地域系学部とは、明確

な定義はないものの、教育および研究を通じて地域性の高い課題に目を向け、具体的な解

決を図ろうとする点で共通する。その約 7割では地域をフィールドとした実習を必須科目

としている。 

 こうしたサービス・ラーニングの本格的導入により、地域系学部は、地域から理論に基
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づく具体的かつ直接的な地域社会への貢献を求められる一方で、地域へ学生の学びの場の

提供を求めている。この両者をどのように地域と大学の連携推進における「両輪」として

成立させられるのだろうか。 

 本節では、全国で進むサービス・ラーニングに基づくプログラム開発とそれに伴う地域

との新たな連携体制構築に向けた一考察として、宇都宮大学地域デザイン科学部および学

部附属機関である地域デザインセンター（Center for Regional Design 以下、ＣＲＤ）が

実施する「地域プロジェクト演習」（以下、演習）を事例に、大学における地域連携の実践

について報告する。 

 まず、演習の準備・運営の中心的役割を担うＣＲＤの取り組みと演習との関係を整理し、

次に演習のプログラムやフィールドの準備過程を紹介する。そして最後に演習の準備過程

を通じて見えてくる今日的な大学における地域連携の現状について考察する。 

 

2. 地域デザインセンターの概要 

 宇都宮大学もまた国立大学改革プランの流れのなかで、2016年度 4月に東日本で最初と

なる文理融合型の地域系学部「地域デザイン科学部」を設置した。同年、学部附属機関と

して、地域との連携の強化・促進を図り演習を円滑に実施するためＣＲＤが設置された。

全国の国立地域系学部のなかでも、現段階で過疎化と高齢化の進行が進んでいない県に設

置されている［坂本 2017］。 

 同学部は、コミュニティデザイン学科、建築都市デザイン学科、社会基盤デザイン学科

の 3つの学科、約 150 名の学生から構成される。1 年次より 3学科共通の専門科目が設置

されるが、中でも 3 学科混成による授業の集大成として位置づけられるのが、3 年次を対

象とした通年の必修科目となる演習である。2018年度より実施されるこの演習は、学生の

地域貢献とその経験的学びによる学習効果が期待されたサービス・ラーニングに基づいた

プログラムである。 

 ＣＲＤは、2016 年から演習の実習場所の開拓や調整、プログラム開発や教材開発など、

実施・運営の準備を中心となって進める、いわばサービス・ラーニングの中間支援コーデ

ィネーションを担う機関である。 

 

3. 地域デザインセンターの主な取り組み 

 ＣＲＤでは「教育」「調査研究」「実践」の 3つを取り組みの柱とする。「教育」では、3
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学科共通の専門科目を対象にした実施・運営に対する支援が行われ、その中心が地域プロ

ジェクト演習である。「調査研究」では、共同研究の促進および県の統計基礎情報の蓄積と

活用支援を行っている 1。県内自治体を中心に 2016年度は 3件、2017年度は 4件の共同研

究が実施された。「実践」では、「地域連携プロジェクト推進事業」として学部の教職員を

対象に補助金を交付している。2016年度は 12件（通期）、2017年度は 15件（通期 10件、

半期五件）が採択された。その成果は年に一度、一般公開で行われるＣＲＤ主催のシンポ

ジウムで報告される。 

 この他、学部全教員の地域連携に係る情報を集約した「教員カルテ」の作成、シンクタ

ンク機能の強化を目的とした地域課題専門委員会の実施・運営、地域間・分野間・組織間

の連携促進を図ることを目的とした地域デザイン研究会の推進、相談・コーディネートな

どを行っている。特に相談・コーディネート業務では、学内外から相談が寄せられ（2016

年度 59件、2017年度 56件（2018年 1月末現在））、その内容は多岐にわたる。ＣＲＤに相

談・コーディネート機能が据えられたことにより、従来行われてきた各種審議会等への教

員紹介や講師派遣に加え、柔軟な連携が可能になった。相談相手に連携の具体的な計画や

特定の教員につてがなくても相談でき、連携を図れるようになったためである。ＣＲＤの

コーディネート事例として、2016年度には、基盤教育科目「地域メディア演習」とＴ県内

の中心都市のコミュニティＦＭ「ミヤラジ」、ＪＴＢ非営利活動部門「関東交流文化誘致協

議会」が協働する学生主体のＦＭ番組放送が開始された。 

 

4. 「地域プロジェクト演習」プログラム 

 これらＣＲＤにおける多種多様な取り組みを背景にしながら、演習の準備が行われてい

る。 

 演習は「地域対応力」（コミュニケーション力、調査・分析力、プレゼンテーション力、

チームの一員として動く力（協働力））の養成を目的とし、3 学科混成の 5～6 人グループ

が、県内で地域の課題と約一年間向き合い、解決策の提案を目指す。指導には学部全教員

約 40名が携わる。 

 「事前学習」「実習」「事後学習」「発表・振返り」の概ね 3ヶ月を 1つのサイクルとし、

年 3 回このサイクルを繰り返す。1 回目のサイクルは調査設計の段階で、テーマに関する

情報を集め精査することで取り組むべき課題を明確にする。2 回目のサイクルは課題発見

の段階で、これまで明らかになっていなかった事実を明らかにし課題解決策提案への見通
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しをつける。 3回目のサイクルは解決策提案の段階で、調査結果に基づいた解決策を立案

しその妥当性を検討する。 

 １グループに対し①クラス指導教員、②グループ指導教員、③地域プロジェクト･パート

ナー（以下、パートナー）、④調整担当の 4者が関わる。クラス指導教員はＣＲＤの兼担教

員でもあり、ガイダンスの実施や全体の進捗管理、成績評価の取りまとめなどを行う。グ

ループ指導教員は、各グループの担当教員を意味し、各サイクルの学習到達目標に向けた

グループ指導を行う。原則、グループ指導教員が学生を地域へ引率することはない。パー

トナーは、学生が実際に地域に赴いた際の直接の受入先となる。自治体の各部局や市民団

体、自治会、企業などが想定されている。調整担当は、演習実施前となる準備期間中はパ

ートナーの開拓・調整など大学と地域間の調整役となり、演習実施期間中はパートナーと

学生間の橋渡し役となる。 

 その他、学生が実習地へ赴くための交通費補助制度や地域活動中の緊急時対応のための

体制整備、調査過程で得た情報の取扱等に関する誓約書の作成・運用も整備されている。 

 

5. 演習準備過程：対話的関係の構築 

パートナーの開拓・調整では、まず自治体など関連機関へのヒアリングで得た地域の実

情を基にプログラムの骨格を作成し、県および県内 25市町を対象とする説明会・意見交換

会を開催した。希望が寄せられた県内全 12 の自治体を対象にパートナー見込み数を調査

したところ、45のパートナーが見込まれた。必要数（30）を超える希望諸団体がいること

が明らかになった。一方で、調整担当（主に政策立案に関わる自治体部局）の意向に反し、

庁内部局や地域の諸団体から希望者が集まらず、2018年度の参加を見送る地域や個別の説

明会を開催する地域もあった。これらを経て、最終的に 11の自治体に正式に調整担当の配

置を依頼した。 

 次に、パートナー向けの説明会を開催し、申請書による選考を行い、2018年度に学生の

受入れ先となる 28 のパートナーが決定した。申請書類と共に想定されるテーマやパート

ナーを提示したためか、空家の利活用など特定の内容に集中することなく幅広い内容が集

まった。その後、各パートナーと約 2ヶ月をかけて打合せを行い、教員が指導する際に必

要となる情報をまとめたカルテを作成した。ほとんどのパートナーはインターンシップ等

を含め大学生を受け入れた経験がなく、受入の具体的なイメージを共有するまでに時間を

要した。 
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 また、調整担当や説明会を通じて、学生を安価な労働力と見なさないことはすでに共有

されていたが、パートナーが自身の取り組みへ学生の成果物を直接反映できることを過度

に期待していたり、パートナーの抱える課題が不明瞭で学生が取り組むべき課題がみえに

くかったりする場合もあった。さらに、地域やテーマによって取り巻く条件や状況に濃淡

があり、教育プログラムとしての標準化が必要となった。 

 これらの課題に対し、プログラムの 3つのサイクルにおける「実習」の時間の使い方を

パートナーと時間をかけて一定程度具体化した 2。成果物に対する過度な期待や漠然とし

ていた受入イメージをパートナーの実情に即した協働のステップに置き換えることで、テ

ーマの一定の標準化が可能となった。加えて、これらはパートナーや調整担当だけでなく、

教員にとっても安心して演習に臨める材料となった。 

これら一連の調整過程において重視したのは、大学と地域の中間支援を担うＣＲＤとし

ての対話の姿勢である。実際には、大学が既に決定したプログラムを地域で実施するので

はなく、大学が主導するプログラムを地域と創りあげ、次世代を担う若者を地域と大学が

一緒に育てる必要があることを学内外に向けて繰り返し説明した。そして、機会がある度

に改善点や要望、新たなアイデアなどを地域および学部教職員から聴取した。これら対話

的姿勢を重視して開発されたプログラムの成果はこれからである。 

 

6. 演習準備過程の効果と課題 

 これら演習に向けた地域との調整を進めるにつれて、地域デザイン科学部およびＣＲＤ

の機能や取り組みが地域に知られるようになった。準備過程で関わった自治体職員からは

演習以外の案件も相談されるようになり、市民団体からは演習への参加が相談されること

もあった。ＣＲＤでは、これらを新たな共同研究や教員紹介へとつなげている。演習の準

備をきっかけに、大学と地域の連携全般が活性化されている。 

 その一方で課題もみえてきた。その１つは地域と大学との連携のあり方に十分な理解が

伴わない自治体からの連携希望である。自治体における事業や計画ありきの連携は、その

具体的な中身が教員へ丸投げされることも多く、ＣＲＤでは丁寧に聞き取りを行った後に

場合によってはマッチングを見送ることもある。大学は地域における課題に対して連携の

ための方法を共に考え、具体化していくことはできても、地域の主体性や問題意識そのも

のを呼び起こすことは難しい。 

 もう 1つは、地域と大学の連携に対する捉え直しの必要性である。地域と大学の連携は、
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各種審議会や委員会への就任あるいは共同研究として特定の地域と教員がつながることで

図られてきた。これに対し演習は、地域と大学が広域的な地域を対象に複合的な分野で組

織的な連携を必要とする。言い換えれば、個別的・点的な連携から組織的・面的な連携へ

の転換である。これに伴い、大学プログラムを通した地域と大学の連携において、教員は

自らの専門を中心としながらも、調査・研究の基礎的ノウハウで学生や地域と向き合う必

要がある。これまで地域との関わりが薄かった教員（研究者）にとって、自らの専門に直

結しない授業への負担感は大きい。 

 サービス・ラーニングを導入するアメリカの大学では、教員のサービス・ラーニングへ

の積極的な働きに対する学内の評価システムが構築されている 3。サービス・ラーニング

の導入には、研究機関としての大学、ひいては研究者としての教員が専門分野を追求しな

がら地域へその知的資源を還元していける制度設計もまた重要である。 

 

7. まとめ 

 研究機関としての大学が理論に基づく具体的かつ直接的な知的資源を地域社会へ還元し

ながら、教育機関としての大学が学生の学びの場を地域へ求めていくには、地域と大学が

水平的で継続的な関係を構築すること、そのために両者がそれぞれの立場を確立できると

同時に学びあえる場づくりや仕組みづくりが引き続き必要となる。 

 演習を通した地域と大学の新たな連携への挑戦は、地域と大学をつなぐコーディネーシ

ョン機能の重要性をより明確に示し始めている。今後も演習やＣＲＤの取り組みが地域と

大学のあり方に与える影響を注意深く観察し、改善していくことが重要になるだろう。 

 

第２節 多文化共生の実現と中間支援の有用性と課題 

 

1. 目的と背景 

本節は、坂本[2019]を引用・再編する。 

日本は 1990 年の出入国管理及び難民認定法の改正に伴い、日系南米系を中心とする外

国人住民の急増を経験した。かれらはいずれ帰国する者であることを含意するデカセギと

呼ばれた。かれらの日本での生活が長期化すると、特に外国人が集住した地域は、近隣住

民とのゴミや騒音の問題、子どもの教育問題など、自治会や学校、自治体など地域で個別

に対応を迫られる事態に直面した。近年、少子高齢化を伴う人口減少が進み、地域コミュ
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ニティでは担い手の減少や住民同士の関係の希薄化が懸念され、特に災害時対応や地域包

括ケアシステムの構築を見据えた互助の強化に一層関心が高まっている。それにも関わら

ず、出入国管理及び難民認定法の改正から約 30年が経た現在、定住化した日系年米系を中

心とする外国人住民が、PTA 等子どもに関する活動に参加する事例はあっても、地域の担

い手として自治会長や民生委員、消防団など地縁団体に加わることは未だ稀である。 

これら 1990 年代以降の日本の外国人受入の経験は、滞在の長期化がかれらを定住化に

向わせる可能性を高めること、外国人住民の生活をめぐる問題は身近な「地域」が第一に

その解決を図らざるを得ないこと、外国人住民の滞在が長期化するだけでは地域コミュニ

ティへの参加は進まないことを知らしめてきた。 

特に過去の大災害は、地域における外国人住民と日本人住民の自助や互助の実態を露呈

させてきた。1995年の阪神・淡路大震災では、日常生活で日本語に不自由しない人でも災

害時に使用される言葉に戸惑い、日本人と同じように炊き出しや支援物資を受取っていい

のかと悩むなど、被災した外国人住民は大きなストレスを抱えた。その際、中間支援とし

て大きな役割を果たしたのが、市民らが設立した外国人地震情報センターである[土井

2017]。これに端を発した活動の推進は、現在、総務省において「災害時外国人支援情報コ

ーディネーター制度」も検討されているまでに至っている 4。日本人住民と外国人住民の

介在者拡充の重要性と必要性が示された取り組みである。 

しかし、地域の現状において、災害時対応を年頭においた日本人住民を中心とする互助

の重要性が強調されるなかで、未だ外国人住民は「支援される者」として捉えられがちで、

「支援する者」として捉えられることは少ない。このような災害時の対応をめぐって、片

岡[2016]は外国人住民を交えた地域防災力の見直しを指摘する。 

過去 30 年の経過や災害時に露呈される日本人住民と外国人住民の互助の現状を踏まえ

ると、外国人住民を地域の構成員として見直す具体的な動きはまだ非常に弱い。過去に類

のない速さで増える外国人住民 5が地域コミュニティの担い手として地縁活動に参加し、

災害時を見据えた地域住民の互助を強めるための、具体的かつ実践てきなあり方が問われ

ている。それは集住か散住かに関係のない必要性に迫られている。 

一般に、市民活動の促進だけでなく、復興や農村の再生といった地域コミュニティの維

持・形成の文脈においても中間支援の重要性が示されるようになって久しい。滞在の長期

化だけでは地域コミュニティへの参加が進まない過去の経験を踏まえると、外国人住民の

地域コミュニティへの参加には中間支援の必要性が一層高まっている。 
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以上を踏まえ、地域コミュニティにおける災害時対応や包括支援システムの構築を見据

えた地域コミュニティの参加には、外国人住民を交えた観点から地域の課題に対し共に解

決を図れる住民同士の互助の関係形成とそれを可能にする具体的かつ実践的な環境改善が

必要となる。本節の目的は、外国人住民が地域の構成員として地域コミュニティに参加す

る／できるようになるための日本人住民・外国人住民間の関係の現状と共に、環境改善に

必要な中間支援の要件を探索的に明らかにすることにある。 

 

2. 調査の方法 

調査の方法は、アクション・リサーチをとった。本論におけるアクション・リサーチと

は「目標とする社会的状態の実現に向けた変化を志向した活動が行われると共に、現状の

把握や活動の影響を観察し相互に関連させていく実践的過程を通した調査」とする[中村

2018]。本論における「目標とする社会的状態」とは、外国人住民が地域の構成員として地

域コミュニティに参加する/できる環境を整え、日本人住民との互助の関係を構築するこ

とである。 

質的調査は主に、2017・2018年度の 2年間にヒアリング調査およびワークショップを実

施した（図 3、表 10、11）。量的調査は、2018 年にＡ地区第 2 層協議体が支え合いの仕組

みづくりを目的に同地区の全自治会加入世帯（6,495 世帯）を対象に行ったアンケート結

果（回収率 58%）を用いて 2 次分析を行った。ただし、調査項目の検討・決定過程に筆者

も参加した。 

調査対象地区は、Ｔ県中核都市の東に位置するＡ地区である。北関東最大級の工場地帯

を含むこの地域は、1990 年代より外国人住民の割合が比較的高く、現在人口 30,032 人、

外国人住民は 652人（人口比 2.2%）である（表 9）。また、調査対象者は、日本人住民、外

国人住民、中間支援者の 3つの主体に着目し選出した。最初にヒアリング対象とした中間

支援者は、国際交流や外国人支援を活動の中心としない機関から選出した（表 10、Ａ～Ｅ）。

その後実施されたＷＳの参加者は、日本人住民が地域のサロン運営者（表 10）、外国人住

民が地区内の居住者および地区内で働く者（表 11）、中間支援者はヒアリング対象者に加

えＡ地区国際交流会代表も加わった（表 10、Ｆ）。 

全工程は、中間支援者からのヒアリング結果を起点とし、大きくは、「居場所」づくりを

めぐるサロン運営への参加、「地域防災」をめぐる地域自治への参加、「互助」をめぐる実

態調査、の 3つに整理され、これらの過程から日本人住民外国人住民間の関係の現状を明
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らかにすると同時に、中間支援者がどのように双方をつなぐ役割を果たしたかを整理する。 

 

 

表９ 中核都市地区別外国人人口 6 

 
 

表１０ ヒアリング対象者・ＷＳ１・２参加者（中間支援者、日本人住民） 

 

 

表１１ ヒアリング対象者・ＷＳ１・２参加者（外国人住民） 

 

地区別総人口 外国人住民数 外国人住民数割合
1 129,751 4,700 3.6%
2 57,353 425 0.7%
3 42,223 424 1.0%
4 40,983 537 1.3%
5 36,378 617 1.7%
6 35,511 235 0.7%
7 30,601 303 1.0%
8 30,158 629 2.1%
9 30,032 652 2.2%
10 24,847 272 1.1%
11 23,557 181 0.8%
12 14,295 105 0.7%
13 10,229 61 0.6%
14 10,002 86 0.9%
15* 3,954 175 4.4%
16 2,459 12 0.5%
合計 522,333 9,414 1.8%
*中国人研修センター有 （2018.5末現在）

A 市民活動支援センター職員
B-1 市社会福祉協議会職員
B-2 市社会福祉協議会職員
C A地区包括支援センター職員
D コミュニティFMパーソナリティ
E 技能実習生日本語教育機関職員(日本語講師）
F A地区国際交流会代表　

・民生委員/サロン運営代表　1名
・福祉協力員/サロン運営者　5名
・自治会役員　1名

中間支援者
（計7名）

日本人住民
（計7名）

居住地 国籍 性別 年齢
（参加時）

滞在年数 職業等

a 地区内 ブラジル 女 70代 30 企業で教育訓練顧問
b 地区内 ブラジル 男 70代 26 無職、老人クラブで活動
c 地区内 中国 女 30代 13 会社勤務、主婦（子育て中）

d 市内 タイ 女 30代 13
地区内の介護施設でパート、
市民活動団体に参加

e 市外 タイ 女 60代 33
地区内の介護施設でパート、
居住地で自営業

f 地区内 ブラジル 女 60代 20～30 市外の国際交流協会相談員
g 地区内 ブラジル 男 20代 日本生れ 学生

外国人住民
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図３ 調査の流れと主な結果 

 

3. 中間支援者が捉える現状と課題 

まず始めに行った中間支援者へのヒアリングでは、市民活動センター職員より、外国人

住民による市民活動団体もあるが外国人住民が主体となった団体の数は少ないこと、外国

人住民から市民活動を希望する問合せも過去に数件あり情報提供を行ったことが報告され

た。その他、Ａ地区内の介護施設では外国人パート職員が複数名勤務していることも確認

された。国際交流や外国人支援を活動の中心としない中間支援の機関であっても外国人住

民との接点が生まれている。その一方で、自治会長になる外国人住民やサロンを利用する
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外国人住民の事例は確認されなかった。 

また、中間支援者たちからは、外国人住民は子どもの有無や職業によって地域コミュニテ

ィ参加に対する意識が異なる可能性があること、日本人住民は外国人住民が比較的多い地

域であってもかれらとコミュニケーションをとった経験に乏しく交流の機会を増やすこと

が重要になることなどの意見がだされ、日本人住民と外国人住民の交流はこれまで「イベ

ント的な交流」が中心で、同じ地域の構成員として地域の課題を解決していける互助の強

化を目的にした「住民同士の交流」の機会はほとんどなく、「交流」のあり方を見直す必要

があることが共有された。 

「交流」のあり方を見直す実践として、介護の場や地域で運営されているサロンで、外

国人住民の地域コミュニティへの参加を目的に母国の料理を紹介してもらうなど暮らしに

関わる内容で交流の場を設けることが検討された。 

 

4. 「居場所」づくりをめぐる実践と主な結果 

中間支援者へのヒアリング結果を受け、Ａ地区で開催されているサロンで、日本人住民

と外国人住民が共に企画した内容でサロンを開催することを目指した 2回のワークショッ

プ（図 3、ＷＳ1、ＷＳ2）を行った。参加者は、ヒアリングの対象となった中間支援者（図

3、Ｂ-1、Ｃ、Ｅ）に加え、1999年に国際交流や外国人支援を目的に設立されたＡ地区国際

交流会（図 3、Ｆ）の介在を得て集められた。その結果、外国人住民は地区内の居住者およ

び地区内で働く者、日本人住民は、Ａ地区内で月に一度サロンを開催している運営者（Ａ

地区在住日本人住民）らが参加した。1 回目は、外国人住民と中間支援者で外国人住民が

地域コミュニティへの参加を目的に行いたい「交流」の内容を検討し、2回目は、1回目の

結果を基に、サロン運営者（日本人住民）と外国人住民、中間支援者でさらにサロン活動

の一環として行える取り組み内容を検討した。以下、各ワークショップの結果である。 

 

4.1. 外国人住民・中間支援者ワークショップ 

1 回目のワークショップでは、外国人住民から、普段の生活における地域コミュニティ

との関わりについて、回覧板では情報の詳細が読み取れず他の組織から情報を入手してい

ること、日本人住民の渡航経験の有無によって対応が異なると感じていること、日本人に

日本語で話しかけることへの抵抗感を感じていること、日本人住民と話をする機会をもつ

ことの必要性や住民同士の挨拶の重要性などが意見として出された。その上で、「住民同士
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の交流」として、子どものしつけに関する交流や自国料理の紹介、踊りや折り紙を教えな

がら日本語を学ぶなどが挙げられた。 

また、このワークショップにおいて中間支援者は、母語が異なる外国人住民同士が日本

語で意見交換を行うために、個人の意見を聞きとるだけでなく、引き出したり、意味を確

認したり、書き出すための補助を行った。 

 

4.2. 日本人住民・外国人住民・中間支援者ワークショップ 

2回目のサロン運営者（日本人住民）と外国人住民、中間支援者のワークショップでは、

まず参加者が中間支援者より「やさしい日本語」の紹介を受けた後に、自己紹介とワーク

ショップを行った。 

自己紹介では、日本人住民側から外国人住民に日本語で話しかけることが失礼かもしれ

ないという思いから抵抗感があること、外国人住民との交流に関心があってもその機会が

不足していることなどが語られた。ワークショップでは、2 つのグループに分かれて、サ

ロンで行いたい内容と共に、開催の日時や参加費なども検討した。その結果、各グループ

からサロンで行いたいこととして「タイマッサージ教室＆お茶会」と「避難訓練」が提案

された。 

「タイマッサージ教室＆お茶会」の提案理由としては、大きなイベントよりも日頃行え

る内容の方が参加しやすくなること、外国人住民の中にタイマッサージを教えることがで

きる人がいることなどが挙げられた。「イベント的な交流」ではなく「住民同士の交流」に

するための工夫としては、外国人住民が教えてサロン運営者（日本人住民）が準備段階か

ら手伝うこと、タイマッサージだけでなくお茶の時間をつくること、継続的な活動にする

ために 100円程度の参加費をとることが挙げられた。実際の開催を見込み、開催の曜日や

頻度、当日必要なものやＡ地区内での周知の方法なども具体的に検討された。 

「避難訓練」の提案理由としては、外国人住民と日本人住民双方の子どもから高齢者ま

で誰もが一緒に参加・活動できること、参加者全員の学びの場となることの重要性が挙げ

られた。「イベント的な交流」ではなく「住民同士の交流」にするための工夫としては、災

害時の情報の伝達には回覧板や自治会の案内板が機能しないこと、さらに留学生は大学の

協力、会社勤めの外国人住民は派遣会社や企業の協力が必要であること、さらにあらかじ

め外国人住民や関係機関を含んだ連絡網をつくる必要性などが挙げられた。実際の開催を

見込み、開催場所、防災訓練の内容、費用なども具体的に検討されたと同時に、実現には



 

103 
 

中間支援者の協力が欠かせないことが挙げられた。 

以上 2回のワークショップから出された案について、実際に開催するかどうかの意向を

参加者に委ねたところ、外国人住民が活動の担い手として参加することへの抵抗感が示さ

れ、「タイマッサージ教室＆お茶会」は実施に至らなかった。 

このワークショップにおいて中間支援者は、「やさしい日本語」というコミュニケーショ

ンツールに関する情報提供やワークショップのファシリテート役を担った。 

 

5. 「地域防災」をめぐる実践と主な結果あ 

一方で「避難訓練」は、ワークショップで提案されたことに加え、Ａ地区国際交流会が

外国人住民に対する災害時対応マニュアルの作成や災害時対応訓練の準備を進めていたこ

とから、災害時対応訓練という形で実施に至った。災害時対応訓練に先立ち、作成された

災害時対応マニュアルについて周知が進んでいないことやその必要性について地区全体の

理解が進んでいなかったことから、主に日本人住民を対象にした勉強会を開催した。以下、

勉強会および災害時対応訓練の結果である。 

 

5.1. 勉強会の開催 

勉強会では、先進地から講師を招き、講話を聞いた後に会場全体で意見交換を行った。

参加者は、Ａ地区内の自治会長や民生委員、地区市民センター職員など 24名（内外国人住

民 3名）が参加した。講話では、一般的な日本人であれば知っている避難や避難所に関す

る情報（ストック情報）が外国人には少ないことや、掲示板に貼られた情報に外国人住民

が直接翻訳を書き込む姿を他の参加者に見せることが外国人住民も支援者になれることへ

の理解促進につながること、外国人を特別扱いすることで日本人住民との摩擦が起きるこ

とが懸念されるため炊き出しにハラール食を盛り込む際にはアレルギー食も準備するなど

の配慮が必要なこと、「ご自由にお持ちください」といった表現には「たくさん持っていっ

てはいけない」という日本人が暗に共有しているマナーが含まれているため注意が必要な

ことなどが伝えられた。 

意見交換の場では、自治会長からは、先進事例のような理想的な状態は理解できるが、

実際には普段外国人住民に地域活動への参加を促しても参加しない現状があることなどの

意見が出された。外国人住民からは東日本大震災の際に工場に勤務していた外国人が一人

だけ避難すべきことを知らずに働き続けていた事例や、ブラジル人が被災者に向けた炊き



 

104 
 

出しとしてＢＢＱを行い日本人に批判された背景にはブラジルの肉が保存食である習慣や

困難なときほど楽しく過ごそうとする文化があることが紹介された。 

 

5.2. 災害時対応訓練 

災害時対応訓練には勉強会に参加した自治会長や民生委員、外国人住民を含む約 50 名

の参加があった。訓練では、外国人住民が被災者役となり、日本人住民が母語や家族構成、

連絡先などを外国人住民から聞取り「個人カルテ」を作成し、仮設の災害対応本部にその

内容を伝達するという想定で行われた。 

日本人住民はその場で簡単な「やさしい日本語」のレクチャーを受けて実践に臨んだが、

日本語でのコミュニケーションがうまくいかず、普段から外国人住民と接しているＡ地区

国際交流会のメンバーが補助に入る場面もあった。自治会長ら日本人住民が収集した外国

人住民の状況として、避難所がどこかわからない、母国に無事を伝えたいがどうしたらい

いか、ペットは避難所に連れて行けるか、子どもが怪我をしたがどうしたらいいか、いつ

も飲んでいる薬がなくなってどうしたらいいか、などが本部に報告された。 

これら訓練の過程からは、日本人住民が相手の日本語習得状況に合わせて表現を調節す

ることが難しい様子が観察されたことから、日常的な日本人住民と外国人住民の交流が不

足していることが（例１）、そして本部に集められた質問からは外国人住民の防災に関する

知識や情報が不足していることが、明らかとなった。これら災害時対応としての課題は残

った一方で、訓練の終盤ではそれまで緊張の面持ちだった参加者たちが交流そのものを楽

しむ様子も見られ、災害時対応訓練という同じ目的の下で行われる活動が「住民同士の交

流」に一定の変化をもたらすことも観察された。 

これら地域防災をめぐる 2 つの取り組みにおいて中間支援者の役割は、「住民同士の交

流」として地域的な課題に対して意見を出し合える場を創出し、日本人住民と外国人住民

のコミュニケーションを促しただけでなく、自治会、地区市民センター、市の国際交流協

会、県の国際交流協会など中間支援を担う機関同士の連携の促進役となっていた。 

 

例１ 「個人カルテ」作成過程においける会話 

日本人住民：公民館（避難所）知ってる？ 

外国人住民：シリマセン 

日本人住民：じゃあ管理人さん、わかる？管理人さんがいるだろ。 
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その人に聞いたらいいんじゃないかな。 

外国人住民：カリニン？ 

日本人住民：じゃあ、保育園に電話したらいいんじゃないかな。 

そしたらいろいろ教えてくれるだろ。 

外国人住民：デンワツカエナイ。ドウスル？ 

日本人住民：そりゃまずは自分のことを守らなきゃならないから、じっとしてな。 

子どもは保育園にいるから大丈夫だ。 

外国人住民：ニゲマスカ？ 

 

5.3. 「互助」をめぐる実態調査の主な結果 

2017年の中間支援者ヒアリングをきっかけに、中間支援者（Ｂ-2、Ｃ）が関わるＡ地区

の地域包括ケアシステムの構築を目的とした場に筆者が関わることになった。その理由と

して、Ａ地区の日本人住民およびＡ地区関係者で構成されるグループ（第二層協議体）が、

Ａ地区における互助の実態を明らかにすることを目的としたアンケート調査の実施を検討

していたが、その調査内容に外国人住民に対する視点がなかったことから、中間支援者が

外国人住民との互助に対する気づきが必要であると判断したためである。具体的には、筆

者が調査項目の検討の場に参加し、対象となるＡ地区の外国人住民の概況を伝えると同時

に、アンケートを通じて回答する日本人住民にも近隣に外国人住民がいることを意識でき

るように、近隣に住む外国人住民の有無や外国人住民が近隣にいる場合のつきあいの程度

を聞く設問を提案した（図 3･ＷＳ5）。 

質問項目の提案に対し、それまで調査を検討してきた日本人住民からは、調査票の配布

は自治会加入世帯が中心となるが、自治会に加入している外国人住民の数は把握されてお

らず、ほとんどいないことが想定されることから設問は必要ないという意見も出された。

その後、中間支援者（Ｃ）からさらに外国人住民を含めた検討の必要性や重要性が説明さ

れ、最終的に設問が盛り込まれた。 

アンケート調査の結果、海外出身者であると回答した者が 16名含まれていたことから、

自治会に加入している外国人住民が少なくとも 16名いることが明らかになった。そして、

日本人住民同士のつきあいの程度を聞いたところ「つきあいはほとんどない」が 1.9％、

「あいさつ程度のつきあい」が 36.4％であるのに対し、近隣に外国人住民がいると答えた

日本人住民の外国人住民との近所づきあいの程度は「つきあいはほとんどない」が 38.7％、
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「あいさつ程度のつきあい」が 40.8％で、「つきあいはほとんどない」が占める割合は、

日本人住民同士に比べ約 20 倍の割合を占めた。外国人住民とのつきあいは日本人住民同

士と比べ、極端に少ないことが明らかとなった（図 4）。 

また、海外出身者 16名中、地域の人に手助けを頼んでみたいと回答した者は 6名で、そ

の内容は 5名が日本語のサポートを選んだ。さらに、地域の人を手助けしてみたいと回答

した者は 5名で、その内容は車での送迎が 4名、話し相手が 4名、子どもを預かる 3名、

高所での作業 3名などだった（複数回答）。外国人住民も日本人住民との互助に一定の関心

があることが明らかになった 7。 

これら地域の互助を強める取り組みの過程において、中間支援者は日本人住民の外国人

住民に対する気づきを促し、外国人住民も地域の互助を支える構成員とであることへの理

解を促した。その結果、自治会に加入している外国人住民の存在や互助に関する意識を明

らかにすることが可能となった。 

 

 

図４ 近隣住民とのつきあいの程度 

 

6. まとめ 

以上、約 2年間にわたるアクション・リサーチから、日本人住民・外国人住民間の関係

の現状および中間支援が果たした役割は表 12の通りである。特に中間支援の役割は以下 2

つに整理された。加えて、外国人住民の地域コミュニティへの参加に向けた環境改善に向

けた中間支援の可能性として新たに 3つの要件が明らかになった。 

【日本人住民同士のつきあい】 【外国人住民とのつきあい】

0.7%/6.8% 
2.6% 

N=887 ....._.... N=887 

■lつきあいはほとんどない
■lあいさつ程度の最小翫つきあい
■ 日常的に立ち話をする程度のつきあい
自宅へ気軽に尋ねていけるつきあい

生活面で助け合えるつきあい

焦回答

出典 ：「『支えあいの仕組み』をみんなで考えるアンケート~A地区住民の意見を知るために～」

実施 ：A地区第二層協議体 期間 ：2018年8月~9月10日 対象 ：自治会加入全6,495世帯
有効回答数：3,703 (回収率57%)
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6.1. 中間支援者の理解と日本人住民・外国人住民間関係への変化 

１）中間支援者間の情報共有が場の創出へ 

本調査の結果から、普段外国人に特化した交流や支援を使命としない中間支援機関であ

っても外国人住民との接点が生まれている現状が明らかとなった。さらに、その現状を中

間支援者間で共有したことが、日本人住民・外国人住民間の互助を強めるような「イベン

ト的交流」から「住民同士の交流」の場の創出が必要であるという中間支援者自身の認識

が強めた。これらは、それまで暗に日本人住民だけを対象としていた取り組みを外国人住

民を交えた視点で見直す契機となり、従来日本人住民を対象にしていた「居場所」「地域防

災」「互助」に関する取り組みを、外国人住民を含めた「住民同士の交流」の場として変化

させる役割を果たした。 

 

表１２ 主な調査結果と抽出された中間支援の役割 

 

 

 

 

「居場所」関連 「地域防災」関連 「互助」関連

日
本
人
住
民

・外国人住民に日本語で話しかける
ことへの遠慮.(WS2)
・外国人住民との交流の機会の不
足.(WS2)
・実際のサロン運営を協働すること
へのハードル.(WS2)

・自治会活動へ参加しない外国人住
民への不信感.(WS3)
・災害時対応マニュアル作成.(A地区
国際交流会の活動)
・自治会や民生委員を巻き込んだ災
害時対応訓練の実施.(A地区国際交流
会の活動)
・「やさしい日本語」の課題.(WS4)

・外国人住民で自治会未加入者の情
報不足.(WS5)
・地域の構成員として外国人住民を
再認識.(WS5)
・近所付合いにおいて日本人住民同
士と外国人住民では程度に差.(アン
ケート)

外
国
人
住
民

・回覧板の読取りが困難.(WS1)
・日本人住民の渡航経験の有無によ
る対応の違い.(WS1)
・日本人に日本語を聞き返すことへ
の抵抗感.(WS1)
・挨拶等交流の必要性.(WS1)

・文化に起因する災害時対応の違
い.(WS3)
・防災に関する情報不足.(WS4)
・日常的な日本人住民との交流不
足.(WS4)

・18名の自治会加入外国人住民を確
認.(アンケート)
・18名中、日常生活において手助け
が欲しい者が11名、地域に手助けを
お願いしたい者が5名、手助けしたい
者が6名.(アンケート)

中
間
支
援
者
の

実
践
的
役
割

・交流の場の創出.(WS1･2)
・外国人住民からの聞取り.(WS1･2)
・外国人住民の意見の引き出
し.(WS1･2)
・日本人住民へ「やさしい日本語」
をレクチャー(WS2).
・WSのファシリテート.(WS2)

・地区国際交流会の日頃からの自治
活動を背景とした自治会等の巻き込
み.(WS3･4)
・交流の場におけるコミュニケー
ションの橋渡し.(WS3･4)
・中間支援者同士の連携推進.(A地区
国際交流会の活動,WS3･4)

・外国人住民を地域の構成員として
再認識するための理解促進.（W5)
・自治会等地縁組織との連携.（アン
ケート,W5･6）

アクションリサーチ

〈中間支援の主な役割〉 〈中間支援の可能性〉
・「交流」の場を創出.
・外国人住民と日本人住民間のコミュニケー
ションサポート（言葉の壁、心の壁）.

・一時的「交流」から住民同士の「交流」へ
の展開.
・地区単位で中間支援を行うことの有用性/地
縁型「国際交流会」の可能性.
・外国人住民のニーズ把握およびマッチング
の必要性と日本人住民への理解促進.

． 
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２）中間支援者間の連携がコミュニケーション支援へ 

中間支援者は各ワークショップにおいて、参加者同士のコミュニケーションに対するサ

ポート役になっていた。「居場所」に関するワークショップ（ＷＳ1）で外国人住民からの

意見を引出しただけでなく、日本人住民が外国人住民と直接コミュニケーションを図った

ワークショップ（ＷＳ2、4）では日本語教師である中間支援者と連携して「やさしい日本

語」を紹介した。さらに、「互助」に関する調査票設計の場面（ＷＳ5）では、中間支援者

が介在したことによって日本人住民が地域の構成員として外国人住民も含まれていること

への理解を促した。 

これまで、このような中間支援の役割は、主に外国人住民を対象にした国際交流等を使

命とする中間支援者が中心となって行われてきた。しかし、本節において、普段外国人住

民を対象としていない中間支援者であっても中間支援者同士が連携することで、日本人住

民と外国人住民のコミュニケーションや理解を促す役割を果たすことができた。ただし、

この背景には、Ａ地区国際交流会や日本語教師など従来外国人住民を対象に活動している

中間支援者との連携があった。言い換えれば、外国人住民を交えた取り組みの見直しや改

善には、中間支援者同士の連携が必要であることを示唆している（図 5）。 

 

 

図５ 多文化共生に向けた中間支援のあり方 

 

6.2. 外国人住民の地域コミュニティ参加に向けた中間支援の可能性 

1）一時的「交流」から協働への展開 

中間支援者や外国人住民からは「住民同士の交流」の重要性が示された一方で、日本人

住民からは交流の機会がないことや外国人住民が活動の担い手として参加することへの抵

抗感、地域の構成員としての認識の薄さが明らかになった。これらの結果から、日本人住

これまでの中間支援

日本人対象 1外国人対象

ご

これからの中間支援

日本人対象 i外国人対象
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民と外国人住民の「交流」のきっかけとなる「イベント的な交流」を増やすと同時に、地

域コミュニティ参加に向けた「住民同士の交流」へと展開するための支援の重要性が示唆

された。本調査において、中間支援者たちがその重要性に気づいたことで、既存の取り組

みを外国人住民を交えた視点で見直し実践した。これまで外国人住民を対象にしてこなか

った中間支援者の気づきが、外国人住民の地域コミュニティ参加に向けた環境改善に小さ

からぬ影響を与えた。 

2）地縁型「国際交流会」の可能性 

外国人（住民）を対象にした中間支援機関は、全国的に県や市単位で設置されている。

その中で、Ａ地区国際交流会はその対象地域を地区とし、より外国人住民の生活に寄り添

った活動を約 20年に渡って行っている。また、Ａ地区国際交流会の運営者は、外国人住民

が参加していない場面においても地縁組織として積極的に自治会活動に参加してきた経緯

がある。これら長年にわたる活動が日本人住民と外国人住民の「住民同士の交流」に大き

な役割を果たしている。特にＡ地区国際交流会が数年かけて作成した「災害時対応マニュ

アル」は、Ａ地区の自治会や地区市民センター等との連携を必要とした。本節が対象とし

た「地域防災」をめぐる勉強会や災害時対応訓練に、自治会長や民生員、地区市民センタ

ー職員が外国人住民を交えた地域コミュニティ形成に対する関心の強弱に関係なく参加し

た背景には、Ａ地区国際交流会が果たした役割は大きい。 

外国人住民が地域コミュニティに参加する／できる環境改善には、県域や市域よりさら

に小さな領域を対象にしながら、育成会や婦人会等に並ぶ自治組織の一環として活動する

地縁型の国際交流が、「住民同士の交流」を促進する中間支援となりうる可能性を示した。 

3）外国人住民のニーズ把握およびマッチング 

「互助」に関するアンケート調査の結果からは、外国人住民が地域の人に日本語のサポ

ートなどの手助けをお願いしたいと考えているだけでなく、車での送迎や話し相手など他

の地域住民を手助けしてみたいと考えていることが明らかとなった。外国人住民が地域の

担い手となりうることが明らかになった一方で、日本人住民のニーズと合わせたマッチン

グには中間支援者の介在が不可欠である。今後、アンケートを検討した日本人住民グルー

プ（第二層協議体）が、中間支援者となることが期待されており、外国人住民が地域コミ

ュニティに参加していくことに対する日本人住民の理解が一層必要になっている。 

本節では、地域コミュニティにおける「居場所」「地域防災」「互助」に関する課題を横

断すしながら、中間支援の役割に着目することで、従来の中間支援組織が外国人住民の地
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域コミュニティへ参加に果たす新たな役割を明らかにしてきた。しかし、地域的なそれぞ

れの課題に対する細かな実態把握および、中間支援の可能性に対するさらに検証が必要で

ある。日本が過去約 30年でなしえなかった外国人住民の地域コミュニティへの参加は、過

去に類のない速さで増加する外国人住民を前に、早急な対応策が求められている。地域コ

ミュニティをとりまく取り組み全体で、外国人住民を交えた見直しが必要になっている。 

 

6.3 地縁型国際交流会の可能性 

 外国人を対象にした中間支援機関は全国に県や市単位で設置されているが、Ａ地区国際

交流会は、対象地域を特定の地区におき、自治会など他の地縁組織の 1つとして日常的に

活動を行っていた。その結果、地域内の互恵的関係のなかで、外国人住民への理解や関心

の度合に関係なく、地域自治活動のひとつとして外国人住民への視点が組み込まれていく

様子が確認された。そして、他地域に先駆けた外国人住民を含めた災害対応マニュアルが

作成されたり、技能実習生が地域住民と共にハザードマップを確認する場が創出されたり

していった。 

 「内なる国際化」という言葉で日本国内の国際化が問題視され始めたのは 1985年頃のこ

とである。それから約 35年が経った現在、我々は「多文化共生」の名の下に多様性を基礎

とする地域社会のあり様を模索し続けている。 

 「内なる国際化」も「多文化共生」も単に精神的な美名ではない。それらは異質なもの

を前提として、互いに尊重し生かし合えるような、制度の構築、平等の観念の検討、学校

教育を中心とする規範の批判的検討、地域社会の構成員としての市民性の開放、外国人を

含めた社会関係資本の形成を、双方の努力によって創造しようとする実践的な取り組みを

意味している。そして、これらの課題は外国人と日本人の間にあるものではなく、地域社

会を構成する「我々」の課題である。 

 国が移民への門戸を開かないなか、少子高齢化を背景に在留外国人は過去最高の 290万

人を超えた。現実はすでに日本で生まれ育った外国籍をもつ人や、日本国籍であっても外

国にルーツをもつ人の増加によって、法的概念に基づく区分では外国人と日本人を分けら

れないほど、多様な「日本人」を生み出している。「多文化共生」は、地域コミュニティに

おける外国人受け入れの覚悟を迫る段階まで来ている。 

 近年、増加する自然災害は、その人の社会的な属性や身体的な状態などを無視して、そ

の地域にいるというだけの人々を突然襲う。もちろん、そこには外国人住民や外国人観光
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客も含まれており、外国人を含めた視点から災害時の備えを見直すことは喫緊の課題であ

る。その際、重要となるのは、外国人は支援されるだけでなく、支援する者になれること

への意識である。在留外国人の半数は 20代および 30 代が占めており（2018 年 12月末現

在、在留外外国人統計）、高齢化する地域だけでなく、外国人観光客など短期滞在者を支援

する際の貴重な人材になり得る。また、阪神・淡路大震災で外国人住民の情報源としても

力を発揮したコミュニティＦＭは、全国に 330 局（2019 年 10 月現在）が設置され、災害

時の有効な情報拠点となることが期待されている。日頃から外国人も視聴できるよう「や

さしい日本語」や多言語での放送も必要である。 

 Ｔ県にあるＡ地区は、1990年初頭より比較的外国人住民の割合が高い地域である。1995

年に外国人住民の生活支援を目的に地域住民によって立ち上げられたＡ地区国際交流会で

は、2015年に外国人住民と共に災害時対応マニュアルを作成し、地区内全 19自治会（2015

年当時）に外国人住民の情報収集等を担う「地域担当者」を配置している。2018年にはマ

ニュアルに基づき災害時対応訓練を開催するなど、外国人と共に暮らすことを前提とした

地域づくりを行っている。また、Ａ地区を含んだ地域のコミュニティＦＭでは、総合防災

訓練で外国人住民による多言語放送を行った。今後は、外国人住民による番組制作や番組

の多言語化も検討されている。 

 Ａ地区国際交流会は、外国人住民に対する関心の強弱に関係なく自治会長や民生委員、

地区を担当する行政職員などを巻き込み、既存の災害対策を外国人住民を含んだ視点から

見直す契機を創出した。同会は外国人との関連の有無にかかわらずさまざまな地域行事に

積極的に参加しており、他の地縁組織との信頼関係が厚い。県域や市域ではなく、地域コ

ミュニティを対象とする国際交流会が地域の多文化共生の推進に果たした役割は大きく、

育成会や婦人会等に並ぶ新たな地縁型の組織の可能性を示した。外国人住民を含んだ地域

住民が個々の力を地域社会へと繋げていくこと、そのための仕組みと日頃からの関係づく

りが求められている。 

 

第３節 小括 

 

 可視化されにくい社会関係資本の醸成に対する具体策として、中間支援におけるコーデ

ィネーションの効果に着目した。その結果、中間支援は、常にその対象となる個人や組織

が主体となり実施されて成果が出されるため、中間支援において成されたコーディネーシ
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ョンによる社会的な効果は可視化されにくく、定量化もしにくい性質をもっていた。他方

で、その効果の検証からは、主体のニーズを引き出し、必要なヒト・モノ・コトを繋ぎ合

わせ、より効率的かつ効果的に次のステップへと導くことを明らかにした。 

 地域に根差した学びにおいては、その教育手法そのものが日本ではまだカリキュラム実

践として確立されていないこともあり、コーディネーションによる先導が必要となる。多

くの場合、各関係者のこれまでの立場や経験の中で発想したり、既存カリキュラムに倣っ

た常識的な自己判断によって、自らの発想や活動の具体化を控えようとする傾向が強い。

そうした際に、公益的・実践的なビジョンをもった中間支援者がコーディネーションを行

うことで、全体を一定の水準へと引き上げていくことができる。その意味において中間支

援者が成果に与える影響は小さくないだろう。 

特に多文化共生の実現においては、ニーズと資源そのものが曖昧である。裏を返せば、

中間支援者が多文化共生の実現に向け地域社会の中でどれほど具体的な将来ビジョンをも

ってコーディネーションするのかによって、多文化共生の質や成果の方向性を変える危険

性を孕む。ただし、本論では、既存の中間支援者らが普段の活動を、外国人を含んだ視点

から見直すことで、多文化共生に資する方向へと展開することを事例的に明らかにした。 

移民政策のない脆弱な社会システムの中において、中間支援が多文化共生に向けた地域

コミュニティの形成・維持に果たす役割は大きく、中間支援の重要性は増している。 

 

 
1 2021年度現在、この業務はＣＲＤからは除外されている。 
2 ただし、本演習は学生が自ら地域の課題を精査し、調査設計を立てるため、学生が事前
に調整された内容をそのままなぞるとは限らない。 
3 Ｓ.ゲルモン、Ｂ.Ａ.ホランド、Ａ.ドリスコル、Ａ.スプリング、Ｓ.ケイガン著、山田一
隆監訳者、2015年、『社会参画する大学と市民学習―アセスメントの原理と技法―』学文
社。 
4 兵庫県内被災地の当時の人口は 3,598,971人、内外国人登録者数 80,851人で人口比率
2.25％だったのに対し、被災地の死亡者数 5,431人、内外国人死亡者数 174人で死亡者比
率 3.19％だった（土井、2017、p22）。問題を重くみた支援者たちの活動を中心に、2007
年の新潟県中越沖地震、2011年東日本大震災、2015年北関東・東北豪雨、2016年熊本
地震を経て、現在、総務省においても「災害時外国人支援情報コーディネーター制度」が
検討されている。 
5 日本の外国人人口は、2011年の東日本大震災により一時的に減少に転じたものの、再
び増加し続けている。2010年および 2017年における「技能実習」の改訂と拡大、2012
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年には経済連携協定（EPA）に基づく看護師・介護福祉士候補者の受入開始、2015年に
は在留期間無制限を含む「高度専門職」が新設されるなど、外国人受入の門戸は急速に開
かれつつある。在留外国人の増加は、東日本大震災前のピーク時（2004～2008年、増加
数 243、679、増加率 12.3%）に比べ、初めて 250万人を越えた 2017年時点（2013～
2017年、増加数 495、403、増加率 24.0%）では、約 2倍のスピードで増加している。 
6 2019年 3月 24日「A地区国際交流会第 1回災害時対応訓練」配布資料（市提供資
料）。 
7 回答者全体では、地域の人に手助けを頼んでみたいと回答した者が 441名（11.8%）、
地域の人を手助けしてみたいと回答した者が 1,058名（28.2%）であった。 
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結 語 

「地域社会」が「持続可能」であるということは、いかなる状態であるのか、そして、

それを可能にする社会システムをどのように組み上げるのか。我々は、過去に経験のない

速さで進む人口減少と外国人住民の増加という地域社会の変容のなかで、喫緊の課題と向

き合っている。公共圏の拡大により、その大きな課題に向き合うのは、国や行政だけでは

ない。そこに暮らす住民一人一人となる。しかし、その国や行政、住民一人一人の中に、

言語や文化背景が異なる住民、「異質性を生きる」人々が含まれているという眼差しは、オ

ールドカマーやニューカマーと呼ばれた外国人住民が急増した 1990時代から 30年以上経

った今でも、至極他人行儀なままある。学校の総合学習の時間などに講師として招かれる

外国人は母国の紹介をするばかりであるし、防災訓練に参加する外国人は地域で異質な存

在としての“外国人役”を担わされるばかりである 1。外国人が講師となり地域社会の課題

を共に語ることや、防災訓練の運営に必要な役割を担って参加することは、ほとんどない。 

日本は、2008年に「留学生 30万人計画」を打ち出し、その後、在留資格に「技能実習」

（2009年）、「介護」（2016年）、「特定技能 1号」「特定技能 2号」（2018年）を創設するな

ど、移民政策不在のまま、労働力の確保を念頭においた外国人受け入れ策を拡大し続けて

いる。「我々は労働力を呼んだ。だが、やってきたのは人間だった。」というマックス・フ

リッシュの言葉はあまりに有名である。1990 年代初頭に入国した外国人住民の定住化や、

この間に起こった数々の社会問題、「偶然」かれらの傍に居合わせたことでかれらの暮らし

を支えてきた人々の活動、それらの意味を、今一度、噛みしめる時に私たちはいる。 

他方で、地域社会は、居住地に依拠する集合性と地域コミュニティとしての共同性が乖

離し続けた結果、その均衡と安寧は崩壊寸前である。日本人であるというだけの「同質性」

を前提にしてきた私たちは、日本人であっても異質性を生きる存在であることから目をそ

らし続けてきた結果、引きこもりや自殺の問題など、これまでの社会システムでは救い上

げられない問題が常態化し、閉塞感や生きづらさといった経済活動だけでは満たされない

何者かと戦い続けて久しい。地域社会は、今一度これらの矛盾を紐解き、個々人がもつ異

質性を前提とした社会関係資本、つまり、それを構成する信頼、ネットワーク、互酬性の

規範を再構築する必要がある。それは、同時に、人々の生きる尊厳に関わる問いとの対峙

であり、これまで日本社会が前提としてきた平等や権利といった公共圏の根本を問い直す

作業である。 

さらに、現在、これに応え得る政策は「地域における多文化共生推進プラン」となるが、
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本論は、行政用語としての地位を与えられた「多文化共生」の内実が、教育においてもコ

ミュニティ施策においても極めて脆弱であることを明らかにした。公共圏の基礎を成す義

務教育においては、子どもの教育を受ける権利をも脅かす状態であったし、外国人児童・

生徒の高校進学の過程分析からは、（かれらが親の都合で偶然住むことになった）地域の特

性によるところも大きく不安定な環境であった。高校進学を可能にした背景には、地域の

社会関係資本が社会システムの脆弱性を補完するものとなっていた。しかし、地域の「居

場所」づくりの現場では、外国人住民の利用を確認できず、かれらが地域コミュニティの

なかで周縁化している可能性を示唆した。その一方で、防災の観点から筆者が行った非常

時と平常時をつなぐソーシャル・キャピタルの醸成に着目した調査では、地域コミュニテ

ィにおける外国人住民の周縁化を補完するように、地域の日本語教室が非常時と平常時を

つなぐ社会関係資本の醸成の場として機能し始めていることを明らかにした。しかし、そ

の運営もまた、ボランタリーな活動に支えられた非常に不安定なものであった。 

本論が明らかにしてきた持続可能な地域コミュニティの形成・維持に向けた多文化共生

の実態は、総じて、多文化共生という理念を示された地方自治体や地域住民の自助努力に

委ねているだけでは、人口減少のなかで地域社会が抱える地域コミュニティの衰退と外国

人の増加に対応しきれていない実態を明らかにした。こうした実態は、翻って、移民政策

の必要性を強く示す結果となったと言えよう。 

ただし、本論は移民政策の必要性を示すだけに留まらない。移民政策の不在を乗り切る

手段として、地域に根差した教育手法の可能性と中間支援におけるコーディネーションの

有効性を明らかにした。政策の有無に関わらず、外国人の子どもたちは日々成長し、定住

化した外国人住民は高齢となる。日本語も母語も十分に習得できなかった子どもが抽象的

な思考が困難な状態で生きる不自由さや、そうした者が日本で家族をもつ貧困の連鎖や、

認知症で日本語を忘れ母語でのケアが必要になっても適切なケアが受けられないなど、地

域社会は、放置できない課題を目の前に突き付けられ、対応を迫られる。これら深刻化す

る数々の課題を受け止める現場への具体的な対応も急務であるが、それ以上に重視すべき

は、それらの根底を流れる問題と向き合い、課題を断ち切る術を一日も早く整えることで

ある。その基盤となるのが教育であり、中間支援におけるコーディネーションである。 

本論が対象としたのは、先進諸国の先頭を切って人口減少期に突入した日本の、ローカ

ルな問題の一端に過ぎない。しかし、人口減少に伴う労働者不足を背景に立ち現れる問題

は、日本だけの問題ではない。2020年 7月、医学雑誌『ランセット』で、米国ワシントン
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大学保健指標評価研究所（IHME）は、世界の人口が 2064 年をピークに減少すると発表し

た。同年の 2020年は、2015年に国連気候変動枠組条約締約国会議（COP21）で採択された

パリ協定が、温室効果ガス排出削減等に向け、本格的に運用され始めた年でもある。世界

は、持続可能な社会の構築に向かって、国境を越えて取り組んでいかなければならない。

我々はその入り口に足を踏み入れている。 

本論では他国との比較を行えなかったが、日本よりも少し遅れて人口減少が始まること

が懸念されている韓国では、2007年に「在韓外国人処遇基本法」、2008年に「多文化家族

支援法」が施行されるなど、既に外国人の子どもの教育を含む支援策や社会統合政策がと

られている[春木 2014]。そして、「多文化人」「多文化家族」「グローバル家族」といった言

葉が一般化してきているなど、住民の行動変容を伴うところまで政策が浸透し始めている。 

日本の地域社会は、今後さらに加速度的な変化に晒されるだろう。しかし、どれほど地

域コミュニティが衰退しても外国人住民が増加しても、今も昔も変わらないことがある。

それは人々の日々の生活は、衣食住というローカルな日々の営みの中にしかないというこ

とであり、人と人の関わりの中に暮らしがあるということである。それは、どれほど経済

が発展しても、孤立死という社会の違和や災害時の助け合いの温かさとして、人間の根源

的な感覚に訴えるに足るものである。日本で生きるということ、一人一人の尊厳が保たれ、

精神的にも満たされた生を全うできるということは、医療技術の発展とは異なる領域にお

いて、私たちの足元にある問題である。 

特に、近年増える自然災害は、地域コミュニティにおける人々の紐帯の輪郭を際立たせ

る。2015年 9月関東・東北豪雨の後に被災地に支援に入った、外国人コーディネーターは、

現地での様子を次のように教えてくれた。避難所で、酔った日本人住民が「外国人は（避

難所から）出ていけ」と怒鳴り、大柄な男性ブラジル人に殴りかかったが、そのブラジル

人は「仕方がない」と冷静に受け止めた。だがその後、その日本人は、外国人住民が差し

入れた炊き出しに先頭を切って並んでいたという。また、地域の避難訓練に積極的に参加

するマレーシア人は、自らが住む地域の避難訓練の後に行われるアンケートに、複数の言

語で通訳できるので地域活動の力になりたいと何度回答しても、一向に運営に役立てても

らえる様子はないという。高齢化が進む地域コミュニティにおいて、災害が起こった際に

助け合えるのは、遠くに住む親族ではなく、すぐ傍にいる外国人住民かもしれないことを

念頭に置かなければならない。 

多文化共生が目指すべきは、過度な社会的摩擦を回避するだけのものでもなければ、友
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好関係を築くことだけを求めるものでもない。人々が内包する「違い」を安心して出し合

うことができ、「違い」を認め合える環境を用意することである。そして、そのために必要

な教育や制度、環境を共に整え、住民同士としての地域社会における折り合いを探求し続

けていくということである。こうした地域社会の実現は、外国人に限らず、性的マイノリ

ティや、身体が不自由な者、精神疾患がある者など、社会的マイノリティとカテゴライズ

される人々、一人一人の尊厳が守られ、のびのびと生きていける社会の構築へも向けられ

ている。それが実現されたとき、公共圏はさらなる成熟へと導かれるだろう。 

生きづらさを拭えない同質性を前提とする日本社会が、異質性を生きる外国人住民から

学ぶところは大きい。自治会に端を発する日本的な地域コミュニティの形成・維持が目指

すべき多文化共生の在り方とは、新たな市民性の探求であり、それは同時に、統合に向け

た日本独自の精神の追及とそれに基づく制度構築の往還によって成し遂げられるだろう。

これら本論から残された課題もまた大きい。 

 

 
1 外国人集住地域と言われる外国人住民比率の高い地域では、自治会活動や PTA活動など
で活躍する外国人住民の事例もあるが、外国人住民の増加と居住地の広がりからすれば、
まだまだ稀な事例である。 
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